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145 健康づくり行動計画の策定 Ｂ 休廃止 ６・７

1 健康づくりの推進 Ｂ Ｄ Ｂ 手段改善 Ｂ ８・９

2 元気館事業の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １０・１１

3 アレルギー疾患等健康相談事業 Ｄ Ｄ Ｂ 継続 Ｂ １２・１３

4 結核対策の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ １４・１５

5 エイズ対策の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ １６・１７

6 骨粗しょう症予防検診 Ｂ Ｃ Ｃ 拡大 Ｂ １８・１９

146 高田馬場三丁目地区高齢者向け施設の建設 Ｂ 継続 ２０・２１

147 妊婦健康診査費助成 Ａ 手段改善 ２２・２３

7 利用者支援の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２４・２５

8 成年後見制度の利用促進 Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２６・２７

3在宅福祉、在宅医療の推進 9 訪問指導の充実 Ｃ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２８・２９

10 高齢者が輝くまちづくり Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ３０・３１

11 高年齢者就業支援事業への助成 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ３２・３３

12 障害者就労支援の充実 Ｂ Ｂ Ａ 拡大 Ａ ３４・３５

13 待機児童の解消 Ａ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ３６・３７

14 子育て相談の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ３８・３９

15 絵本でふれあう子育て支援 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ４０・４１

16 在宅子育て支援サービスの充実 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ４２・４３

17 子ども家庭支援センター機能の強化 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ４４・４５

18 乳幼児親子の居場所づくり Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ４６・４７

19 児童館機能の強化と学童クラブ事業の多様化 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ４８・４９

20 幼稚園と保育園の連携・一元化 Ａ Ａ Ｂ 拡大 Ｂ ５０・５１

21 新宿区児童手当 Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ５２・５３

148 子ども医療費助成 Ｂ 継続 ５４・５５

22 介護サービス基盤整備の推進 Ｂ Ｄ Ｄ 継続 Ｄ ５６・５７

23 介護予防事業の整備 Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ５８・５９

24 自立支援対策の推進 Ｃ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ６０・６１

25 認知症高齢者対策の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ６２・６３

26 地域包括支援センターの運営支援 Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ６４・６５

27 介護保険利用者保護体制の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ６６・６７

28 介護保険の適正利用の促進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ６８・６９

29 知的障害者・障害児ショートステイの充実 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ７０・７１

30 心身障害者グループホームの設置促進 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ７２・７３

31 障害者入所支援施設の設置促進 Ｂ Ｄ Ｂ 継続 Ｂ ７４・７５

32 地域見守りネットワークの充実 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ７６・７７

33 家庭の教育力の向上 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ７８・７９

34 地域の教育力との協働・連携の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ８０・８１

35 特色ある学校づくり Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ８２・８３

36 情報教育の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ８４・８５

37 少人数学習指導の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 統合 Ｂ ８６・８７

38 確かな学力推進員の配置 Ａ Ｂ 統合 Ｂ ８８・８９

39 学校図書の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ９０・９１

40 地域学校協力体制の整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ９２・９３

41 特別支援教育の充実 Ａ Ａ Ａ 継続 Ａ ９４・９５

42 学校適正配置の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ９６・９７

43 学校施設の計画的整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ９８・９９

44 学校施設の改修 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １００・１０１

45 学校施設の改善 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １０２・１０３

46 開かれた学校づくり Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １０４・１０５

47 国際理解教育の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １０６・１０７

48 職員の地域派遣事業の推進（ふれあいトーク宅配便） Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １０８・１０９

49 屋外運動場や民間運動施設を活用したスポーツ活動の場の確保 Ｄ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ １１０・１１１

50 生涯学習指導者・支援者バンクの充実 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ １１２・１１３

51 総合型地域スポーツ・文化クラブの育成 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ １１４・１１５

52 子ども読書活動の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １１６・１１７

Ⅰ

9開かれた学校づくり

10生涯学習、スポーツの条件整備

1生涯を通じた心と体の健康づくり

5子育て支援の推進

2'きめこまやかな総合的福祉の推進

施策 事務事業
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ページ

4社会参加と生きがいづくり

6福祉と保健・医療サービスなど
の総合的展開

7ともにつくる福祉の推進

8学習・教育環境の充実

Ⅱ
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53 文化体験プログラム事業の展開 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ １１８・１１９

54 文化・観光施策の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １２０・１２１

55 文化・芸術活動への区民参加の促進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １２２・１２３

149 夏目漱石生誕１４０年記念事業 Ｂ 手段改善 １２４・１２５

56 新宿文化センターの整備 Ｂ Ｂ Ｂ 休廃止 Ｂ １２６・１２７

57 博物館友の会の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １２８・１２９

58 ミニ博物館の充実及び推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １３０・１３１

59 ＮＰＯ等との協働の環境づくりの推進 Ｂ Ａ Ｂ 継続 Ｂ １３２・１３３

60 地域協働事業への支援 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １３４・１３５

61 学校跡地を活用したひろばづくり Ｂ Ｂ Ａ 継続 Ａ １３６・１３７

62 地域センターの整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １３８・１３９

15男女平等のための意識づくり 63 男女共同参画への啓発活動の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １４０・１４１

64 女性の参画の促進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １４２・１４３

65 職場における男女共同参画の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ １４４・１４５

17家庭生活を男女がともに担うための支援 66 男女共同意識啓発のための情報提供 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １４６・１４７

18平和事業の推進 67 平和啓発事業の推進 Ａ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ １４８・１４９

68 多文化共生のまちづくり Ａ Ａ Ａ 拡大 Ａ １５０・１５１

69 日本語学習への支援 Ｂ Ａ Ａ 手段改善 Ａ １５２・１５３

70 鉄道網の整備促進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １５４・１５５

71 都市マスタープランの改定 Ｂ Ａ Ａ 休廃止 Ａ １５６・１５７

72 都市計画道路の整備（補助第７２号線） Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １５８・１５９

73 都市計画道路の整備（駅街路１０号線） Ｄ Ｄ Ｄ 継続 Ｄ １６０・１６１

74 地籍情報の調査 Ａ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １６２・１６３

75 交通結節点の整備推進（中井駅周辺） Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １６４・１６５

76 交通バリアフリーの整備促進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １６６・１６７

77 再開発による市街地の整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １６８・１６９

78 地域別市街地整備の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 休廃止 Ｂ １７０・１７１

79 区民主体のまちづくり・地区計画の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １７２・１７３

80 都市防災機能の向上 Ｄ Ｂ Ｂ 縮小 Ｂ １７４・１７５

81 百人町三・四丁目地区の整備推進 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ １７６・１７７

82 百人町三・四丁目地区の道路・公園整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １７８・１７９

84 歌舞伎町対策の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ １８０・１８１

85 安全で安心して暮らせるまちづくりの推進 Ａ Ａ Ａ 継続 Ｂ １８２・１８３

86 安全・安心な建築物づくり Ｂ Ｂ Ａ 継続 Ｂ １８４・１８５

87 建築物等耐震化支援事業 Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ １８６・１８７

90 防災ボランティアの育成 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １８８・１８９

91 避難所等の震災対策 Ａ Ａ Ｂ 継続 Ｂ １９０・１９１

92 災害対策用各種水利の確保及び充実 Ｂ Ｂ Ｂ 休廃止 Ｂ １９２・１９３

93 避難所機能の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ １９４・１９５

94 災害情報システムの更新 Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ １９６・１９７

96 分譲マンションの適切な管理運営の支援 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ １９８・１９９

97 住宅建設資金融資あっ旋 Ｄ Ｄ Ｄ 手段改善 Ｄ ２００・２０１

98 住み替え居住継続支援 Ｄ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２０２・２０３

99 子育てファミリー世帯居住支援 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２０４・２０５

100 都心共同住宅供給事業等の推進 Ｄ Ｄ Ｄ 継続 Ｄ ２０６・２０７

101 子育て支援マンションの整備誘導 Ｄ Ｄ Ｄ 休廃止 Ｄ ２０８・２０９

102 主要な生活道路の整備推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２１０・２１１

103 細街路の拡幅整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２１２・２１３

104 人とくらしの道づくり Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２１４・２１５

105 道路の改良 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２１６・２１７

106 やすらぎの散歩道整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２１８・２１９

107 道路の無電柱化整備 Ａ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２２０・２２１

108 路面下空洞調査 Ａ Ａ Ｂ 継続 Ａ ２２２・２２３

109 まちをつなぐ橋の整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２２４・２２５

110 放置自転車対策の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２２６・２２７

Ⅲ

20適切な都市構造の実現

21地域の特性をいかした参加
のまちづくり

24住みよい環境づくり

25人にやさしい道路、交通施設の整備

11地域文化活動の活性化

19国際化に対応した地域社会づくり

12文化資源の保護と文化環境づくりの推進

22防災都市づくり

13コミュニティ活動の充実と支援

Ⅱ

23地域ぐるみの防災体制づくり

14コミュニティ施設の充実と利用の促進

16あらゆる分野における男女共
同参画の促進
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111 公共施設の緑化・民間施設の緑化 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２２８・２２９

112 安心のみどり整備 Ｄ Ｄ Ｄ 手段改善 Ｄ ２３０・２３１

113 みどりの保全 Ｄ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ２３２・２３３

114 新宿りっぱな街路樹運動 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２３４・２３５

115 アユが喜ぶ川づくり Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２３６・２３７

116 みんなで考える身近な公園の整備 Ａ Ａ Ａ 継続 Ａ ２３８・２３９

117 サポーター制度による公園管理 Ｂ Ｂ Ａ 継続 Ａ ２４０・２４１

118 漱石公園のリニューアル Ａ Ｂ Ａ 休廃止 Ａ ２４２・２４３

150 仮称富久公園の整備 Ｂ 継続 ２４４・２４５

119 妙正寺川公園第ＩＩ期整備 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２４６・２４７

28魅力ある都市空間づくり 120 新宿駅周辺地区の交通環境整備推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２４８・２４９

121 路上喫煙対策の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２５０・２５１

122 ポイ捨て防止ときれいなまちづくりの推進 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２５２・２５３

123 新たな景観まちづくりの推進 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２５４・２５５

30中小企業の振興 124 中小企業活性化支援 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ２５６・２５７

125 地場産業の振興 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ２５８・２５９

126 ものづくり産業支援 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ２６０・２６１

32商店街の活性化 127 商店街ステップアップ支援 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ２６２・２６３

128 魅力ある商店街づくり支援 Ｂ Ｂ Ｂ 統合 Ｂ ２６４・２６５

129 商店街にぎわい創出支援 Ｂ Ｂ Ｂ 統合 Ｂ ２６６・２６７

34消費者の自立支援 130 消費者学習の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 統合 Ｂ ２６８・２６９

131 公害の監視・規制・指導の充実 Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２７０・２７１

151 地球温暖化対策の推進 Ｂ 拡大 ２７２・２７３

132 ごみの発生抑制に向けた普及啓発 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２７４・２７５

133 資源回収の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２７６・２７７

37環境保全思想の普及と啓発 134 環境学習情報センターを核とした普及・啓発 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ２７８・２７９

38環境施策の総合的展開と推進 135 環境白書の作成と報告会の開催 Ｂ Ｂ Ｂ 手段改善 Ｂ ２８０・２８１

39環境保全型まちづくり 136 環境に配慮した道づくり Ｂ Ｂ Ｂ 継続 Ｂ ２８２・２８３

138 区民との協働による基本構想・基本計画づくり Ａ Ａ Ａ 休廃止 Ａ ２８４・２８５

139 地区協議会の設立・運営（地区協議会との協働） Ａ Ａ Ａ 拡大 Ａ ２８６・２８７

42広域的な都市課題への対応 140 ホームレス対策 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２８８・２８９

141 電子区役所の推進 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２９０・２９１

142 行政評価制度 Ｂ Ｂ Ｂ 拡大 Ｂ ２９２・２９３

143 コンビニ収納業務委託 Ｂ Ａ Ａ 拡大 Ａ ２９４・２９５

152 コールセンターの開設準備 Ｂ 継続 ２９６・２９７
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事務事業評価シート（総括表）一覧表の見方
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　　　　　　　　　：発生主義の考え方を取り入れた事業
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Ⅵ

Ⅳ

29清潔で美しいまちづくり

今後の方向性は７種類

意図する成果に照らして、目標以上の大きな成果をあげたもの。事業の目的や意図する成果に対して、取組内容の達成度が事業総体として高いも
の。

「計画どおり」又は「概ね計画どおり」に事業を推進し、予定していた成果をあげたもの。

法律・制度の改正等により、計画の見直しを求められるもの。

36資源循環型社会の形成

41地域を基盤にした区政の推進

26みどりと水の豊かなまちづくり

27公園、広場などの整備充実

目標水準を下回り、計画そのものの見直しを求められるもの。

１）現状のまま継続　　２）手段改善　　３）縮小　　４）拡大　　５）統合　　６）休廃止　　７）その他　

31地場産業の振興

33魅力ある買物空間づくり

43行財政の効率的運営

35環境への負荷の低減

Ⅲ



 ２事務事業評価シートの見方

事務事業 44 学校施設の改修

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的
　区立学校の校舎棟・屋内運動場を計画的に改修することにより、児童・生徒の安全と良好な学習・教育環
境を確保します。さらに、将来的な維持費の軽減と施設の延命を図ります。

対象・手段 　建設又は改修後一定年数を経過した区立小・中学校を対象とします。

成果（事業が意図する成果）

　改修を行うことにより、施設の安全性の確保と機能維持を図り、良好な学習・教育環境を整備できま
す。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

改修割合 各年度に計画している改修の達成率

（ 毎 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

実績１② ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

③＝①／② ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
＜外壁事前調査＞小学校・校舎－２校、小学校・屋内運動場－１校
＜屋上防水工事＞小学校・校舎－３校

平成19年度
＜外壁事前調査＞小学校・校舎－２校、小学校・屋内運動場－２校、中学校・校舎－１校
＜外壁改修工事＞小学校・校舎－２校、小学校・屋内運動場－１校

事務事業

目的
　施策を実現するための
手段

成果
　事業により実現を目指す
状態

事業成果指標
　成果を計る測定可能な
指標

事業の実施内容
　事業の実施状況



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育施設課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 45,421 0 0 0 　事業費については、
17年度から発生主義の
考え方を取り入れてい
ます。<減価償却費の
算定>（外壁改修）工
事費65,392千円×90%
（残存価値10%）÷耐
用年数20年＝2,943千
円（屋上防水）工事費
69,854千円×90%÷15
年＝4,192千円[18年度
3,127千円
19年度5,818千円]

人件費⑪ 千円 1,167 1,251 1,490 2,974

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 5,818 8,945 16,080

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 46,588 7,069 10,435 19,054

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 46,588 7,069 10,435 19,054

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

46,588 7,069 10,435 19,054

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.14 0.15 0.18 0.36

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　老朽化した学校施設を多く抱える現状から考えると、統合も含めた施設の建替えは喫緊の課題ですが、建替
えまでには時間がかかり、経費調達も不可欠です。したがって、建替えまでの間、児童・生徒の安全と施設の
延命のため計画的改修がますます重要となってきています。その際、学校施設の保全計画、統合計画を勘案し
つつ、さらなる効率的な改修を行っていくことが必要です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3 　各年度に計画した改修をすべて完了しました。

実施の成果 3
　平成１７年度から１９年度にかけて４校の外壁工事、７校の屋上防水工事を実施し、児
童・生徒の安全と施設の延命をはかりました。

効率性 2
　児童・生徒の安全と施設の延命効果を見据えながら経費の節減を図ることができまし
た。ただし、計画策定時に計画的保全の面から必要であっても、実施時期を先送りした施
設もあります。今後も現場調査をしながら時宜に適った改修を行っていきます。

行政の関与 3 　良好な学習・教育環境の整備は、学校設置者である区の責務です。

妥当性 3
　学校施設の保全計画、統廃合計画を勘案しつつ、計画的・効率的な改修を行っており、
妥当です。

施策寄与度 3
　平成１７から１９年度の３年間に４校の外壁工事、７校の屋上防水工事を実施し、児
童・生徒の安全と良好な学習・教育環境の確保に寄与しました。

総
合
評
価

　学校施設の改修は、安全で良好な学習・教育環境を確保するために、施設の現状と将来
を勘案しながら、計画的に進めてきました。
　１９年度も１７、１８年度同様、当初の計画どおり改修工事を実施したため、評価はＢ
とします。
　また、１７から１９年度の３年間の実績でも、各年度に計画の改修をすべて完了したた
め、Ｂと評価します。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

　老朽化した学校施設を多く抱える現状から考えると、統合も含めた施設の建替えは喫緊
の課題ですが、建替えまでには時間がかかり、経費調達も不可欠です。したがって、建替
えまでの間、児童・生徒の安全と施設の延命を図るための計画的な改修が重要です。学校
施設の統合計画を勘案しつつ、予防保全の考え方にたった中長期修繕計画に基づき、適切
で効率的な改修を行っていきます。本事業は、第一次実行計画の「129中長期修繕計画に基
づく施設の維持保全」に引き継いで実施していきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続

総合評価、過年度評価
Ａ：目標以上の成果
Ｂ：計画どおりの成果
Ｃ：制度改正等により見直し
Ｄ：目標を下回った
平成16年度以前の過年度
評価
Ａ：目標以上の成果
Ｂ：計画どおりの成果
Ｃ：制度改正等により見直し

方向性
１：現状のまま継続
２：手段改善
３：縮小
４：拡大
５：統合
６：休廃止
７：その他

改革方針
　事業に関する検討課題を踏まえた事業の
方向性と平成２０年度事業へのつながり

総合評価
　事業の目的や意図する成果に対して達
成できているか（１９年度評価と過去３年
間評価）

耐用年数
　基本的に税法上規定に
基づいている

減価償却算出の考え方
　施設の残存価格を整備
費の１０％とし、「定額法」
により耐用年数に応じて減
価償却費を算出した

トータルコスト
　決算数値である

事業に関する検討課題
　目的に対する妥当性、目
的に対する事業実施上の
問題、成果に対する実施
状況など

１：計画どおりにすすんで
いない
２：ほぼ計画どおり
３：計画どおり

事業の達成度
　目的としているところが
達成できているのか

事業実施による成果
事業実施したことで、事業
の意図する成果が上がっ
たか

効果的・効率的な視点
　費用対効果という面から
効果的・効率的に行われ
ているか

行政関与の妥当性
　サービスの負担と担い手
の観点から関与は妥当か

目標設定のの妥当性
　区民ニーズを踏まえた目
的、目標になっているか

施策寄与度
　３年間事業を実施したこ
とで、施策の目的としてい
るところに寄与したか



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 145 健康づくり行動計画の策定

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的
　「健康日本２１」の円滑な推進を促すための市町村健康増進計画として、平成１５年に策定した前期５
か年の「新宿区健康づくり行動計画」を見直し、「心身ともに健やかにくらせるまち」の実現に向けた平
成２０年度からの後期４か年計画を策定します。

対象・手段

　計画案作成に先立ち、区民の健康に関するアンケート調査を行い、現状を分析し課題を把握します。ま
た、公募区民、学識経験者等、地域団体の代表等からなる「新宿区健康づくり行動計画推進協議会(以下、
協議会という。)」を設置し、計画案を検討していくとともに、地域説明会及びパブリックコメントを実施
することで、区民ニーズを計画に反映させていきます。

成果（事業が意図する成果）

　平成１９年２月に実施した「新宿区健康づくり区民意識調査」及び平成１９年８月に実施する「新宿区立
学校における食育アンケート」により、区民の健康に関する現状を分析し課題を把握します。調査結果をふ
まえたうえで、区の健康づくり施策の指針となる「新宿区健康づくり行動計画」を策定し、「生活習慣病の
予防」「食育の推進」「心の健康づくり」の３つの重点項目に係る施策を総合的、効果的に推進することが
できます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

健康づくり行動計画推進協議会の開催
区民委員5名、学識経験者等・地域団体の代
表等10名からなる協議会の開催回数

（ 平成19 ） 年度に

（ 8回 ） の水準達成

健康づくり行動計画中間のまとめ地域説明
会の開催

健康づくり行動計画中間のまとめ地域説明
会の開催回数（４つの保健センターで開
催）

（ 平成19 ） 年度に

（ 4回 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 0.00 0.00 0.00 8.00

実績１② 0.00 0.00 0.00 8.00

③＝②／① ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 4.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 4.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

平成19年度
　協議会を８回開催し、計画を策定しました。また、パブリックコメントを実施し、地域説明会を開催す
ることで、ご意見をいただき、区民の声を計画に反映しました。



部名称 健康部 課名称 健康推進課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 0 7,230

人件費⑪ 千円 0 0 0 4,956

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 0 12,186

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 0 12,186

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 0 12,186

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.00 0.60

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　計画に基づく施策の実施状況を把握し、進行管理をしていく中で必要があれば目標や指標を見直していく
ことになります。また、次期計画策定に向けた体制整備を行っていく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　委員会及び協議会を各８回開催する中で、現状や課題の整理、骨子案の検討、計画案
の作成、パブリックコメントの実施を順調に進め、計画を策定することができました。

実施の成果 3
　本計画に基づき、「生活習慣病の予防」「食育の推進」「心の健康づくり」の３つの
重点項目に係る施策を総合的、効果的に推進することができます。

効率性 3
　協議会の運営や中間のまとめ、計画書の印刷に要した人員、費用、事務作業は、ほぼ
効率的なものでした。

行政の関与 3
　計画を策定するにあたっては、現状の把握と課題の分析を的確に行うことが必要で
す。また、区民の意見を反映させながら、実効性のある計画を策定するためには、区が
行うことが妥当であると考えます。

妥当性 3
　推進協議会、地域説明会の開催回数を目標にしたことは、区民ニーズを計画に反映さ
せるためであり、妥当といえます。

施策寄与度 3
　区の健康づくり施策に関する今後の目標や、目標を達成するために取り組むべき課題
を明確に示すことができた点で、大いに寄与したといえます。

総
合
評
価

　「生活習慣病の予防」「食育の推進」「心の健康づくり」の３つの健康づくりに関する
重点項目の現状及び課題を整理し、区民の意見を反映した、区の健康づくり施策の指針と
なる計画を策定することができました。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 　
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　計画に基づく施策の実施状況や達成度を評価するため、区民・有識者等からなる新宿区
健康づくり行動計画推進協議会を設立し、目標や指標を見直していきます。また、これか
らの計画推進には「地域ぐるみの健康づくり」が不可欠であり、地域や家庭、関係団体と
の協働を一層推進していきます。次期計画策定に向けた体制についても、整備を行ってい
きます。
　なお、平成19年度の事業だった「健康づくり行動計画の策定」は終了し、平成20年度か
らは経常事業「健康づくり行動計画の推進」を実施します。

方向性

※

6

休廃止



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 01 健康づくりの推進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的
　区民が食事や栄養について正しく理解をし、食を通した健康づくりを実践するための手助けとします。

対象・手段

①来店者に対して、栄養表示や栄養情報の提供を行い、更に受動喫煙防止対策を実施している店舗を健康
づくり協力店として登録していただき、区民にその利用を促します。（新宿区のホームページ、健康づく
り実践ガイドに掲載）
②一般の飲食店が提供するメニューや惣菜、弁当などに栄養表示ができるよう支援します。

成果（事業が意図する成果）

　区民が外食時などに自分にふさわしいメニューを選択することができるようになることで、区民の自発的
な生活習慣病予防の一助となります。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

健康づくり協力店の店舗数の増加 1年に30店舗の新規登録

（ 毎 ） 年度に

（ 30店舗 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 店舗 30.00 30.00 30.00 30.00

実績１② 店舗 29.00 31.00 2.00 5.00

③＝②／① ％ 96.67 103.33 6.67 16.67

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
健康づくり協力店の実施要綱にこれまで考えられていなかった受動喫煙防止にかかわる規定を設けるため
に既存の健康づくり協力店の実態調査を実施しました。

平成19年度
健康づくり協力店推進事業実施要綱を改正し、栄養表示や栄養情報の提供を行い、更に全面禁煙を実施し
ている店舗を健康づくり協力店「ゴールド」、完全分煙又は時間分煙等を実施している店舗を健康づくり
協力店「シルバー」として登録しました。また、新規の登録証を作成し該当者に配布しました。



部名称 健康部 課名称 健康推進課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 171 213 56 55

人件費⑪ 千円 2,501 2,501 2,484 2,478

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 2,672 2,714 2,540 2,533

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 2,672 2,714 2,540 2,533

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

2,672 2,714 2,540 2,533

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.30 0.30 0.30 0.30

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

  健康増進法で施設管理者に対し、受動喫煙防止の努力義務が課せられたことに伴い、新宿区健康づくり協
力店の実施要綱に受動喫煙防止についての規定を定めました。しかし努力義務であることから、多くの店主
が利用者の減少を危惧し、健康づくり協力店への登録を躊躇している状況があります。今後は飲食店等に、
栄養表示の必要性や禁煙に対する住民の要望を伝えるなど、飲食店が自発的に栄養表示や受動喫煙等への取
り組みをするための支援をしていくことが必要です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　平成19年度に改正した要綱に基づき、栄養表示や栄養情報を提供し、受動喫煙防止を
行い、健康づくり協力店として継続できた店舗は４５店舗になりました。新規登録は目
標に達しなかったものの、継続できた店舗と合わせると登録は５０店舗になりました。

実施の成果 2
　新たに受動喫煙防止の規定を要綱に設けたため、新規登録店舗数の目標は16.7％しか
達成できなかったものの、継続できた店舗を合わせた登録件数は50店舗で、この事業に
よって健康づくりに取組む店舗を増やせたことは大きな成果です。

効率性 2
　改正後の要綱に基づく健康づくり協力店を登録しなおす際に、栄養士ボランティアや
会社の協力を得て５０店舗に登録証を配布するなど、人員や費用の面で効率的に実施で
きました。

行政の関与 3
　健康増進のための食環境の整備は、区と事業者が協力しながら実施していくもので
す。栄養表示に加えて受動喫煙防止について、区が積極的に制度の普及・啓発を行い理
解が深まるよう働きかけることは妥当です。

妥当性 2
　健康づくり協力店の店舗数の増加を目標にしたことは、栄養情報の提供や受動喫煙防
止の推進により区民の自発的な健康づくりが進められるので、妥当だと言えます。

施策寄与度 2
　19年度は受動喫煙防止を含む新しい要綱で再出発しましたが、過去３年間の新規登録
を合わせると38店舗になりました。総合すると、適切な栄養情報の提供を通して自発的
な健康づくりに寄与していると言えます。

総
合
評
価

　19年度の評価をＢとした理由は、新たに受動喫煙防止の規定を要綱に設けたため、新規
登録店舗数の目標は達成できなかったものの、継続できた店舗を合わせた登録件数は50店
舗で、この事業によって健康づくりに取組む店舗を増やせたことは大きな成果だからで
す。
　また、過去3年間の実績ではＢと評価します。その内容は、「新宿区 街のﾍﾙｼｰﾒﾆｭｰｶﾞｲ
ﾄﾞﾌﾞｯｸ」の作成、実施要綱変更のための調査、新しい要綱に基づく健康づくり協力店制度
スタートです。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｄ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、健康づくり協力店の要件である栄養表示や栄養情報の提供の他に、受動喫
煙防止の要件が加わったことにより、登録のハードルが高くなりました。チェーン展開を
している飲食店が分煙化を進めていることが多いので、今後はこうした店舗に登録を働き
かけ、経常事業の「健康づくり協力店普及促進」に引き継いで取り組んでいきます。
　個人商店とあわせテナントに対して影響力のあるビルオーナーやテナント事務所などへ
も積極的に働きかけを行います。また、食育推進計画に基づいて食事バランスガイドを用
いた表示方法を導入します。

方向性

※

2

手段改善



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 02 元気館事業の充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的 　区民の運動習慣のきっかけづくりと地域での健康づくり活動の活性化を図ります。

対象・手段
　誰でも気軽に利用できる軽運動プログラム等の健康づくり事業及び健康づくり活動を行う自主グルー
プ・その他の団体に対する施設の貸出事業を、指定管理者の運営により行います。

成果（事業が意図する成果）

　運動の実践による健康づくりを促進し、高齢者の運動機能を向上させます。
　地域自主グループの活動支援を通した健康づくり活動を活性化させます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

健康増進プログラムの利用率 健康増進プログラムの利用率（利用者延べ
人数/延べ定員数）

（ 平成19 ） 年度に

（ 60% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 60.00 60.00 60.00 60.00

実績１② ％ 47.90 53.90 57.40 60.10

③＝②／① ％ 79.83 89.83 95.67 100.17

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
コース型：利用者延べ人数　29,211人　利用率（利用者数/定員数×100）66.5％（4月から3月の平均）
フリー型：利用者延べ人数　15,160人　利用率（利用者数/定員数×100）48.2％（4月から3月の平均）
プログラム平均利用率　57.4％

平成19年度
コース型：利用者延べ人数　28,315人　利用率（利用者数/定員数×100）62.0％（4月から3月の平均）
フリー型：利用者延べ人数　15,695人　利用率（利用者数/定員数×100）57.0％（4月から3月の平均）
プログラム平均利用率　60.1％



部名称 健康部 課名称 健康推進課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 43,737 39,254 22,329 23,779 事務費については、17
年度より管理運営費に
なったため、計上して
いません。

18年度から指定管理者
制度を導入し、利用料
金は利用者が直接指定
管理者に支払い、区は
その金額分を指定管理
委託料から減額してい
ます。

人件費⑪ 千円 8,338 8,338 8,280 8,260

事務費⑫ 千円 34,661 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 86,736 47,592 30,609 32,039

受益者負担⑮ 千円 21,384 14,482 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 65,352 33,110 30,609 32,039

受益者負担率⑮／⑭ ％ 24.65 30.43 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

62,424 30,893 30,609 32,039

特定財源⑱ 2,928 2,217 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 71.97 64.91 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
1.00 1.00 1.00 1.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　健康増進プログラムについては、平均利用率の目標値（60％）を達成しました。コース型の利用者人数及
び利用率は自主事業を増やしたことにより減少していますが、フリー型の実施プログラムの再編成等で利用
率が増加しています。高齢者の運動機能向上プログラムは、さらなるプログラム内容等の充実を図り広報等
で積極的に周知し、利用者の増加を目指していくことが必要です。
　20年度の指定管理者の選定にあたっては、さらなるサービスの向上と効率的な運営を念頭に選定すること
が必要です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
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達成度 3
　平成19年度の目標については、コース型延べ28,315人、フリー型延べ15,695人で、健
康増進プログラムの利用率は目標値を達成しました。

実施の成果 2
　平成19年度の健康増進プログラムの利用率は60.1％で、区民の運動実践のきっかけづ
くりとして機能しています。また、施設貸出事業は地域の健康づくり活動を支援してい
ます。

効率性 2
　この事業は指定管理者制度により運営しているため、区民ニーズを敏感かつ迅速にプ
ログラムに反映させることができ、ほぼ効率的に実施できました。

行政の関与 3
　健康増進法や地域保健法などにより、区民の健康づくり実践のための事業として、地
域における健康づくり活動等への支援を区が行うことは妥当です。

妥当性 2
　健康増進プログラムの利用率を目標として設定したことは、区民ニーズに対応した
サービスを目指すことにつながるため妥当です。

施策寄与度 3
　この3年間で利用率は53.9％から60.1％に増加し、目標値を達成しました。子どもから
高齢者までの幅広い年齢層の区民に対する運動習慣の定着、運動機能の向上・改善に寄
与しました。

総
合
評
価

　健康増進プログラムの19年度の利用率は目標値を達成し、本事業は計画どおり進められ
たといえるため、「Ｂ」評価としました。
　また、過去３年間の評価についても「Ｂ」とします。これは、プログラムの利用率が
年々増加し、指定管理者制度の導入の効果が出ていると評価できるためです。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、健康増進プログラムの中の既存メニューの一部を、生活習慣病予防を実現
するためのメニューにし、第一次実行計画「２７元気館事業の推進」に引き継いで取り組
んでいきます。利用率の低い健康増進プログラムは、内容の充実や利用率の高いメニュー
を増やすことで、運営の効率化を図ります。また、今後とも引き続き利用者や社会のニー
ズ等に対応したプログラムを取り入れる必要があり、20年度の指定管理者の選定に際して
も、充分に考慮します。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 03 アレルギー疾患等健康相談事業

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的
　アレルギー疾患の早期発見を行い、ぜん息発症の未然防止を図ります。また、既にぜん息等の症状があ
る方については、早期に適切な治療指導を行い疾病予後の改善と生活の質の向上を図ります。

対象・手段

　乳幼児健診でスクリーニングした方及び電話予約した一般の15歳未満のぜん息児等のアレルギー疾患児
及びその保護者を対象に、各保健センター巡回で月１回、小児専門医等による問診・診察・住環境指導・
栄養指導・保健指導を行います。また育児グループ等を対象に小児専門医等による集団指導を行います。
そのほか15歳以上の方を対象に呼吸器健康相談を行います。

成果（事業が意図する成果）

　アレルギーに関する正しい知識・情報を提供することで、ぜん息等の発症予防や早期対応ができ、当事者
等の不安軽減につながります。また、ぜん息等アレルギー疾患は慢性疾患であり長期管理を要することが多
いため、相談事業により、生活場面で実践できるよう具体的な自己管理能力（抗原回避等）が身につくとと
もに、納得して主治医とパートナーシップがとれるようになります。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

健康相談予約率 健康相談予約者数／定員（450名）

（ 平成19 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

大気汚染患者に占める相談者の割合
アレルギー相談者数（15歳未満）／大気医
療券認定者（15歳未満）

（ 平成19 ） 年度に

（ 13.6% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 100.00 100.00 100.00 100.00  【目標値２】
　平成19年度の目標値
13.6%については、計画策
定当時の相談者数定員/大
気汚染認定者見込数で
す。

実績１② ％ 85.11 84.22 102.00 69.11

③＝②／① ％ 85.11 84.22 102.00 69.11

目標値２④ ％ 13.60 13.60 13.60 13.60

実績２⑤ ％ 8.10 12.10 13.40 7.14

⑥＝⑤／④ ％ 59.56 88.97 98.53 52.50

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑦／⑧ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

ぜん息予防アレルギー相談（小児）：実施回数１２回、予約人数１３７名、相談実数１１７名
集団指導(小児）：実施回数７回、予約人数２６６名、相談実数２１１名
電話相談：実施回数２４回、相談実数０名
呼吸器健康相談（成人）：実施回数６回、予約人数５８名、相談実数４４名

平成19年度
ぜん息予防アレルギー相談（小児）：実施回数１２回、予約人数６８名、相談実数５８名
集団指導（小児）：実施回数７回、予約２０２名、相談実数１６０名
呼吸器健康相談（成人）：実施回数６回、予約人数４１名、相談実数３５名



部名称 健康部 課名称 健康推進課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 1,190 1,210 1,738 1,696

人件費⑪ 千円 5,003 5,003 4,968 4,956

事務費⑫ 千円 139 306 166 339

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 6,332 6,519 6,872 6,991

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 6,332 6,519 6,872 6,991

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

5,004 5,004 4,969 4,957
特定財源：
環境保健事業助成金
　独立行政法人環境
再生保全機構（旧特殊法人公
害健康被害補償予防協会）

特定財源⑱ 1,328 1,515 1,903 2,034

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 79.03 76.76 72.31 70.91

職員
常勤職員

人
0.60 0.60 0.60 0.60

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　ぜん息等の発症予防や早期治療を行うことの意義は大きく、さらなる周知が必要です。周知方法の改善や
ぜん息等アレルギー疾患患者に対する正しい情報提供を行うことが課題となっています。また、呼吸器健康
相談（15歳以上の気管支ぜん息及び慢性閉塞性肺疾患患者）では勤労者にとっても利用しやすい事業となっ
ているか否かの検討をする必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　ぜん息予防アレルギー相談（集団指導）は実績が160人と、目標の91％でした。一方、
同事業（個別相談）は実績が18年度より低下して、58人、48％でした。呼吸器相談は35
人58％でした。

実施の成果 2
　ぜん息予防アレルギー相談（個別相談）実績は、18年度実績を下回りました。20年度
に向けて、その原因を把握する必要があると考えます。

効率性 2
　呼吸器健康相談は、６回とも相談者が満足できる内容にすることができ、医師及び保
健師の応援は不要でした。充実した内容の相談事業を、環境再生保全機構からの助成金
の範囲内で実施でき、ほぼ効率的だといえます。

行政の関与 3
　当事業は、自治体が行う健康被害予防事業の一つとして法律に基づき実施していま
す。さまざまな機会をとらえて、現在症状のない方も含めて幅広い対象者への普及啓発
に区が取組むことは妥当です。

妥当性 2
　健康相談予約率を目標に設定したことは、早期治療や発症の未然防止につながるので
妥当です。身近な場所で気軽に専門的な相談を受けることができるので、手段・対象も
ほぼ適切です。

施策寄与度 2
　過去３年間の実績はぜん息予防アレルギー相談（個別相談）は目標の76％、同（集団
指導）は同86％、呼吸器相談は73％でした。身近なところで専門的な相談ができるとい
う点で、健康づくりという目的達成に寄与しています。

総
合
評
価

　１９年度のぜん息アレルギー相談（個別相談）の実績は目標を下回るものでした。しか
しながら、相談者の数、ぜん息の発症予防や早期治療に対する一定の効果等を考慮する
と、概ね計画通りであると評価できます。
　また、過去３年間の評価を「Ｂ」とするのは、ぜんそくアレルギー相談（集団相談）を
除いた、他の相談・指導の過去２年間の実績が19年度実績を上回っており、一定の成果が
あったことによるものです。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｄ
17年度 Ｄ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、２０年度から経常事業「アレルギー疾患等健康相談事業」に移行します。
なお、相談者の定員の確保にむけて、以下の事項を検討します。
１　周知方法の改善
２　医療機関が多く存在する区における事務内容のあり方（体調の変化により、直接受診
が予想される）
３　子ども医療費助成制度実施による影響
４　呼吸器健康相談が、勤労者にとって利用しやすい事業か否か

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 04 結核対策の充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的 　結核の予防及びまん延を防止します。

対象・手段

対象：結核患者、学校・施設・事業主が行う健康診断対象以外の者、日本語学校及び路上生活者
手段：結核健康診断の実施(業態者検診・患者家族検診・管理検診・受託健診・住民健診・定期外健診・日
本語学校検診・路上生活者検診）及び健康教育やパンフレットの配布、広報掲載を通じた正しい知識の普
及並びに結核患者への服薬治療支援等

成果（事業が意図する成果）

　結核患者を早期発見することによって、結核がまん延することを防止します。
　また、服薬治療支援（DOTS)の実施、服薬治療中断を防止すること及び知識の普及啓発によって、結核治
療の完遂を目指します。このことにより、治療困難な結核菌の出現を防止し、結核患者を減少させ、結核の
まん延を防止します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

結核健康診断等の受診割合
結核健康診断(路上生活者検診及び日本語学
校検診）の実施人員／実施予定者数

（ 平成19 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

結核服薬治療支援非中断率
路上生活者服薬治療支援非中断者数／路上
生活者新規登録者数

（ 平成19 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 100.00 100.00 100.00 100.00  指標１の実績
　19年度：99+3226

 ／187+4055
 

 指標２の実績
 　18年度：30/33

（平成１９年度のDOTS対
象者は、現在も服薬治療
中で事業成果指標は翌年
度以降に判明するため、
現時点では実績は０とす
る。）

実績１② ％ 76.59 77.20 79.30 78.30

③＝②／① ％ 76.59 77.20 79.30 78.30

目標値２④ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

実績２⑤ ％ 94.50 93.80 90.90 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 94.50 93.80 90.90 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

結核健康診断及び予防接種実施人員　　３３，８７２人　　　発見患者数　　１０人
服薬治療支援（ＤＯＴＳ)実施人員　　　９２人
　（保健所DOTS　１３人、薬局DOTS　　７人、在宅支援者DOTS　３人、保健師定期面接　２５人、
　　連絡確認DOTS等　４４人）

平成19年度

結核健康診断及び予防接種実施人員　　３１，７６０人　　　発見患者数　　１７人
服薬治療支援（ＤＯＴＳ）実施人員　１２１人
　（保健所DOTS　２４人、薬局DOTS　１１人、在宅支援者DOTS　５人、保健師訪問　２人、保健師定期面
接　３６人、　連絡確認DOTS等　４３人)



部名称 健康部 課名称 保健予防課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 12,991 11,701 11,853 15,093

人件費⑪ 千円 41,317 41,317 41,348 41,235

事務費⑫ 千円 4,567 4,471 4,668 4,502

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 58,875 57,489 57,869 60,830

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 58,875 57,489 57,869 60,830

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

50,758 53,028 55,264 56,266

特定財源⑱ 8,117 4,461 2,605 4,564

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 86.21 92.24 95.50 92.50

職員
常勤職員

人
4.67 4.67 4.67 4.67

非常勤職員 1.00 1.00 1.00 1.00

事業に関する検討課題

　新宿区のり患率は国や都の約２倍と高く、特別区では概ねワースト２です。
　新宿区の特性である発生率の高い外国人留学生や路上生活者への検診を確実に行うとともに、人材派遣や
アルバイト就労等検診機会に恵まれない対象者への検診機会の提供が課題です。
　平成１９年度はマンガ喫茶やインターネットカフェを直接訪ね、結核検診の勧奨を行ないましたが、今後
もこうした地道な取組みにより、患者の早期発見・早期治療及び確実な服薬治療支援を充実させていく必要
があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　すべての登録患者に対する服薬治療支援（DOTS)を平成１７年度から実施し、治療中断
の防止を図っています。しかし、服薬支援については困難ケースもあり、苦慮している
部分もあります。

実施の成果 3
　服薬治療支援（DOTS)については、対象をすべての登録患者に拡大して引き続き実施し
ており、結核の予防、まん延防止に大きな成果をあげています。

効率性 3
　定期外健診等は、対象者の絞込みを行い、より効率的かつ効果的に実施しています。
服薬治療支援（DOTS)についても薬局の協力を得て行うなど、効率的に実施しています。

行政の関与 3 　結核予防やまん延防止は、法律に基づきその役割が保健所に義務づけられています。

妥当性 3
　法律や国の指針に沿って結核の予防及びまん延防止に必要な事業を実施しています。
対象者についても、新宿区の特徴に合わせた対応をしており、妥当といえます。

施策寄与度 3
　過去３年間の取組みとして、健診の機会に恵まれない方に対して健診勧奨に努めると
ともに、服薬支援では結核患者全員を対象として実施してきました。心と体の健康づく
りの進展及び公衆衛生の向上に、結核対策の充実は大いに寄与しています。

総
合
評
価

　平成19年度の評価をＢとした理由は、計画どおり実施し、成果をあげているためです。
その内容は、平成19年度も健診の勧奨に努め、服薬支援についても計画どおりに実施した
ことです。
　また、過去3年間の実績ではＢと評価します。具体的には、健診の機会に恵まれない方
に対して健診勧奨に努めてきました。服薬支援については、平成17年度より結核患者全員
を対象として実施すると共に、地域の調剤薬局と連携して薬局ＤＯＴＳ事業を開始し、計
画どおり実施し、成果をあげています。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は今後経常事業の「結核対策」に引き継いで取り組みますが、新宿区は、り患
率も高い地域であり、更に拡大して実施していきます。
　具体的には、接触者健診等の受診率向上のために、平成20年度から健診回数を年３６回
から年４８回に増やし、委託医療機関数の増加など、健診機会を拡大して実施していきま
す。また、接触者健診の内容の充実及び受診者の負担軽減のために、平成20年度から感染
の有無を的確に把握できる新たな検査方法を導入して実施していきます。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 05 エイズ対策の充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的 　エイズ及び性感染症の感染及びまん延防止、並びに社会的偏見を解消します。

対象・手段
対象：青少年・外国人・同性愛者など
手段：検査受診時等での相談及び指導の充実、教育現場との連携、国・都・関係機関等との連携により、
エイズ（性感染症）対策の基盤整備、効果的な事業実施を図ります。

成果（事業が意図する成果）

　患者・感染者の早期発見、早期治療及び療養支援を行うことにより、エイズ及び性感染症への感染予防、
まん延防止、さらには公衆衛生の向上が図られます。
　また、相談と正しい知識の普及啓発により、患者・感染者が偏見や差別を受けずに、より良い治療及び生
活を続ける社会的環境が整います。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

はたちのつどい参加者アンケートにおける
エイズ・性感染症に関する正しい知識を持
つ人の割合（正解率）

一般区民への正しい知識の普及向上を目指
すことは、感染予防及びまん延を防止する
こととなる。
【正解率＝延べ正解数／参加者×設問数】

（ 平成19 ） 年度に

（ 90% ） の水準達成

ＨＩＶ抗体検査受診者数 ＨＩＶ抗体検査受診者数

（ 平成19 ） 年度に

（ 900人 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① % 90.00 90.00 90.00 90.00  指標１の実績
 ・19年度

 　1,762÷(244×8)
　＝90.27

実績１② % 85.79 85.09 92.57 90.27

③＝②／① ％ 95.32 94.54 102.86 100.30

目標値２④ 人 900.00 900.00 900.00 900.00

実績２⑤ 人 732.00 808.00 844.00 865.00

⑥＝⑤／④ ％ 81.33 89.78 93.78 96.11

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

①検査体制　２６回（うち男性同性愛者対象２回）　ＨＩＶ検査８４４件・クラミジア８２２件等
②相談業務（カッコ内は外国人）　来所相談１６８８名（１９０名）　電話相談３４８名（１３３名）
③性感染症講習会（約３３名）　成人式イベント（２１７名）
④外国語版啓発用パンフレット、カード（３言語４種類）　⑤ＨＩＶ検査啓発カードの作成（４５００
枚）

平成19年度

①検査体制　２７回（うち男性同性愛者対象２回、夜間１回)　ＨＩＶ検査８６５件・クラミジア８５０件
②相談業務（カッコ内は外国人）　来所相談１７１７名（１９３名）　電話相談３４４名（１１９名）
③性感染症講習会（13名）　成人式イベント（244名）　④ＨＩＶ検査啓発用カードの作成(５０００枚)
⑤男性同性愛者対象検査用ポスター、チラシの作成（ポスター１０００枚　チラシ６０００枚）



部名称 健康部 課名称 保健予防課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 7,310 8,160 8,410 8,272

人件費⑪ 千円 5,837 5,837 5,796 5,782

事務費⑫ 千円 196 220 236 188

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 13,343 14,217 14,442 14,242

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 13,343 14,217 14,442 14,242

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

9,200 9,979 10,293 9,885

特定財源⑱ 4,143 4,238 4,149 4,357

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 68.95 70.19 71.27 69.41

職員
常勤職員

人
0.70 0.70 0.70 0.70

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　ＨＩＶ感染者は増加の一途をたどっており、早期発見・早期治療に結びつく抗体検査の充実及び啓発につ
いて、国や都などとの広域的な連携を強化していくことが必要です。特に近年の報告で感染報告数が増加し
ている同性愛者に対する啓発が重要です。
　また、若年層に性感染症のり患が増えていることから、青少年への正しい知識の普及啓発について、教育
関係機関等と連携を強めていくことが必要です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　ＨＩＶ抗体検査及び性感染症検査の実施数増加により、疾病の早期発見はもとより、
検査及び結果説明時に行なう相談の充実により受診者への正しい知識が浸透していま
す。

実施の成果 3
　医師による結果説明や保健師によるカウンセリング等、検査・結果時の来所相談、ま
た保健所・保健センターでの電話相談による性感染症の理解度は高く、外国人への相談
体制充実を含め、予防及び治療に向けた環境が整い、大きな成果をあげています。

効率性 3
　検査の案内等をエイズ関係団体のホームページに掲載してもらうなど、費用をかけず
効率的に周知しています。また、男性同性愛者対象検査についても同様に関係団体の協
力を得て同性愛者がより手に取りやすいようなチラシを作成・配布しました。

行政の関与 3
　検査受診者のプライバシー保護、知識情報の提供、感染予防、偏見・差別の無い社会
づくり、感染者への適正な対応等行政としての関与は妥当です。
また、感染者数が増加しているため行政として予防啓発をおこなうことは必要です。

妥当性 3
　受検者数年間９００人（後期基本計画の指標）という目標設定は、エイズの早期発
見・早期治療の必要性を踏まえたもので適切です。

施策寄与度 3
　過去3年間に、ＨＩＶ抗体検査時の相談・実施方法の内容充実及び受診者の増加、外国
人に対する相談体制の充実をしてきました。ＨＩＶ抗体検査による患者の早期発見、早
期治療により、区民の健康づくりの進展及び公衆衛生の向上に寄与しています。

総
合
評
価

　平成19年度の評価をＢとした理由は、エイズ対策を計画どおり実施し、予定した成果を
あげているためです。その内容は、試行的に夜間検査を１回実施し検査機会の拡大を図っ
たことや、青少年の性感染症対策として、区内専門学校へのポスター等の配付や、保健師
による出前講座を行なったことです。
　過去3年間の実績ではＢと評価します。具体的には、ＨＩＶ抗体検査時の相談・実施方
法の内容の充実及び受診者の増加、外国人に対する相談体制の充実など、国、都、関係団
体等と連携して実施し、成果をあげています。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

　ＨＩＶ感染者・エイズ患者は増加傾向が続いており、エイズ対策は今後も充実していく
必要があります。そのためこの事業は、第一次実行計画「29エイズ対策の推進」に引き継
いで取り組んでいきます。検査・相談啓発カードについて関係機関と連携して対象別（同
性愛者向け・青少年一般向け）に作成し、配布する予定です。
　なお、平成１９年度に試行的に実施した夜間検査は、平成２０年度は２回実施すること
とし、検査機会の一層の充実を図ります。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 06 骨粗しょう症予防検診

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的
  骨粗しょう症を早期に発見し、早期から予防を推進するために、骨粗しょう症検診を実施し、その結果
を踏まえた指導を行うことを目的としています。

対象・手段
① 20歳以上の区民       生活習慣病予防健診時・骨粗しょう症予防検診（単独）
② 40歳以上の区民       健康教育事業実施時
③ １歳６か月児の母親   １歳６か月児健診時

成果（事業が意図する成果）

  「高齢者保健福祉施策調査報告書」（平成17年３月）によると、寝たきりの原因の17.1％は骨粗しょう症
等に起因しています。骨粗しょう症の予防は生活の質（ＱＯＬ）の向上及び高齢期における健康寿命の延伸
に寄与します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

骨粗しょう症予防検診受診者数の増加
骨粗しょう症検診受診者数／平成１５年設
定の目標人数

（ 平成19 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

成壮年期の骨粗しょう症予防検診受診率の
増加

６０歳未満の女性の受診者数／骨粗しょう
症検診全体の女性の受診者数

（ 平成19 ） 年度に

（ 90% ） の水準達成

生活習慣病予防健診の女性受診者と１歳６
か月児健診受診者の母親の骨粗しょう症検
診受診率の増加

生活習慣病予防健診と１歳６か月の骨粗
しょう症検診女性受診者数／生活習慣病予
防健診の女性受診者と１歳６か月健診の母
親の数

（ ） 年度に

（ 90% ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 100.00 100.00 100.00 100.00  目標 3,780人
   実績 3,003人

 
 
 
 

 目標 2,387人
  実績 2,063人
 
 
 
 

 目標 2,477人
 実績 1,909人

実績１② ％ 63.89 78.94 76.46 79.44

③＝②／① ％ 63.89 78.94 76.46 79.44

目標値２④ ％ 90.00 90.00 90.00 90.00

実績２⑤ ％ 92.78 80.56 83.02 77.79

⑥＝⑤／④ ％ 103.09 89.51 92.24 86.43

目標値３⑦ ％ 90.00 90.00 90.00 90.00

実績３⑧ ％ 74.97 71.42 67.06 69.34

⑨＝⑧／⑦ ％ 83.30 79.36 74.51 77.04

事業の実施内容

平成18年度

①  生活習慣病予防健診受診者の男女（希望者）１２７７名
②  １歳６か月児健診の母親（希望者）９１９名
③  健康教育事業の骨粗しょう症予防教室参加者    １１２名
④  骨粗しょう症予防検診（単独）受診者  ５８２名                 （合計） ２８９０名

平成19年度

①  生活習慣病予防健診受診者の男女（希望者）１２５７名
②  １歳６か月児健診の母親（希望者）９５０名
③  健康教育事業の骨粗しょう症予防教室参加者    ９１名
④  骨粗しょう症予防検診（単独）受診者  ７０５名                 （合計） ３００３名



部名称 健康部 課名称 西新宿保健センター

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 2,650 3,597 4,131 4,299

人件費⑪ 千円 3,394 6,730 6,724 6,706

事務費⑫ 千円 172 122 179 272

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 6,216 10,449 11,034 11,277

受益者負担⑮ 千円 641 733 737 729

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 5,575 9,716 10,297 10,548

受益者負担率⑮／⑭ ％ 10.31 7.02 6.68 6.46

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

4,906 8,712 9,341 9,500

特定財源⑱ 669 1,004 956 1,048

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 78.93 83.38 84.66 84.24

職員
常勤職員

人
0.37 0.77 0.77 0.77

非常勤職員 0.13 0.13 0.13 0.13

事業に関する検討課題

  寝たきりを防ぐには、若年層の方、特に女性が骨粗しょう症を予防する日常生活習慣を確立することが
もっとも効果的ですが、この年齢層の骨粗しょう症への関心はまだ十分ではありません。若年層の女性に対
して検診の受診勧奨と日常生活習慣改善指導を積極的に進めることが必要です。
  また、事業効果の高い更年期前の女性を含めた受診者数が伸び悩んでいるため、平成20年度からの新たな
骨粗しょう症検診体制の中で受診者の増加を図っていく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　検診対象者の拡大を図ってきた結果、受診者総数は増加して、目標の約80％に達しま
した。60歳未満の女性の受診者の割合は目標の90％前後で推移していますが、１歳６か
月児の母親の受診が着実に増加しています。

実施の成果 2
  過去３年間に受診結果に基づき、約2700人に保健栄養相談を実施し、また、約100人に
医療機関受診の勧奨を行いました。それにより受診者の日常生活習慣の改善などを促す
ことができました。

効率性 2
　既存の健診の中に取り込んでの検診は費用対効果の面で効率的に実施していますが、
対象を検診の必要性が高い方に重点を置くことで効率化を図る余地は残っています。

行政の関与 3
　骨密度測定をできる医療機関が限られること、また、検診で受診者の状態に合わせ
た、きめ細やかな生活習慣改善の指導ができることから、区が受診者に一部自己負担を
求めたうえで実施することは妥当です。

妥当性 2
  骨密度測定と保健・栄養相談により生活習慣の改善指導を実施しており、効率的な手
法と言えます。目標設定は後期基本計画の「健康寿命の延伸」から見て妥当です。な
お、対象については、更に事業効果の高い層に絞り込むなどの改善をする余地が残って

施策寄与度 3
  成壮年期から生活習慣の改善を促すことで、寝たきり状態になるのを予防する効果を
あげています。過去３年間の受診者は約９千人にのぼり、健康増進のための施策に寄与
しています。

総
合
評
価

  検診結果に基づき実施する保健栄養相談により、生活習慣改善の必要性への理解が受診
者に定着してきていますが、平成20年度から、「特定健診」の開始により検診体制の見直
しが求められていることから、「C」と評価します。
  また、過去３年間では各成果指標とも概ね計画どおりの実績をあげており、「B」と評
価します。

※

Ｃ
過年度評価

18年度 Ｃ
17年度 Ｂ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

  本事業は、今後とも継続的に実施していく必要があり、経常事業の「骨粗しょう症予防
検診」として引き続き実施していきます。
  平成20年度から実施される「特定健診」と同時に行うことで効率的に実施します。ま
た、事業の効果の高い更年期前の女性に対し、意識啓発を主眼とした検診として、従来の
1歳6か月健診の母親に加え、3歳児健診の母親にも拡大します。さらに、予防を主眼とし
た検診として、４０歳から60歳までの区民に対し、節目（5歳刻み）に個別通知する等検
診実施率の向上を図ります。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 146 高田馬場三丁目地区高齢者向け施設の建設

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的
　新たに地域に戻ってくる団塊の世代を中心としたシニア世代の活動拠点として、ボランティアや社会貢
献活動を行うための拠点としての機能を有する「シニア活動館」を、高田馬場三丁目地区に建設します。

対象・手段
対象：シニア世代を含む高齢者　手段：高田馬場第一ことぶき館を、地域住民や利用者等で構成された建
設準備委員会の検討結果を踏まえて、高田馬場シニア活動館に建替えます。

成果（事業が意図する成果）

　従来のことぶき館が持つ「趣味などのいきがい活動の場」「健康づくりの場」「仲間づくり・交流の場」
などの機能に、シニア世代が行う「ボランティアや社会貢献活動等の場」としての機能を加えた「シニア活
動館」を、高田馬場三丁目地区に整備するとともに、利用者層の拡大と、利用者数の増加を目指します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

高田馬場シニア活動館の建設

（ 平成19 ） 年度に

（ １館を建設 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 館 0.00 0.00 0.00 1.00

実績１② 館 0.00 0.00 0.00 1.00

③＝①／② ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
活用方針に基づき、「新しい高齢者向け施設」の事業・施設内容について、利用者、地域住民からなる建
設準備委員会とともに検討を行ないました。

平成19年度
検討結果に基づき、高田馬場第一ことぶき館を解体し、高田馬場シニア活動館の建設工事を行い、２月末
に竣工しました。



部名称 福祉部 課名称 高齢者サービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 0 5,516 ※高田馬場シニア活動
館の工事費について
は、発生主義の考え方
を取り入れているた
め、事業費に含んでい
ません。

人件費⑪ 千円 0 0 0 12,390

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 0 17,906

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 0 17,906

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 0 17,906

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.00 1.50

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　高田馬場三丁目地区施設の活用方針に基づき、２１年度までは、２階部分は児童館学童クラブの仮施設と
して活用し、シニア活動館としては１階のみの部分活用となっています。２２年度の本格活用に向けて、具
体的な事業内容を利用者、地域住民とともに検討していく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3 当初計画どおり、高田馬場シニア活動館を２０年２月末に竣工することができました。

実施の成果 2
従来のことぶき館の機能に、シニア世代の活動拠点としての機能を加えたシニア活動館
を区内に初めて建設することができました。２２年度の本格活用が開始されることで、
さらに大きな成果が見込まれます。

効率性 3 当初計画どおりに竣工することができたので、費用対効果の視点からは効率的です。

行政の関与 3
生きがい活動、社会貢献活動等は自主的に行われるものです。しかし、シニア世代を含
む高齢者の方の生きがいや地域のまちづくりに大きく貢献することから、区が拠点整備
を行うことは必要です。

妥当性 2
今後も退職等により地域に戻ってくる方が増えていくことから、目標設定は適切です。

施策寄与度 2
区内に初めてシニア活動館を建設し、シニア世代等の活動を支援する拠点を作ることが
できたので、施策「生涯を通じた心と体の健康づくり」の目標達成に向け、寄与できま
した。なお、今後本格活用に向けて、具体的な事業等を構築していく必要があります。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとしたのは、当初計画どおり、高田馬場第一ことぶき館を、高
田馬場シニア活動館として建設することができたからです。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 　
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　２２年度の本格活用に向けて、高田馬場シニア活動館の具体的な事業内容等に関して利
用者、地域住民と引き続き検討を進めていく必要があるため、第一次実行計画「３６高齢
者の社会参加といきがいづくりの拠点整備」に引き継いで取り組んでいきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 147 妊婦健康診査費助成

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 01 心と体の健康づくり

施策 01 生涯を通じた心と体の健康づくり

事業内容

目的
　妊婦健康診査に係る費用の一部を助成することにより、妊娠に伴う費用負担の軽減を図り、区民が安心
して出産できる環境を整えます。

対象・手段
　妊婦健康診査を受診した区民に出産後、該当する支給金額の申請書を送付し、申請していただきます。
助成金額は、出産日からさかのぼって1年以上住民登録または外国人登録がある方には80,000円、1年に満
たない方には20,000円となります。

成果（事業が意図する成果）

　妊娠に伴う費用負担を軽減することにより受診を促がして、母体の健康保持増進を図ります。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

妊婦健康診査費助成金の支給割合
平成19年度の妊婦健康診査後期受診件数に
占める、妊婦健康診査費助成金の支給件数
の割合

（ 平成19 ） 年度に

（ 95% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 0.00 0.00 0.00 95.00 ・妊婦健康診査後期受診
 件数　1,961件

・妊婦健康診査費助成金
の支給件　1,916件

実績１② 0.00 0.00 0.00 97.70

③＝②／① ％ 0.00 0.00 0.00 102.84

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

平成19年度

・妊婦健康診査費助成金の支給
　①80,000円(出産日からさかのぼって1年以上新宿区に住民登録または外国人登録がある方)1,252件
　②20,000円(①の支給要件に満たない場合)657件
　③その他(保健指導票を使用した方等)7件



部名称 健康部 課名称 健康推進課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 0 113,921

人件費⑪ 千円 0 0 0 2,478

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 0 116,399

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 0 116,399

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 0 116,399

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.00 0.30

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　助成金の支給が出産後の支給となっているため、妊婦健診受診時に健診費用全額を支払う必要がありま
す。今後は妊婦健診受診時の費用負担を軽減することができるよう、助成金の制度の改善を検討していく必
要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　妊婦健康診査後期受診件数1,961件に対して、助成金の支給件数は1,916件であり、
95％という目標値に対して97.71％という実績をあげました。本制度の利用者の割合は高
いものとなっています。

実施の成果 3
　平成19年度に要綱改正を行い、助成額を大幅に増額し、本制度の周知徹底を図ったた
め、助成件数が増加し、計1,916件の助成となりました。

効率性 3
　助成金の対象者の把握を、医療機関から届く「妊婦健康診査受診票」請求原票により
行うことができ、対象となる方を漏れなく把握し、支給することが出来ました。

行政の関与 3
　妊婦が安全で安心な出産を迎えることができるよう、費用負担の軽減を図ることは、
区が少子化対策の一環として取り組むべき重要な課題であると考えます。

妥当性 2
　出産までにかかる費用の負担を軽減し、妊婦が安心して出産を迎えられるように妊婦
健康診査費を助成しており、その支給割合を指標に設定したことは、妊婦のニーズを踏
まえているので妥当であるといえます。

施策寄与度 3
　妊娠に伴う経費負担を軽減することは、妊婦健診の受診を促し、安心して安全に出産
できるようにするという点で、区民の健康づくりに寄与していると言えます。

総
合
評
価

　妊娠に伴う費用負担の軽減を図り、区民が安心して出産できる環境を整えるため、一定
の基準を満たしている区民に対して、助成金を20,000円から80,000円と大幅に引き上げま
した。妊婦健診を受診する方の多くが本制度を利用しており、安全で安心な出産環境の整
備という目的に寄与しています。新宿区の先駆的な取組もあり、平成20年度以降、妊婦健
診の充実を図る取組が全国的に広がりました。

※

Ａ
過年度評価

18年度 　
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　より効率的な助成制度を目指して、母子健康手帳交付時にお渡しする「妊婦健康診査受
診票」の交付枚数を、現行の2枚から80,000円の助成金額を基準とした交付枚数となるよ
う、助成金制度の廃止も含めて検討しました。その結果、受診票の交付枚数を14枚に増や
し、14枚の受診票の交付を受けた方は助成金の申請手続きが必要なくなり、妊婦健診受診
時の費用負担が軽減されます。今後も妊婦健康診査の助成制度について周知徹底を行い、
妊婦健診の受診率向上を目指します。
　なお、平成20年度は経常事業「妊婦健康診査等」に引き継いで行います。

方向性

※

2

手段改善



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 07 利用者支援の充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 01 きめこまやかな総合的福祉の推進

事業内容

目的
　区民が安心して福祉サービスを利用することができるように、福祉制度全般に対応する利用者を支援す
る制度が確立することを目的とします。

対象・手段
　対象は、福祉サービス利用者及び福祉サービス事業者です。
　手段としては、ホームページ等による総合的な情報提供、福祉サービス第三者評価を普及すること及び
相談対応です。

成果（事業が意図する成果）

　利用者の選択権の保障、サービスの質の向上、情報公開のしくみを構築することにより、利用者が安心し
て福祉サービスを受けられるようにします。また、支援を必要とする人や家族に対し、利用しやすい相談体
制が整備されます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

民間サービス事業者のサービス評価受審件
数

受審費用助成の制度を利用してサービス評
価を受審した民間のサービス事業者の数

（ 平成19 ） 年度に

（ 36所 ） の水準達成

福祉総合電話相談、成年後見・権利擁護相
談及び法律相談件数

福祉総合電話相談、成年後見・権利擁護相
談及び法律相談における相談件数

（ 平成19 ） 年度に

（ 280件 ） の水準達成

福祉ホームページアクセス件数 福祉ホームページへのアクセス件数

（ ） 年度に

（
1,176,000
件 ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 所 0.00 36.00 36.00 36.00  　
 旧HP 1,150,624件

新HP 　173,345件実績１② 所 0.00 14.00 13.00 20.00

③＝②／① ％ 0.00 38.89 36.11 55.56

目標値２④ 件 0.00 280.00 280.00 280.00

実績２⑤ 件 0.00 157.00 288.00 635.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 56.07 102.86 226.79

目標値３⑦ 件 0.00 1,176,000.00 1,176,000.00 1,176,000.00

実績３⑧ 件 0.00 1,227,697.00 1,644,561.00 1,323,969.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 104.40 139.84 112.58

事業の実施内容

平成18年度

区立福祉施設に対する福祉サービス第三者評価（６所）
民間在宅福祉事業者に対するサービス評価受審費用助成（１３所）
福祉総合電話相談（１６１件）、福祉サービスに関する法律相談（８件）
成年後見・権利擁護相談（管理課実施１１９件）、サービス評価結果冊子の作成

平成19年度

区立福祉施設に対する福祉サービス第三者評価（１０所）
民間在宅福祉事業者に対するサービス評価受審費用助成（２０所）
福祉総合電話相談（１００件）、福祉サービスに関する法律相談（１０件）
成年後見・権利擁護相談（社会福祉協議会実施５２５件）、サービス評価結果冊子の作成



部名称 福祉部 課名称 地域福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 14,541 8,446 10,277

人件費⑪ 千円 0 16,676 8,280 2,478

事務費⑫ 千円 0 24 40 414

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 31,241 16,766 13,169

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 31,241 16,766 13,169

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 22,250 11,060 5,933

特定財源⑱ 0 8,991 5,706 7,236

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 71.22 65.97 45.05

職員
常勤職員

人
0.00 2.00 1.00 0.30

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　福祉サービス第三者評価の主な目的は、事業の透明性の確保にあります。また、評価結果はインターネッ
トを通じて広く公表されることから、利用者のサービス選択のための情報提供にも役立っています。
　しかしながら、民間事業者における受審件数は、費用や手間がかかるといった理由から伸び悩んでいるの
が現状です。サービスや事業経営のよい点など「新たな気づき」を発見できるメリットもあることを強調
し、積極的な受審を働きかけていく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　福祉サービス第三者評価は民間事業者における受審件数が伸び悩み、目標の５６％を
達成するに止まりました。その一方、相談件数は体制の強化・充実により目標の２２
７％を達成しました。ホームページへのアクセス件数は目標の１１３％を達成しまし

実施の成果 2
　福祉サービス第三者評価は、インターネットによる評価結果公表で、利用者のサービ
ス選択と事業の透明性の確保に役立っています。また、成年後見・権利擁護相談は、制
度説明や書類配付を通じて、成年後見制度の利用推進に大きな成果を上げています。

効率性 3
　福祉総合電話相談は専門相談や関係機関への引継ぎを行い、福祉サービス第三者評価
は審査から公表までを一貫して行っています。いずれの事業も効果的・効率的に事業が
実施され、福祉サービス利用者の利便性向上に役立っています。

行政の関与 3
　相談及び評価事業に要する費用の一部は、東京都からの補助金によって賄われていま
す。電話相談における関係機関への引継ぎやサービス第三者評価における事業者の評価
結果公表は利用者支援に資するものであり、行政が積極的に関与すべきであると考えま

妥当性 2
　福祉サービス第三者評価における目標の３６事業所は、対象事業所の約３０％にあた
ります。これは、概ね３年に１度の受審勧奨の視点から、妥当であると考えます。相談
事業における目標は、平成１６年度の実績に基づいており、これも妥当であると考えま

施策寄与度 2
　この３年間で、第三者評価で４７件、相談で１，０８０件、ホームページへのアクセ
ス件数で４１９万件余の実績がありました。情報提供や相談事業を充実させたことによ
り、きめこまやかな総合的福祉の推進に一定の役割を果たしたものと考えます。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、相談件数の増加です。社会福祉協議会に委託し
て実施した「成年後見・権利擁護相談」の実績は、前年度に比較して約２倍の伸びとな
り、区民に身近な相談窓口として十分に機能していることによります。
　また、過去３年間の実績ではＢと評価します。再構築後の「福祉のページ」は、従来の
ものと比較してより検索しやすくなり、総合的な福祉サービスの提供手段として十分に機
能し、アクセス件数も増加しています。また、福祉総合電話相談は、区民に身近な相談窓
口として利用され、関係各課や専門相談に引き継ぐなど、相談者の利便性向上に寄与しま
した。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　本事業は、当初の目的をほぼ達成したことから、経常事業の「利用者支援の充実」に引
き継いで取り組んでいきます。特に、福祉サービス第三者評価については、サービスや経
営の良い点を自覚する「新たな気づき」の効果もあることを強調し、引き続き事業者に受
審を働きかけていきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 08 成年後見制度の利用促進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 01 きめこまやかな総合的福祉の推進

事業内容

目的
　認知症高齢者、知的障害者等が判断能力の低下によって自らの財産管理や日常生活を営むことが困難と
なった場合に、地域で安心して生活を継続できるように、成年後見制度の積極的な活用を図れる体制をつ
くります。

対象・手段
　新宿区社会福祉協議会に成年後見センターを設置し、成年後見制度の利用に関わる人を支援していきま
す。

成果（事業が意図する成果）

　後見人の担い手の裾野の拡大、孤立の防止及び関係者等による横断的な連携が図れるとともに、制度の利
用を必要とする人の把握や、後見人業務以外での地域でのサポート体制が構築されます。その結果、成年後
見制度のより円滑な活用が行われます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

成年後見制度推進機関の設置運営
成年後見制度の利用を促進するための機関
を新たに設置運営します。

（ 平成19 ） 年度に

（ 1所 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 所 0.00 0.00 0.00 1.00

実績１② 所 0.00 0.00 0.00 1.00

③＝②／① ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
成年後見制度推進機関検討委員会の開催（計７回）、事務処理システムの導入
講演会（１回２００名）、パンフレット作成（１０，０００部）
成年後見・権利擁護相談（管理課実施１１９件・社会福祉協議会実施１５５件）

平成19年度

成年後見センターの開設（平成１９年７月）、成年後見制度推進機関運営委員会の開催（計７回）
地域センターを利用した講演会・出前講座等の開催（計２７回・延べ４７０名参加）
パンフレット作成（２種類・計１１，０００部）
成年後見・権利擁護相談（社会福祉協議会実施５２５件）



部名称 福祉部 課名称 地域福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 4,318 29,728

人件費⑪ 千円 0 0 0 0

事務費⑫ 千円 0 0 408 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 4,726 29,728

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 4,726 29,728

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 0 24,393

特定財源⑱ 0 0 4,726 5,335

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 82.05

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.00 0.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　今後、新宿区に登録した社会貢献型後見人養成研修の修了者が円滑に後見業務を行えるよう実務を経験す
る場を提供するとともに、支援体制の充実を図っていく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　専門家や医師、福祉関係者、行政職員等で構成する成年後見制度推進機関検討委員会
での検討結果に基づき、平成１９年７月に成年後見センターを開設（目標を１００％達
成）しました。

実施の成果 3
　専門家による相談窓口を充実したことにより、申立手続き等のきめ細やかな対応がで
きるようになりました。その結果、相談件数が平成１８年度に比べて２倍（５２５件）
に増加しました。

効率性 3
　成年後見センターでは、専門員による相談窓口を設け、一体的な利用者支援を行って
います。また、認知症等により判断能力が十分でない方のための各種サービスも社会福
祉協議会で提供しており、効果的・効率的に事業が運営されています。

行政の関与 3
　この事業は、新宿区社会福祉協議会に委託して実施しています。認知症等により判断
能力が十分でない方の権利を守る成年後見制度を普及させ、制度の利用推進を図ってい
くことは行政の重要な役割であると考えます。

妥当性 2
　社会福祉協議会の地域福祉権利擁護事業は、成年後見制度との関連性が高く、成年後
見センターの設置は制度の利用促進に有益です。社会福祉協議会に事業を委託して運営
することで、利用者の利便性と信頼を高めることができます。

施策寄与度 2
　相談件数が平成１８年度に比べて２倍（５２５件）に増加しました。成年後見制度の
利用促進を図ることにより、判断能力が低下した場合でも地域で安心して生活できるよ
うになります。このことは、きめこまやかな総合的福祉の推進に寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、成年後見センターを開設したことによります。
認知症高齢者など成年後見制度を利用する人は増加するものと考えられます。成年後見セ
ンターの相談件数が平成１８年度に比べ２倍に増加（５２５件）したことや出前講座等に
よる広報・啓発活動は、区民の福祉の推進に大きく寄与したものと考えます。
　また、過去３年間の実績ではＢと評価します。予定通り平成１８年度中に成年後見制度
推進機関検討委員会を開催し、新宿区における成年後見制度のあり方について報告書を取
りまとめました。成年後見センターが中心となって、制度を必要とする人を総合的に支援
することは、制度の利用促進に大いに有効であると考えます。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、成年後見センターにおける運営体制の充実と制度の普及啓発のために、第
一次実行計画の「７成年後見制度の利用促進」に引き継いで取り組んでいきます。なお、
相談件数の増加に伴い、今後、支援活動の強化を図っていきます。
　社会貢献型後見人養成研修の修了者については、現在、地域福祉権利擁護事業の生活支
援員として活動しています。今後は、専門職後見人（司法書士等）の業務補助ができるよ
う関係機関に働きかけていきます。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 09 訪問指導の充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 02 在宅福祉、在宅医療の推進

事業内容

目的
  心身の状況や療養の状態によって保健指導が必要と認められる方の心身機能の低下の防止、健康の保
持・増進を図ります。

対象・手段

  次のいずれかに該当し、療養上、保健指導が必要と認められる区民及びその家族等に対し、保健師、理
学療法士、栄養士、歯科衛生士が各家庭への訪問指導を実施します。
①  虚弱高齢者                 ②  要介護高齢者の介護者
③  認知症予防の必要な高齢者   ④  寝たきり・準寝たきり者等

成果（事業が意図する成果）

  要介護状態になることや重症化を予防することで、対象者の生活の質を確保することができます。また、
介護に携わる家族の方を支援し、介護者の健康の保持・増進も図ります。保健師に加え、専門的な技術職が
在宅で療養している区民の方に対し、日常の生活の場(自宅)に直接訪問することで、家庭生活における食生
活から自立支援、介護予防、介護者支援等、多方面の質の高いサービスを効果的に提供することができま
す。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

理学療法士の訪問回数の増加 理学療法士の訪問回数

（ 平成19 ） 年度に

（ 153回 ） の水準達成

栄養士の訪問回数の増加 栄養士の訪問回数

（ 平成19 ） 年度に

（ 48回 ） の水準達成

歯科衛生士の訪問回数の増加 歯科衛生士訪問回数

（ ） 年度に

（ 12回 ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 回 153.00 153.00 153.00 153.00

実績１② 回 139.00 128.00 79.00 92.00

③＝②／① ％ 90.85 83.66 51.63 60.13

目標値２④ 回 48.00 48.00 48.00 48.00

実績２⑤ 回 26.00 24.00 20.00 19.00

⑥＝⑤／④ ％ 54.17 50.00 41.67 39.58

目標値３⑦ 回 12.00 12.00 12.00 12.00

実績３⑧ 回 1.00 5.00 2.00 2.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 8.33 41.67 16.67 16.67

事業の実施内容

平成18年度
保健師訪問指導　延べ回数250回（延べ人数399人）理学療法士同行　延べ回数79回（延べ人数128人）
訪問栄養指導　延べ回数20回（延べ人数23人）
訪問口腔衛生指導　延べ回数２回（延べ人数3人）

平成19年度
保健師訪問指導　延べ回数236回（延べ人数259人）理学療法士同行　延べ回数92回（延べ人数161人）
訪問栄養指導　延べ回数19回（延べ人数19人）
訪問口腔衛生指導　延べ回数2回（延べ人数2人）



部名称 健康部 課名称 西新宿保健センター

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 2,350 2,279 1,350 1,496

人件費⑪ 千円 0 3,835 3,809 3,800

事務費⑫ 千円 63 22 132 157

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 2,413 6,136 5,291 5,453

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 2,413 6,136 5,291 5,453

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

136 4,479 4,939 5,043

特定財源⑱ 2,277 1,657 352 410

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 5.64 73.00 93.35 92.48

職員
常勤職員

人
0.00 0.46 0.46 0.46

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

  介護保険の導入により、保健師の訪問指導対象者が減少しています。一方、平成18年度からの医療におけ
るリハビリテーションの算定日数が制限されたことで、退院後の地域リハビリテーションを必要とするニー
ズは大きくなっています。今後は、要介護状態の進行を予防するためにも、訪問指導を必要とする方への幅
広い周知と関係機関との連携を強化する必要があります。また、関係機関も含め、訪問介護に携わる専門職
の技術向上への援助も課題です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
  訪問指導を導入することによって、対象となる方が生活の質を高めるための生活改善
に意欲的に取り組むようになり、利用者の7割の人が予防的・サービス移行支援を目的に
活用されています。

実施の成果 3
  対象者及び介護者の方の生活や状態に合った適切な個別指導ができ、利用者の9割以上
がADLの向上又は維持されており、自立支援・介護予防に効果があがっています。(ADL：
食事・更衣・移動・排泄・入浴など生活を営むうえで不可欠な行動)

効率性 2
  老人保健法の改正の影響で、訪問延数の減少がみられましたが、訪問栄養、訪問歯科
については、平成18年より臨時職員の雇上げをやめ、常勤職員が対応することにより経
費の節減が図られています。

行政の関与 3
  老人保健法に定められた事業であり、区の関与は妥当です。また、40歳以下の若年者
や65歳以上の介護保険、医療保険では担えない療養者に対しても、要介護状態になるこ
とや重症化を予防し、生活の質を確保する上で本事業は必要です。

妥当性 2
　虚弱高齢者に対する支援や在宅療養者の要介護状態の進行・閉じこもり・認知症予防
のための指導として、自宅への訪問指導は有効な手段です。また、自立支援・介護予防
に効果があがっており後期基本計画の指標「健康寿命の延伸」から見ても妥当です。

施策寄与度 3
　平成18年度に老人保健法の改正が影響し総数の減少が見られましたが、平成19年度に
は理学療法士の訪問回数が回復しました。内容的にも3年間を総合して自立支援、介護予
防等で効果的な指導ができており、、「在宅福祉、在宅医療の推進」に寄与していま

総
合
評
価

  高齢者や在宅療養者等に対して、生活や状態に合った適切な個別指導がADLの向上や維
持に繋がり、自立支援、介護予防、介護者支援等に効果が上がっており、平成19年度は
「B」と評価します。
  また、3年間の実績では、平成18年度の老人保健法改正が影響し総数の減少が見られま
したが、幅広い周知と関係機関との連携を強化することで、平成19年度には理学療法士の
訪問回数が回復しました。これらのことから概ね計画通り成果があげられたので「B」と
評価します。
(ADL：食事・更衣・移動・排泄・入浴など生活を営むうえで不可欠な行動)

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｃ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

   本事業は、平成20年度から老人保健法から健康増進法に引き継がれました。また、一
定の成果が上げられたので、今後は経常事業の「訪問指導」として引き続き取り組みま
す。
  さらに幅広い年齢層の区民ニーズに応えるべく、効率的な事業運営を目的に訪問指導を
必要とする方への事業の幅広い周知をおこなうとともに、地域包括支援センターなどの関
係機関との連携強化を図っていきます。また、訪問介護等に携わる専門的技術職の技術向
上のための研修を行います。さらに、退院後のリハビリテーションがスムーズに導入され
るための具体的な方法や仕組みを検討します。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 10 高齢者が輝くまちづくり

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 03 社会参加と生きがいづくり

事業内容

目的

　高齢者の健康生きがいづくりと介護予防につながる社会参加の促進をします。高齢者がサービスの受け
手から社会の担い手として地域に参加し、その能力を発揮することでいきいきとした生活が送れるよう情
報や場の提供を行います。また、ボランティア団体やＮＰＯ、企業との協働を一層深め、高齢者自身が活
動の担い手として気軽に社会参加できる仕組みづくりを進めていきます。

対象・手段

　いつでも気軽に参加できるウオーキングを地域団体と協働して、区全域で展開します。高齢者の知識、
経験等を登録し、ボランティアとして地域活動への活用や高齢者の各種講座等への参加を促す事業等を実
施し、高齢者の社会参加を促進します。また、協議会を設置し、高齢者が参加しやすく、能力が発揮でき
る社会参加システムの構築を検討します。

成果（事業が意図する成果）

　高齢者の豊かな経験、知識や技術が就労や社会貢献活動に活かされ、高齢者がサービスの受け手から社会
の担い手となり、元気でいきいきと暮らすことができる仕組みが構築され、高齢者が健康で生きがいを持ち
ながら暮らせるまちづくりが促進されます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

積極的に外出する高齢者の増加
65歳以上で積極的に外出する人（高齢者実
態調査で、「ほとんど毎日外出する」と答
えた人）の割合

（ 平成19 ） 年度に

（
７５．７％
以上 ） の水準達成

生きがいをもって生活している高齢者の増
加

65歳以上で生きがいをもって生活している
人（高齢者実態調査で、「なんらかの生き
がいを感じる活動をしている」と答えた
人）の割合

（ 平成19 ） 年度に

（
６２．５％
以上 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 75.70 0.00 75.70 目標値は「健康づくり行
 動計画」より

 18年度は実態調査なし
19年度「高齢者保健福祉
施策調査報告書から

実績１② ％ 0.00 55.60 0.00 55.60

③＝②／① ％ 0.00 73.45 0.00 73.45

目標値２④ ％ 0.00 62.50 0.00 62.50

実績２⑤ ％ 0.00 86.30 0.00 95.30

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 138.08 0.00 152.48

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

①メイクアップ教室を４回、モバイルフォン教室を３回、カラオケ倶楽部等を実施するとともに、いきい
きウオーク新宿は、ウオーキングコースを設定するため、候補コースを選定しました。
②高齢者社会参加システム協議会を３回開催し、検討結果報告書が区へ提出されました。この報告書に基
づき平成19年度に実施するモデル事業を決定しました。

平成19年度

①メイクアップ教室を４回、携帯電話教室を３回６教室、カラオケ倶楽部、ウオーキングイベントを３回
開催するとともに、ウオーキングコースについていきいきパークと連携したコースの選定を行いました。
②高齢者の社会参加モデル事業として、「生涯現役塾」「地域入門塾」「就業支援セミナー」の開催、
「地域活動支援情報ハンドブック」の作成を行いました。



部名称 福祉部 課名称 高齢者サービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 5,511 4,420 477

人件費⑪ 千円 0 19,177 19,044 18,998

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 24,688 23,464 19,475

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 24,688 23,464 19,475

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 24,116 22,927 19,475

特定財源⑱ 0 572 537 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 97.68 97.71 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 2.30 2.30 2.30

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

「いきいき福祉大作戦」「高齢者社会参加システムの構築」の個々の事業には、実績を踏まえて事業の再構
築が必要です。
「いきいきパーク」及び「ウオーキングコース」については、両者の関連性を考慮し、区民が適切な運動習
慣を身につけられるよう、ウオーキング及び低負荷遊具を活用した運動ができる環境を整備していく必要が
あります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　実績等が想定を下回った事業もありましたが、想定を大きく上回った事業もありまし
た。結果として、毎日外出する率には変動はありませんでしたが、何らかの生きがいが
ある人の比率は大きく伸びています。

実施の成果 2
　高齢者社会参加システム協議会の検討結果等を踏まえ、高齢者のいきがいや社会参
加・就労を促す事業を実施することができました。しかし、参加者数や参加者層が見込
みと異なるものも多く、事業手法の見直し等を必要としています。

効率性 2
　ＮＰＯ等地域で活動する団体との協働により事業を実施することで、ほぼ効率的に実
施することができました。

行政の関与 2
　健康やいきがいづくり、社会参加は高齢者自身が主体的に取り組んでいくものです
が、健康、介護予防の観点や、シニア世代の活力の有効活用の観点から、情報・活動の
場の提供やコーディネートに区が関与する必要性があります。

妥当性 2
　高齢者がいきがいをもって活動をしていることを示す目標としては妥当なものといえ
ます。

施策寄与度 2
　この３年間で、シニア世代を含む高齢者の健康・いきがいづくり、社会参加システム
の構築等を検討するとともに、各種の事業に取り組み、社会参加と生きがいづくりに寄
与しました。

総
合
評
価

　１９年度の評価はＢです。シニア世代を含む高齢者が地域で健康にいきいきと活動する
ために各種の事業に取り組んでいます。実績が小さいものもありますが、全体としては、
一定の成果に結びついています。
　過去３年間についてもＢです。高齢者の健康・いきがいづくり、社会参加システムの構
築等を検討するとともに、各種の事業に取り組み、事業として実施することができていま
す。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　いきいき福祉大作戦については、今後は経常事業「いきいき活動事業」として、その他
の高齢者のいきがいづくり事業との連携充実につとめます。なお、マイスター制度等実績
の少ない事業については、見直しや類似制度との一本化に向けて検討を進めます。ウオー
キングコースについては区民が気軽に楽しめ有効活用できるように、新宿区ウオーキング
協会と連携し、第一次実行計画「74②いきいきウオーク新宿」として環境整備を進めま
す。高齢者の社会参加システムの構築については、実績等を踏まえ、シニア世代等の対象
者層への周知や、事業内容の改善、効果的な推進体制の構築を、「５②生涯現役塾」、
「３８（仮称）新宿仕事センターによる就労支援」の実行計画事業及び経常事業の中で取
り組んでいきます。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 11 高年齢者就業支援事業への助成

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 03 社会参加と生きがいづくり

事業内容

目的
　就業意欲のある高年齢者に対し、身近な地域で就業相談や就業情報の提供、無料の職業紹介・あっせん
を行い、高年齢者の能力を活用するとともに地域の活性化と併せて地域福祉の増進を図ります。

対象・手段

対象：概ね55歳以上の都内在住・在勤者及び都内の事業者
範囲：法で規制されているものを除くすべての職業
手段：新宿区社会福祉協議会が厚生労働大臣の許可を受けて無料職業紹介所を開設、事業を実施し、区は
　　助成を行います。

成果（事業が意図する成果）

　高年齢者の就労を促進(就職率アップ)することにより、高年齢者の生きがいにつなげ、地域社会を活性化
します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

求人数 無料職業紹介所に寄せられた求人数

（ 平成19 ） 年度に

（
1か年で
1,200人 ） の水準達成

就職率
求職登録者中の採用決定者の割合

（ 平成19 ） 年度に

（ 30% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 人 1,200.00 1,200.00 1,200.00 1,200.00

実績１② 人 1,151.00 1,398.00 1,339.00 1,191.00

③＝②／① ％ 95.92 116.50 111.58 99.25

目標値２④ ％ 30.00 30.00 30.00 30.00

実績２⑤ ％ 34.00 42.80 61.00 58.20

⑥＝⑤／④ ％ 113.33 142.67 203.33 194.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
　区役所会議室にて合同就職面接会を2回実施（9月11日と2月22日）、新規求職登録者数461人、再来求職
者数2,420人、就職者数281人、独自開拓求人事業所数89所、求人件数1,339人、就職率61.0%。再就職支援
セミナー等13回、キャリアカウンセリング6回実施。

平成19年度
　区役所会議室にて合同就職面接会を2回実施（9月13日と2月28日）、新規求職登録者数328人、再来求職
者数1,824人、就職者数191人、独自開拓求人事業所数77所、求人件数1,191人、就職率58.2%。再就職支援
セミナー等8回、キャリアカウンセリング8回実施。



部名称 地域文化部 課名称 産業振興課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 25,790 25,691 24,376 27,645

人件費⑪ 千円 1,668 1,668 1,656 1,652

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 27,458 27,359 26,032 29,297

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 27,458 27,359 26,032 29,297

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

16,658 16,559 15,232 18,497

特定財源⑱ 10,800 10,800 10,800 10,800

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 60.67 60.52 58.51 63.14

職員
常勤職員

人
0.20 0.20 0.20 0.20

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

①　就職率アップには、地域の事業者との連携を強めて、独自求人の獲得、新規の協力事業者の開拓が必要
です。
②　就職率を高めるために、求職者を対象とした個別相談や再就職支援セミナー、講習や講座、ガイダンス
等を継続的に実施する必要があります。
③　事業成果指標である求人数及び就職率については、概ね目標値を達成していますが、新規求職者と再来
求職者は、ともに19年度減少に転じました。今後は、この数値の回復に取り組む必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
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3
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で
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達成度 3
　求人数は目標値を若干下回りましたが、就職率は目標値を大きく上回っており、計画
どおり推進しています。

実施の成果 2
　独自の求人開拓やきめ細かな相談などを通じて、目標を上回る就職率を達成し、地域
の多くの事業所から協力を得て着実に成果を挙げています。

効率性 2
　求人数が微減した中で、就職率は目標値を大きく上回っており、効率的に事業成果に
結び付けています。

行政の関与 2
　高齢社会の到来により、就業意欲のある高齢者がその能力を活かせるよう地域の中で
対応する仕組みが必要です。目的の達成に向けて、この事業が円滑に運営できるよう区
が支援していく必要があります。

妥当性 3
　きめ細やかな相談機能を持つ新宿区社会福祉協議会が主体となって、就業意欲のある
高年齢者を対象として相談や就職あっせんを行い、区がその運営を支援する事業の形態
は目的、手段、対象ともに妥当です。

施策寄与度 3
　就労は、社会参加や生きがいづくりの基本的かつ有意な手段です。この仕組みを通じ
て就業意向をもつ高齢者を就職に導いている実績からも、17から19年度を通じて施策目
的の達成に大いに寄与しているといえます。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価はBとします。平成１９年度の求人数は目標を若干下回りました
が、独自開拓の求人事業所数の増加により就職率は目標値を大きく上回っており成果を挙
げています。高齢社会の到来により、高年齢者を取り巻く労働情勢が変化する中で、今後
も地域に密着したきめ細かな就労支援の仕組みにより区民の意向に応えていく必要があり
ます。３か年の評価としてはBとします。これまでの実施を通じて、相談・就職斡旋、地
域の求人事業所の開拓など、就労支援のひとつの仕組みとして定着しつつあり、一定の成
果を挙げたものと考えます。今後は、就労支援のノウハウも蓄積している実態から、障害
者や若年者などの就労支援全般に活かしていくことも検討します。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　第一次実行計画において、就労支援の中核機関として(仮称)新宿仕事センターを設置し
て、障害者、高齢者、若年非就業者などに対する総合的な就労支援を推進することとして
います。この事業についても、これまで培ったノウハウなどを障害者や若年非就業者を含
めた総合的な就労支援の中で活かせるよう、実行計画事業の「38(仮称)新宿仕事センター
による就労支援」に取り込み推進します。このように、総合的な就労支援の仕組みの一つ
として、地域の事業者との連携強化や区民への周知を図り、新規協力事業者の開拓など課
題の解決に努めます。
　なお、(仮称)新宿仕事センターの施設整備が完了する平成２２年度末までの間は、社会
福祉協議会における高年齢者就業支援事業として実施することとします。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 12 障害者就労支援の充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 03 社会参加と生きがいづくり

事業内容

目的
　新宿区障害福祉計画の柱の一つである障害者への就労支援体制の重層的な構築を目的として、企業就労
に向けた訓練施設の設置、区内の障害者施設のネットワークの強化等を行います。
　就労支援体制の中核機関として、新宿区障害者就労福祉センターの機能強化を図ります。

対象・手段

　企業就労を目指す障害者に対し、企業就労に焦点を当てた様々な支援を行い得る新しいタイプの、障害
者就労支援を行う障害福祉サービス実施業者指定化の準備を行います。また、事業者指定を受けることに
より、外郭の任意団体である新宿区障害者就労福祉センターの運営基盤強化を図り、障害者就労支援の多
様化するニーズに応えられる体制を整えます。

成果（事業が意図する成果）

　障害者就労支援事業の強化と企業就労に向けた様々な訓練を実施できる障害福祉サービスを確保すること
により、障害者の地域生活を支援します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

就労支援施設の開設準備室の運営 区の空き施設に、準備室を設置します

（ 平成18 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 100.00 100.00 100.00

実績１② ％ 0.00 0.00 100.00 100.00

③＝②／① ％ 0.00 0.00 100.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
(開設準備室の開設と運営)
　準備室職員として非常勤職員２名と補助員１名を障害者就労福祉センターに配置し、障害者の就労支援
事業の強化と企業就労に向けた様々な訓練の実施

平成19年度

法人格取得と事業所立上方針を第一次実行計画に位置づけ、準備を行いました。
①　障害者就労支援の充実（現在実施している就労支援事業をさらに充実させます。）
②　（仮称）新宿仕事センターによる就労支援（障害者を含む就労に支援の必要な方への多様な就労機会
の提供、支援を行うことを目的として仕事センターの構築を目指します）



部名称 福祉部 課名称 障害者福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 9,968 9,968

人件費⑪ 千円 0 0 828 826

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 10,796 10,794

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 10,796 10,794

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 5,813 5,811

特定財源⑱ 0 0 4,983 4,983

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 53.84 53.84

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.10 0.10

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　障害者自立支援法の主旨の一つとして障害者就労に向けた支援の充実があります。そのため、就労スキル
訓練から職域開拓、受入企業に対する支援、新たな就労形態の構築と企業への提案等、これまでの施策方針
からさらに一歩踏み込んだ就労支援を行っていく必要があります。新宿区障害者就労福祉センターを核とし
た法人「（仮称）新宿仕事センター」を構築し、同センターにおいて障害者自立支援法に基づく就労移行支
援、就労継続支援事業所を立ち上げるとともに、他の作業所等との連携を深め、障害者に対する重層的就労
支援の核として専門的な支援を行う体制を充実する必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
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達成度 3 　準備室を10名の通所施設として開設し、順調に運営されています。

実施の成果 3
　薬王寺保育園跡の準備室は、就労移行の通所訓練と、就労支援の拠点として順調に運
営されています。また、第一次実行計画の中で就労支援の拠点として新宿区障害者就労
福祉センターを核とした（仮称）新宿仕事センターを設置することを位置づけました。

効率性 2
　外郭団体が運営するため、事業の進捗度に応じて柔軟な職員配置を行うことができま
す。

行政の関与 3
　新宿区障害福祉計画の柱の一つである障害者就労支援策を進める上で、その中核とな
る障害者就労福祉センターについて、区が関与し基盤強化を行う必要があります。

妥当性 3
　障害者の社会参加の促進に向けて、区の外郭団体である障害者就労福祉センター機能
を強化し、民間作業所を含む多様な障害者福祉事業者等による新宿区の総合的な就労支
援ネットワークを構築する必要があります。

施策寄与度 3 　障害者の地域生活を支え、社会参加の促進を図ることに寄与しています。

総
合
評
価

　平成19年度の評価はＡです。障害福祉サービス提供施設への準備が順調であり、さらに
新たに就労に支援が必要な方への総合的支援体制の構築を計画化したためです。
　平成17年度から19年度の3ヵ年の評価についても、Ａとします。障害者就労支援準備室
を平成17年度に整備し、運営も順調です。平成19年度は第一次実行計画において、新宿区
障害者就労福祉センターを核とした（仮称）新宿仕事センターを整備することにより、障
害者の支援のみならず就労に関する区の総合的な支援体制の構築を目指します。

※

Ａ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　障害者自立支援法制定による制度改正に伴い、新宿区の障害者の就労支援を効果的に行
えるサービス類型の構築を目指します。チャレンジワークにおいて区に最もふさわしい事
業内容が実施できる事業所として構築します。
　また、この事業は、第一次実行計画の「38（仮称）新宿仕事センターによる就労支援」
に引き継ぎ、チャレンジワークを同センターの中核として位置づけ、障害者のみならず就
労支援の必要な方への支援の核として整備します。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 13 待機児童の解消

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　多様な保育資源を活用した諸施策を講じ、待機児童の解消を図ることで保護者の子育て支援や児童の福
祉を向上させます。

対象・手段

①認可保育園において児童定員の拡充や弾力的運用を実施し、受入れ枠を拡大します。
②老朽化した区立保育園の建替えに伴い、私立認可保育園を開設し、児童定員の拡大と新たな保育サービ
スを提供します。
③認可保育園を補完する役割を持つ東京都独自の認証保育所の整備を支援します。

成果（事業が意図する成果）

①地域間、年度間で変化のある待機児童の発生状況に的確・迅速に対応できます。
②地域需要に見合った児童定員の確保、保育サービスの充実、保育環境の向上が図れます。
③大都市圏特有の保護者のライフスタイルやニーズに合わせた選択の幅が拡がります。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

待機児童解消数
　平成15年度4月待機児童数(89人)を基準と
した当該年度における待機児童解消数
待機児童減少数/目標解消数

（ 平成19 ） 年度に

（
待機児童0
人 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 人 0.00 89.00 89.00 89.00

実績１② 人 0.00 54.00 57.00 63.00

③＝②／① ％ 0.00 60.67 64.04 70.79

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
①認可保育園における155名の弾力化
②下落合保育園における0歳児保育、1時間延長の実施、私立認可保育所建設助成
③認証保育所2所開設及び6所の運営助成

平成19年度
①認可保育園における70名の定員拡大、144名の弾力化
②区立四谷子ども園及び私立新宿せいが保育園の開設
③認証保育所6所の運営助成



部名称 子ども家庭部 課名称 保育課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 389,463 424,111 304,459 事業費については、18
年度から発生主義の考
え方を取り入れていま
す。
（減価償却費の算定）
工事費375,585千円
×90%÷47年＝7,193千
円

人件費⑪ 千円 0 26,169 0 0

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 7,193

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 415,632 424,111 311,652

受益者負担⑮ 千円 0 19,060 12,901 13,158

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 396,572 411,210 298,494

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 4.59 3.04 4.22

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 284,618 264,871 294,285

特定財源⑱ 0 111,954 146,339 4,209

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 68.48 62.45 94.43

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.00 0.00

　定員弾力化に係る職員配置
について、18年度に、非常勤
職員から派遣保育士に変更し
ました。非常勤職員 0.00 11.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

①　認可保育園については、経常的な受け入れ枠の拡大だけでなく、地域需要に応じた多様な保育サービス
を展開できる保育所のあり方を検討することが課題となっています。
②　認証保育所については、待機児童の状況を考慮し、既存の認可保育園では難しい様々な就労形態やライ
フスタイルにあった保育需要に応えるため、新たな増設を検討することが課題となっています。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　年度当初に待機児童を解消することができませんでしたが、待機児童数は26人で、前
年度の32人から6人減少しています。

実施の成果 3
　定員の拡充や認証保育所の設置、区内全域を対象にした弾力化の実施で、地域の保育
需要に見合った入所が可能となっています。

効率性 3
　多様な運営主体を活用した施策や派遣保育士の配置による区立保育園での弾力化の実
施は、事業の効率性を高めています。

行政の関与 3
　保育の実施は区の責務であることからも、待機児童の解消に区が主体的に取り組む必
要があります。

妥当性 3
　待機児童は区内全域で発生し、内容は保護者の状況や地域の実情により違いがあるこ
とから、様々な保育資源を活用した施策は妥当と考えます。

施策寄与度 3
　この3年間で、認可保育園の定員拡充や弾力的運用による園児の受入れ拡大など様々な
待機児童の解消に取り組んできました。子育ての負担を和らげ、仕事と子育ての両立支
援を図るためには、認可保育園・認証保育所を充実する必要があります。

総
合
評
価

　目標どおり平成19年度当初に待機児童を解消することはできませんでしたが、待機児童
数を前年度より減少できたことは大きな成果であり、目的に対する事業の有効性が実証さ
れたものといえ総合評価をＢとしました。また、19年度末での入所率も96.8％であり、待
機児童解消に効果が上がっています。
　過去3年間の実績ではＢと評価します。その理由は、認可保育園の定員拡充や弾力的運
用による園児の受入れ拡大、私立認可保育所の開設、認証保育所6所の整備支援などによ
り、待機児童の解消に積極的に取り組んできたことによります。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ａ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　今後の待機児童解消策は、多角的視点をもって、受け入れ枠の拡大のみならず、特定の
園に入所申請が集中しないよう、多様な保育サービスを地域需要に応じて展開します。ま
た、公私立保育園の役割を検討していく中で、老朽化した認可保育園は、私立の認可保育
園に建て替え、効果的・効率的な園運営の中で、地域の保育需要に機動的に応えていきま
す。さらに、認証保育所は増設し、既存の認可保育園では難しい様々な就労形態やライフ
スタイルにあった保育需要に応えていきます。
　この事業は、第一次実行計画「10　保護者が選択できる多様な保育環境の整備」に引き
継いで取り組んでいきます。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 14 子育て相談の充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　妊産婦やそのパートナー、乳幼児を養育している保護者が、安心して出産し育児のできる環境を整備し
ます。

対象・手段

　子育て中の保護者に対し身近な情報交換の場として育児グループづくりを支援するとともに、各保健セ
ンターで子育ての相談を行います。子育てに特に不安や困難を感じている方には専門医等による相談を実
施します。また、妊産婦やそのパートナー及び乳幼児の保護者には母親学級、両親学級・育児学級（離乳
食講習会）を行います。

成果（事業が意図する成果）

　妊娠から出産までの母体の健康管理についての問題や、新生児期・乳幼児期の育児不安などの解消・軽減
を図り、安心して出産し子育てができる等の成果が望めます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

母親学級参加率
初産の母親の母親学級参加人数/第１子出生
数

（ 平成19 ） 年度に

（ 50% ） の水準達成

育児グループ利用者率
育児グループ利用者数/（０歳から２歳人口
－０歳から２歳保育園通園児数）

（ 平成19 ） 年度に

（ 30% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 50.00 50.00 50.00 50.00

実績１② ％ 34.60 37.80 38.50 37.18

③＝②／① ％ 69.20 75.60 77.00 74.36

目標値２④ ％ 30.00 30.00 30.00 30.00

実績２⑤ ％ 22.00 26.60 26.38 21.40

⑥＝⑤／④ ％ 73.33 88.67 87.93 71.33

目標値３⑦ 　　 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 　　 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
①　育児グループ［64回・参加者数901人］育児相談[117回・参加者901人]　講演会[12回・参加者204人]
②　親と子の相談室　相談者延べ32人
③　母親学級〔3日制24回・1日制12回〕　両親学級12回　育児学級32回

平成19年度

①　育児グループ［63回・参加者数819人］育児相談[107回・参加者1380人]　講演会[1３回・参加者233
人]
②　親と子の相談室　相談者延べ32人
③　母親学級〔3日制24回・1日制12回〕　両親学級12回　育児学級36回



部名称 健康部 課名称 牛込保健センター

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 3,488 3,654 3,736 2,675

人件費⑪ 千円 16,484 16,067 16,130 16,084

事務費⑫ 千円 646 529 577 751

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 20,618 20,250 20,443 19,510

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 20,618 20,250 20,443 19,510

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

20,618 20,250 20,443 19,510

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
1.82 1.77 1.77 1.77

非常勤職員 0.55 0.55 0.55 0.55

事業に関する検討課題

　子育ての伝承や地域のコミュニケーションが希薄になっているなか、育児不安の解消や仲間づくりの支援
のため、育児相談、育児グループづくりの支援は継続して実施していく必要があります。
　増えている仕事を持つ妊婦の方への支援も必要となっています。また、パートナーの子育てへの理解と参
加が益々重要となっています。よって、母親（両親）学級の運営は内容の工夫と開催日はさらに区民の方が
参加しやすいように設定していくなど検討していく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　母親学級は4保健センターで日程を調整しバランスよく開催し、友達づくり等が出来る
よう運営や周知を工夫した結果、初産婦の参加目標達成率は74％です。　育児グループ
の参加率は前年に比して88％から71％減少しましたが育児相談の参加者は増えてます。

実施の成果 3
　出産前からの子育て支援を推進し、母性及び父性を育み、育児不安の解消に寄与して
います。
　また、事業に参加した区民同士のつながりが地域での孤立の防止にも役立っていま

効率性 2
　事業運営にあたっては、臨時職員も活用し、最小限の職員で効率的に運営していま
す。「親と子の相談室」は限られた方のみの利用となりますが、年々深刻な問題を抱え
たケースが多くなっていて、有効な相談の場となっています。

行政の関与 3
　保健センターには妊娠から出産・乳幼児期の母子の心身の健康をサポートする役割が
あります。乳幼児への虐待等の問題も、親への支援によって防止や早期発見が可能であ
り、総合的な視点を持つ行政が行う必要があります。

妥当性 3
　初産婦の母親学級の参加率を成果指標としたのは、初めての出産と育児に安心して望
めることを目的とし妥当です。また、地域での子育て仲間が欲しいという保護者のニー
ズは高く、育児グループの利用者数を成果指標としたのは妥当です。

施策寄与度 3
　過去３年間で、妊娠・出産・育児期を安心して楽しく過ごせるような区民を増やすこ
とができ、育児不安の軽減や解消等子育て支援に寄与しました。

総
合
評
価

　平成19年度評価をBとした理由は、母親学級参加率・育児グループ利用者率ともに目標
に届かなかったものの、育児相談の参加者は増え本事業の目的を達成しているからです。
また、過去3年間の実績としては評価をBとします。参加目標達成率で母親学級は76％、育
児グループは83％を維持できており、妊娠中から子育て期間を通じて多様なニーズに適切
に対応することで、育児不安の解消や軽減に寄与しました。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

　核家族化の進行や区民のライフスタイルや住環境の変化などに伴い、子育て支援はさら
なる充実が求められています。適切な情報提供や支援によって育児不安を解消し安心して
育児ができるように社会状況の変化に即した事業の運営を今後も継続し行っていく必要が
あります。
　また、仕事を持つ妊婦の方への支援や母性および子育てのパートナーとして父性をより
一層育む支援等が求められていますので、その対応へも取り組んでいく必要があります。
したがって、20年度以降は経常事業「育児相談・育児グループ」等として引き続き行いま
す。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 15 絵本でふれあう子育て支援

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　絵本を介して親子が楽しくふれあえる育児環境づくりができるように支援することで、乳幼児の心健や
かな成長をめざします。

対象・手段

　区内に在住する乳幼児の保護者が対象です。
　保健センターで実施する乳幼児（3-4か月児）健診の際に、乳幼児に対する絵本の読み聞かせの意義を説
明して、ブックスタートパック（絵本２冊、コットンバッグ、イラストアドバイス集、ブックスタート
メッセージ）を配付します。

成果（事業が意図する成果）

　絵本を介したふれあい習慣のある親子を増やし、乳幼児の心健やかな成長を促すことができます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

絵本配付（意義の説明含む）率

3-4か月児健診受診者/対象者
（絵本配付時に、読み聞かせの意義・方法
等の説明を併せて行うことが必要であり、
郵送等による配付はしていないことから、
現状では3-4か月児健診の受診率となりま

（ 平成19 ） 年度に

（ 95% ） の水準達成

赤ちゃんへの絵本読み聞かせ習慣の定着率
読み聞かせを習慣にした保護者/絵本の配付
を受けた保護者

（ 平成19 ） 年度に

（ 80% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 95.00 95.00 95.00 95.00

実績１② ％ 92.00 92.30 92.00 91.50

③＝②／① ％ 96.84 97.16 96.84 96.32

目標値２④ ％ 80.00 80.00 80.00 80.00

実績２⑤ ％ 70.00 82.00 82.00 82.00

⑥＝⑤／④ ％ 87.50 102.50 102.50 102.50

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
3-4か月児健診時に対象者にブックスタートパックを配付。
 　・配付実績　1,883件

平成19年度
3-4か月児健診時に対象者にブックスタートパックを配付。
 　・配付実績　1,924件



部名称 中央図書館（部） 課名称 中央図書館（課）

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 2,924 3,784 3,967 3,619

人件費⑪ 千円 2,168 2,168 2,153 2,148

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 5,092 5,952 6,120 5,767

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 5,092 5,952 6,120 5,767

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

5,092 5,952 6,120 5,767

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.26 0.26 0.26 0.26

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　絵本を介して親子がふれあい、また、家庭での読書習慣の定着につながるよう、配付した絵本をどのよう
に活用するかなど、実施後のフォロー方法について、検討していく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　3-4か月児健診受診者全員に配付し、絵本を介して親子がふれあうきっかけをつくると
いう点で、ほぼ計画通り進めています。また、フォロー体制についてもボランティアを
受け入れ、家庭での読み聞かせの習慣化につながるよう充実を図っています。

実施の成果 2
　１歳6か月児健診の時期にアンケートを実施し、8割の方に満足していただいていま
す。

効率性 2
　出生後、最初に保護者等が集まる3-4か月児健診の機会を利用しているため、新たな人
員の投入、配送料等発生させることなく、対象者のほとんどに対して事業を実施できて
おり、効率的です。

行政の関与 3
　地域で生まれたすべての赤ちゃんとその保護者を把握するのは民間団体には不可能で
あることから、区が関与する必要があります。

妥当性 2
　子どもが読書に親しみやすくなるように、親が子どもに絵本を読み聞かせるきっかけ
をつくるという点で、目的・手段・対象がほぼ妥当と考えます。

施策寄与度 3
　絵本を介して親子が向き合うことで心もふれあい、より安定した母子等の関係づくり
が行いやすくなります。このことによって、子育てを楽しむ心のゆとりが生まれ、前向
きな子育てに取り組む区民を増やすことに寄与していると考えられます。

総
合
評
価

　19年度の評価をBとした理由は、設定した２つの数値目標で80％以上の目標達成率を実
現し、絵本を介して親子がふれあうきっかけづくりをする事業目的を概ね計画どおりに達
成することができたからです。また新たに策定した「第二次新宿区子ども読書活動推進計
画」において、今後の事業展開の方向付けが出来ました。過去3年間の実績では、配付後
の家庭における絵本読み聞かせ習慣の定着について、地域で活動している読み聞かせボラ
ンティアの活用により、着実に成果を挙げているため、Bと評価しました。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　絵本配付後の家庭における読み聞かせ習慣を定着化させるため、読み聞かせのより具体
的な方法や図書館の活動についての情報提供等を図るなど、多くの親子が絵本を介してふ
れあい、子どもが読書に親しめる環境づくりを支援していきます。
　平成20年度からは本来の図書館業務の一貫として位置づけ、第一次実行計画「12④絵本
でふれあう子育て支援事業」に引き継いで、積極的な展開を図っていきます。

方向性

※

2

手段改善



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 16 在宅子育て支援サービスの充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　既存の子育て支援サービスでは対応できないニーズに対して、多様で柔軟かつきめ細かな在宅子育て支
援サービスを充実し、子育て家庭をサポートします。

対象・手段
ファミリーサポート事業：区民の方が助け合いながら子育てする有償ボランティア活動を仲介します。
子どもショートステイ：宿泊を伴う養育が必要な児童を乳児院や協力家庭宅で預かります。
一時保育の充実：短時間の保育が必要な乳幼児を保育施設などで預かります。

成果（事業が意図する成果）

　親の病気、不意の用事、育児疲れなど一時的に子育てできない場合に、子育て家庭が必要に応じて子育て
支援サービスを利用できるようになります。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

ファミリーサポート利用頻度
利用会員一人当たりの年間利用回数

年間利用件数／利用会員数

（ 平成19 ） 年度に

（ 年間10回 ） の水準達成

子どもショートステイ利用人数 子どもショートステイ年間延べ利用人数

（ 平成19 ） 年度に

（ 年間300人 ） の水準達成

一時保育実施箇所数 区内で一時保育を実施している箇所数

（ ） 年度に

（ 47か所 ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 回 10.00 10.00 10.00 10.00 　目標値２及び実績２に
ついて、17年度からの目
標値と実績値には新たに
実施したショートステイ
協力家庭についても含ん
だ数値となっています。

実績１② 回 10.86 10.22 10.04 10.31

③＝②／① ％ 108.60 102.20 100.40 103.10

目標値２④ 人 300.00 300.00 300.00 300.00

実績２⑤ 人 144.00 195.00 160.00 204.00

⑥＝⑤／④ ％ 48.00 65.00 53.33 68.00

目標値３⑦ 箇所 46.00 47.00 46.00 47.00

実績３⑧ 箇所 46.00 47.00 46.00 48.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 100.00 100.00 100.00 102.13

事業の実施内容

平成18年度

ファミリーサポート事業　提供会員311人　利用会員1,892人　利用件数19,005件
　　　　　　　　　　　　出張窓口21回　訪問説明15回
子どもショートステイ　　利用対象　小学６年生まで　　利用日数160日　協力家庭13世帯
一時保育　　　　　　　　空き定員利用型43所　専用室型2所　ひろば型1所

平成19年度

ファミリーサポート事業　提供会員305人　利用会員1,963人　利用件数20,080件
　　　　　　　　　　　　出張窓口24回　訪問説明13回
子どもショートステイ　　利用対象　小学６年生まで　　利用日数204日　協力家庭12世帯
一時保育　　　　　　　　空き定員利用型43所　専用室型4所　ひろば型1所



部名称 子ども家庭部 課名称 子どもサービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 43,843 53,414 60,549 89,258 　トータルコストにお
ける受益者負担は、公
立保育園の一時保育料
です。ファミリーサ
ポート及びショートス
テイの本人負担金は、
事業者に直接支払う仕
組みになっています。

人件費⑪ 千円 2,501 2,501 2,484 2,478

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 46,344 55,915 63,033 91,736

受益者負担⑮ 千円 2,874 3,106 3,137 8,594

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 43,470 52,809 59,896 83,142

受益者負担率⑮／⑭ ％ 6.20 5.55 4.98 9.37

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

29,188 41,674 44,551 47,861

特定財源⑱ 14,282 11,135 15,345 35,281

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 62.98 74.53 70.68 52.17

職員
常勤職員

人
0.30 0.30 0.30 0.30

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　身近なところでサービスを利用できるように、ファミリーサポート提供会員やショートステイ協力家庭の
拡大に努めるとともに、一時保育実施施設の拡充を計画的に進めていく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄ事業の利用回数に、大きな変化はありませんが、利用会員数は伸びまし
た。子どもｼｮｰﾄｽﾃｲは、実施施設で感染症が流行した際、協力家庭で預かる体制を整え、
利用会員数が増えました。専用型一時保育は2所開設し4所になりました。

実施の成果 3
　既存のサービスでは対応できない一時的・臨時的な保育ニーズに対する、補完的サー
ビスとしての成果は大きく、育児不安の解消や一時預かりニーズへも対応しています。

効率性 2
　身近なところで必要に応じてサービスの提供が受けられる仕組みは、区民にとって安
心かつ効率的です。その際に、サービスの供給が地域的に片寄りがないように計画的に
進めていく必要があります。

行政の関与 3
　安心して子どもを預けられるサービスの提供を、安定的にかつ良質のものとして供給
していくためには行政が関与していく必要があります。

妥当性 3
　ファミリーサポートの利用回数やショートステイ利用人数を指標としたことは、子育
て支援サービスの充実を示すものとして妥当です。

施策寄与度 3
　この３年間で、ファミリーサポート事業の利用件数は２万件を超え、一時保育実施箇
所も48か所となるなど、既存の子育て支援サービスでは対応できないニーズに対して、
多様で柔軟かつきめ細かい在宅子育て支援サービスとして施策に寄与しています。

総
合
評
価

　平成19年度は、ファミリーサポート事業の利用会員数が伸び、子どもショートステイは
実施施設で感染症が発生した際、協力家庭で預かる体制を整えました。さらに、専用室型
一時保育を新たに２箇所開設したので、総合評価をＢとしました。
　この３年間で、ファミリーサポート事業、子どもショートステイ、一時保育といったき
め細かな在宅子育て支援サービスを展開していく仕組みづくりができたため、３年間の評
価をＢとしました。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　ファミリーサポート事業と子どもショートステイは、経常事業「ファミリーサポート事
業」「子どもショートステイ」に引き継ぎ、民間と協働で実施する子育て支援者養成講座
の修了者の活用や、区内の子育て支援ボランティアとの連携を検討することで、提供会員
や協力家庭の拡大に努めます。
　一時保育については、第一次実行計画「12 地域における子育て支援サービスの充実」
に引き継いで取り組んでいきます。今後整備する子ども家庭支援センターに、ひろば型一
時保育を設置することにより、一時保育施設の拡充を図ります。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 17 子ども家庭支援センター機能の強化

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　子ども家庭支援センター機能を強化することにより、これまで以上に子どもと家庭にふさわしいサービ
スを提供するとともに、保護を必要とする子どもに対しより適切で迅速に対応することを目的とします。

対象・手段

対象：区内に在住する18歳未満の子どもと保護者です。手段：先駆型子ども家庭支援センター(※)として
相談体制を強化します。育児支援家庭訪問事業を開始し、出産後の育児不安の軽減に努めます。支援体制
強化のため、子ども家庭サポートネットワーク（要保護児童対策地域協議会）を組織します。
※先駆型子ども家庭支援センター :従来の機能に加え虐待家庭等への見守りサポートなどが加わります。

成果（事業が意図する成果）

①子育て中の保護者の育児不安や孤立感を予防・解消します。
②出産直後に起こりやすい強い育児不安と養育不安が軽減されます。
③関係機関の連携により、援助が必要な保護者等に適切なサービスが提供できます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

総合相談の充実 　子ども家庭総合相談の実施件数（年間）

（ 平成19 ） 年度に

（ 10,000件 ） の水準達成

育児支援家庭訪問事業の充実

　育児支援家庭訪問事業派遣回数（平成21
年度予想出生数1,718人中5%が5回利用で計
算）

（ 平成21 ） 年度に

（ 430回 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 件 0.00 10,000.00 10,000.00 10,000.00

実績１② 件 0.00 4,965.00 6,206.00 9,250.00

③＝②／① ％ 0.00 49.65 62.06 92.50

目標値２④ 回 0.00 430.00 430.00 430.00

実績２⑤ 回 0.00 304.00 282.00 430.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 70.70 65.58 100.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

子ども家庭総合相談件数　6,206件　開館日　月から土　職員体制　正規職員4名　非常勤職員1名
子ども家庭サポートネットワークの運営　代表者会議2回　サポートチーム会議53回
特別相談の実施　12回
育児支援家庭訪問事業　利用者　52人　派遣回数　282回　派遣時間数　874時間

平成19年度

子ども家庭総合相談件数　9,250件　開館日　月から土　職員体制　正規職員4名　非常勤職員1名
子ども家庭サポートネットワークの運営　代表者会議2回　サポートチーム会議　59回
特別相談の実施　10回
育児支援家庭訪問事業　利用者　87人　派遣回数　430回　派遣時間数　1,327時間　対象を2か月から1歳
未満に拡大



部名称 子ども家庭部 課名称 子どもサービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 5,826 4,658 5,390

人件費⑪ 千円 0 35,731 35,800 35,701

事務費⑫ 千円 0 240 135 135

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 41,797 40,593 41,226

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 41,797 40,593 41,226

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 31,079 29,967 41,226

特定財源⑱ 0 10,718 10,626 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 74.36 73.82 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 4.00 4.00 4.00

非常勤職員 0.00 1.00 1.00 1.00

事業に関する検討課題

　児童虐待の未然防止・早期発見を行うために、家庭訪問など個々の事例に応じたきめ細かな対応が求めら
れています。特に地域における見守り体制の整備と児童相談所との連携による迅速な対応を行うために、子
ども家庭支援センターを拡大していくことが必要です。また、乳幼児から中高校生、児童の保護者の居場所
を確保し、相談や見守りを通じて虐待を未然に防止していくことが必要です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　先駆型子ども家庭支援センターとなった17年度比で相談件数1.86倍と実績をあげてい
ます。また、18年度より解決困難な事例への対応として特別相談を開始しました。育児
支援家庭訪問事業については19年度から利用期間を生後2ヶ月から1年未満に拡大しまし

実施の成果 3
　気軽に利用しやすい親と子のひろばと相談業務を並行して行うことにより、子育て家
庭の孤立化を防ぎ、虐待予防にもつながっているという点で、大きな成果をあげてお
り、利用者数・相談数も年々増加しています。

効率性 3
　相談や虐待対応については、区内外の相談機関と連携して問題解決に当るために正規
職員を中心に対応していますが、虐待対策ワーカー及び子育て不安への予防的側面を持
つ「親と子のひろば事業」には、非常勤職員を充てるなど効率的です。

行政の関与 3
　児童福祉法の改正により、児童虐待防止の充実・強化を図るため、区は児童相談に関
して、家庭や関係機関からの相談に応じ、必要な調査及び指導を行うことが必要です。
児童虐待の第一義的な通告先として区が規定されており、区が関与することが妥当で

妥当性 3
　子ども家庭支援センターを中核機関として位置づけ、子育て情報の提供や相談に応じ
るとともに、育児支援家庭訪問事業を実施し育児不安の予防に努めており妥当です。ま
た、親と子のひろばの設置は乳幼児親子の仲間づくりと気軽に相談できる場として妥当

施策寄与度 3
　この３年間で、子ども家庭総合相談件数や、育児支援家庭訪問事業の利用者が増加す
るなど、子育てしやすい環境整備及び虐待予防・早期発見に大きく寄与しています。

総
合
評
価

　19年度は、総合相談件数及び育児支援家庭訪問の派遣回数が着実に伸びたため、総合評
価をＢとしました。
　この３年間で、子ども家庭総合相談の件数が17年度と比較して1.86倍に増加するととも
に、児童相談所・保健センター等関係機関による会議の依頼が増加するなど、子ども家庭
支援センターの認知度・信頼度が高まり、虐待の予防・早期発見や、子育てしやすい環境
整備に貢献していると評価できます。このため、過去３年間の実績ではＢと評価します。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、第一次実行計画「12①子ども家庭支援センターの拡充」に引き継いで取り
組んでいきます。具体的な取り組み内容は以下のとおりです。
①乳幼児や中高校生の居場所の整備とともに、子育ての悩みや不安を相談できる体制を整
備し、要保護児童支援の仕組みを充実させるために、相談や要保護家庭の支援を行う子ど
も家庭支援センター機能と児童館機能の両方を併せ持つ新たな「子ども家庭支援セン
ター」を計画的に整備します。
②各子ども家庭支援センター相互の連携を強化するため相談支援システムを導入します
③相談担当職員の専門性を向上させるため、東京都都児童相談センターへ職員を一年間研
修派遣します。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 18 乳幼児親子の居場所づくり

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　児童館など身近な場所で乳幼児親子が安心して集える場を提供し、保護者同士の仲間づくりやさまざま
な育児情報の提供、気軽な育児相談を行うひろば事業を実施することで、保護者の育児不安や育児ストレ
ス、孤独感の解消を図ります。

対象・手段
　乳幼児を持つ保護者を対象とし、子ども家庭支援センター、地域子育て支援センター、児童センター、
こども館、児童館、民間子育て支援施設（ゆったりーの）でひろば事業を実施します。

成果（事業が意図する成果）

　乳幼児親子の相互交流が図られるとともに、身近な施設で子育てに関する相談ができたり、情報提供が受
けられることにより、乳幼児を持つ保護者の不安感や孤立感が軽減・解消します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

ひろばの箇所数 乳幼児親子が集える場

（ 平成19 ） 年度に

（ 25か所 ） の水準達成

乳幼児優先スペース数
児童館内の乳幼児親子が優先的に利用でき
るスペース

（ 平成19 ） 年度に

（ 8か所 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① か所 0.00 25.00 25.00 25.00

実績１② か所 0.00 25.00 25.00 26.00

③＝②／① ％ 0.00 100.00 100.00 104.00

目標値２④ か所 0.00 8.00 8.00 8.00

実績２⑤ か所 0.00 6.00 7.00 8.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 75.00 87.50 100.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
　子ども家庭支援センター(親と子のひろば）1か所、児童センター・こども館・児童館(子育てひろば）
21か所（うち乳幼児優先スペース7か所）、地域子育て支援センター（ふたばひろば、原町みゆきひろば）
2か所、民間子育て支援施設（ゆったりーの）1か所で実施しています。

平成19年度

　子ども家庭支援センター(親と子のひろば）1か所、児童センター・こども館・児童館(子育てひろば）
21か所（うち乳幼児優先スペース8か所）、地域子育て支援センター（ふたばひろば、原町みゆきひろば）
2か所、民間子育て支援施設（ゆったりーの）1か所、四谷こども園（つどいのへや）1か所で実施していま
す。



部名称 子ども家庭部 課名称 子どもサービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 36,936 38,406 41,073

人件費⑪ 千円 0 7,137 8,040 7,983

事務費⑫ 千円 0 86 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 44,159 46,446 49,056

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 44,159 46,446 49,056

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 20,587 22,737 33,119

特定財源⑱ 0 23,572 23,709 15,937

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 46.62 48.95 67.51

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.00 0.00

非常勤職員 0.00 3.00 3.00 3.00

事業に関する検討課題

　子育てひろばを実施している子ども家庭支援センター、児童センター・こども館・児童館、地域子育て支
援センター、民間子育て支援施設等とのより一層の連携の強化を図っていくことが課題です。また、区民と
の協働をより進めるために、子育て支援活動への積極的な区民参加を啓発していく必要があります。
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達成度 3
　子ども家庭支援センター等でひろば事業を実施しています。児童館内の乳幼児優先ス
ペースを計画どおり１か所整備しました。また、新たに四谷こども園に「つどいのへ
や」を新設しました。

実施の成果 3
　乳幼児親子の集いの場や優先スペースを区立施設や民間の子育て支援施設で提供し、
また仲間づくりや育児相談により孤独感の解消を実現でき、成果をあげています。

効率性 3
　区立施設でひろば事業を実施するほか、民間の乳児院・保育園及び区民が運営する団
体に委託して事業を実施しており、効率的です。

行政の関与 3
　乳幼児親子の居場所を確保するためには、区の既存施設の活用や施設のあり方を見直
すなかで整備する必要があり、区が関与することは妥当です。

妥当性 2
　乳幼児の親子が集える場や優先的に利用できるスペースを増やすことは、保護者同士
の仲間づくりや情報交換、気軽な育児相談を行うことができ、育児の不安やストレス、
孤独感を取り除くことができ妥当です。

施策寄与度 3
　この３年間で、乳幼児親子が集える場所を26か所、児童館内で乳幼児親子が優先的に
利用できるスペースを8か所設置し、乳幼児親子の交流の促進や、保護者の育児不安の解
消に寄与しています。

総
合
評
価

　19年度は、ひろばの箇所数及び乳幼児優先スペースを１所ずつ増設したため、総合評価
をＢとしました。
　過去3年間の実績ではＢと評価します。乳幼児親子が集える場所を26か所、児童館内で
乳幼児親子が優先的に利用できる8か所設置し、保護者同士の仲間づくりや、様々な育児
情報の提供、気軽な育児相談の実施に取り組んできました。これらの事業については、区
民の要望も高く、子育て支援に大変有効であると評価しています。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　この事業については、第一次実行計画「12①子ども家庭支援センターの拡充」に引き継
いで取り組むほか、地域子育て支援センター・民間子育て支援施設については経常事業で
ある「地域子育て支援センターの運営」「北山伏子育て支援協働事業」で取り組んでいき
ます。①子ども家庭支援センター機能と児童館機能を併せ持つ「子ども家庭支援セン
ター」を21年度以降開設する際に、乳幼児親子が安心して利用できるスペースを整備しま
す。②子ども家庭支援センター、地域子育て支援センター、榎町児童センター、民間子育
て支援施設等で行っている連絡会を充実させていきます。③区民との協働事業による「子
育て支援者養成講座」を引き続き実施し、修了者を児童館や民間子育て支援施設の子育て
ボランティアとして活用します。

方向性

※

2

手段改善



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 19 児童館機能の強化と学童クラブ事業の多様化

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　0歳から18歳未満の子どもの健全育成および子育て家庭への支援、また就労家庭児童の放課後健全育成を
目指します。

対象・手段

対象：児童センター、こども館、学校内学童クラブ、民間学童クラブ
手段：児童指導業務を民間事業者に委託し、実施します。
　相談及び地域調整については、区職員が実施します。
　区が必要と認める民間学童クラブに運営費の一部を助成します。

成果（事業が意図する成果）

　土日祝日の児童指導業務を実施し、学校週５日制等に対応します。学童クラブの時間延長を実施し、保護
者の多様な就労状況に対応します。運営協議会を設置し利用者等の意見を反映します。中高生の利用時間延
長を実施し、魅力的な居場所とします（児童センター）。子育て支援に関する相談、調整業務の実施によ
り、児童センター、こども館、児童館を地域の子育て支援の拠点施設と位置づけて、地域における支援体制
を強化します。学童クラブ需要増に対応します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

運営協議会実施箇所数 運営協議会の設置箇所数

（ 平成19 ） 年度に

（ ６か所 ） の水準達成

時間延長対応学童クラブ数 時間延長対応学童クラブ数

（ 平成19 ） 年度に

（ 10か所 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① か所 0.00 6.00 6.00 6.00

実績１② か所 0.00 4.00 4.00 6.00

③＝②／① ％ 0.00 66.67 66.67 100.00

目標値２④ か所 0.00 10.00 10.00 10.00

実績２⑤ か所 0.00 6.00 6.00 10.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 60.00 60.00 100.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

　児童センター(１か所)、こども館(２か所)、小学校内学童クラブでの児童指導業務委託、民間学童クラ
ブへの運営費一部助成(２か所)、子育てに関するソーシャルワーク業務実施（２１か所）のほか、時間延
長及び大規模学童クラブ解消のため、戸塚第二小学校内に学童クラブを新規開設。また、児童指導業務委
託により運営する学童クラブの受託事業者選定ﾌﾟﾛポーザルと準備委託実施

平成19年度
　新たに百人町学童クラブ、西落合学童クラブ、戸山小学校内学童クラブを児童指導業務委託し時間延長
に対応、また、戸山小学校内学童クラブを新設したほか民間学童クラブへの運営費一部助成を１か所増や
し、学童クラブの需要増に対応



部名称 子ども家庭部 課名称 子どもサービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 140,519 221,264 261,134

人件費⑪ 千円 0 12,507 12,420 12,390

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 153,026 233,684 273,524

受益者負担⑮ 千円 0 408 3,042 7,041

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 152,618 230,642 266,483

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.27 1.30 2.57

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 149,460 192,510 253,282

特定財源⑱ 0 3,158 38,132 13,201

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 97.67 82.38 92.60

職員
常勤職員

人
0.00 1.50 1.50 1.50

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　多様化する需要やニーズに対応し、サービスの向上を目指すため、指定管理者による運営を検討するとと
もに、運営のための協議会で広く利用者や地域の意見を聞き反映していく必要があります。また、今後区内
の全小学校で実施予定の放課後子どもひろば事業の効果を検証し、児童館、学童クラブに替わる子どもの居
場所としての役割を検討することが課題です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由
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達成度 3
　19年4月から戸山小学校内学童クラブを開設しました。また、新たに西落合、百人町、
戸山小学校内学童クラブを事業者に委託し時間延長に対応しました。

実施の成果 2
　学童クラブの利用時間延長により、保護者の多様な就労形態に対応した就労家庭児童
への保護に一定の成果がありました。また、新規学童クラブ開設により、大規模学童解
消に一定の効果が見られましたが、全ての学童クラブの適正規模運営には至っていませ

効率性 3
　児童指導業務の業務委託実施により、時間帯別業務量に応じた従事職員の効率的配置
が行われ、安全面の確保が図られました。

行政の関与 3
　子どもと家庭のケースワークや地域との連携等について、行政が関与する必要があり
ます。学童クラブ不足地域解消や、多様な保護者の就労形態に対応するため、民間事業
者が参入可能な仕組みづくりのためにも、行政関与の必要があります。

妥当性 2
　利用者や地域の声を聞く運営協議会の設置や利用者ニーズに対応する時間延長対応の
学童クラブ数を指標にしたことは、子育て家庭への支援につながっており妥当です。

施策寄与度 3
　この３年間で、時間延長対応学童クラブ数を目標値である10か所設置するなど、児童
館機能の強化に取り組み、放課後の児童健全育成や子育て支援に寄与しています。

総
合
評
価

　19年度は、３所の学童クラブで時間延長を実施し、小学校内学童クラブを1所新設した
ほか民間学童クラブの運営費補助を1所増やし、学童クラブの需要増に対応したため、総
合評価をＢとしました。
　過去３年間の実績ではＢと評価します。学童クラブの事業の委託化による時間延長への
対応や、小学校内学童クラブの開設・民間学童クラブへの助成による学童クラブの需要増
に対応するなど、一定の成果がありました。区職員による地域との連携や区民との協働に
ついても、徐々に定着しつつあり、今後の成果が期待できます。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　この事業については、第一次実行計画「11子どもの居場所づくりの充実」に引き継いで
取り組んでいきます。
　学童クラブ需要が高く、学区域内に学童クラブがない場合には、余裕教室等の状況を見
ながら学校内学童クラブ事業を実施していくとともに、他の区有施設の活用も含めた拡大
を図っていきます。さらに、学童クラブ業務委託実施館で運営協議会を設置し、利用者や
地域の方の意見を反映した運営を行うとともに、地域との連携を図っていきます。　ま
た、業務の効率化と管理運営面を改善するため児童館への指定管理者制度の導入を検討す
るとともに、放課後子どもひろば事業の効果を検証し、新たな子どもの居場所としての役
割を検討します。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 20 幼稚園と保育園の連携・一元化

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的

　０歳から就学前までの子どもの成長と発達を見据え、幼児教育と保育が受けられる機会を保障し、豊か
な心と社会性を身につけた次代を担う子どもを育てていく環境を整備するとともに、地域のすべての子育
て家庭を支援し、地域と家庭の子育て力の向上を図ることを目的として、幼保連携・一元化を推進しま
す。

対象・手段

　①幼保連携の推進…幼稚園と保育園のしくみを残しながら両者が連携することで、子どもの育ちの環境
を整備していきます。②幼保一元化の推進…認定こども園制度を活用して、就学前の子どもが同じ環境の
下で保育・教育を受けられるしくみを保障するとともに、子育て中の家庭を支援し、家庭と地域の子育て
力の向上を図ります。

成果（事業が意図する成果）

　幼保連携・一元化により、幼児教育を効果的に行うための集団規模を確保するとともに、定員の拡大や預
かり保育、給食の提供など多様な保育サービスを提供していきます。また、子ども園では、就労の有無など
保護者の事情に関わらず、0歳から就学まで子どもを同じ施設で預けられることで、子どもの育ちの環境を
確保します。さらに、つどいのへやや一時保育、子育て相談の利用を通じて、保護者どうしが交流を始める
きっかけを作ったり、気軽に子育ての悩みが相談できるなどの効果が期待できます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

愛日・中町の幼保連携の実施
四谷子ども園（幼保一元化施設）の開設

連携・一元化の実施
　17年度　愛日・中町の連携
　19年度　愛日・中町で合同保育開始
　　　　　四谷子ども園の開設

（ 平成19 ） 年度に

（
2所連携一
元化 ） の水準達成

連携・一元化に対する保護者の関心・理解
の高まり

子どもの育ちの場としての幼保連携・一元
化への関心・理解の高まり

（ ） 年度に

（ － ） の水準達成

連携・一元化に対する職員の意識の深まり 幼稚園教諭・保育士の理解度向上

（ ） 年度に

（ － ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 所 2.00 2.00 2.00 2.00 ※保護者の関心・理解の
 高まり  19年度から実施

している愛日・中町の合
同保育や四谷子ども園の
運営を通じて、保護者の
関心・理解が高まりつつ
ある状況が、保護者アン
ケート等を通じて確認す

 ることができます。
※幼稚園教諭・保育士の

 理解度向上
　ティーム保育の実践や
合同研修を通じて、幼稚
園教諭と保育士の相互理
解が進みつつある状況が
確認できます。

実績１② 所 0.00 1.00 1.00 2.00

③＝②／① ％ 0.00 50.00 50.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

愛日・中町の幼保連携：日々の連携、幼保運動会・合同遠足等の行事の実施、19年度合同保育実施の決定
（9月）、合同保護者懇談会4回実施
四谷子ども園：新宿区立子ども園条例の制定、四谷幼保一元化懇談会６回ほか保護者懇談会の実施、職員
ＰＴによる保育教育計画・子育て支援事業計画の策定　幼稚園教諭と保育士による合同研修：理論研修、
交流保育、ビデオカンファレンス等

平成19年度

愛日・中町幼保連携：4・5歳児幼保混合クラスによる合同保育、運動会・遠足等の合同行事、合同保護者
懇談会・保護者アンケート、第一次実行計画で子ども園化の推進を決定
四谷子ども園：0歳から就学前の子どもに対する一貫した保育・教育の実施、子育て支援事業（つどいのへ
や・一時保育・子育て相談）の実施



部名称 教育委員会事務局 課名称 学校運営課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 531 91,073 47,770 68,097 ※四谷子ども園の工事
費については、発生主
義の考え方を取り入れ
ています。
〈減価償却費の算定〉
工事費554,692,950円
×90%(残存価値10%)÷
耐用年数47年＝10,622
千円

人件費⑪ 千円 0 35,731 35,800 301,574

事務費⑫ 千円 526 0 288 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 10,622

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 1,057 126,804 83,858 380,293

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 40,345

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 1,057 126,804 83,858 339,948

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 10.61

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

1,057 66,190 83,858 332,752
H17:特別区債、施設整備交付
金
H19:都補助金（一時保育・産
休代替職員・子育てひろば）特定財源⑱ 0 60,614 0 7,196

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 52.20 100.00 87.50

職員
常勤職員

人
0.00 4.00 4.00 32.00

※四谷子ども園…常勤28、非
常勤13
※愛日・中町…常勤4（担任
増）、非常勤1（調理）非常勤職員 0.00 1.00 1.00 14.00

事業に関する検討課題

　幼稚園と保育園の連携・一元化により、子ども同士の多様な関わりや遊びに広がりが生まれ、自立心や社
会性の芽生え、規範意識の醸成等の成果につながっています。他方、幼稚園教諭と保育士は、ティーム保育
を通じて、子どもへの関わり方や職員間の連携のしかた等に幅が生まれていますが、引き続き、園運営の実
践・検証や幼保合同研修等を通じた更なる相互理解と、意識向上のための取り組みが必要です。また、今後
の子ども園の地域展開にあたっては、四谷子ども園の運営や愛日幼稚園・中町保育園の合同保育を検証し、
課題を解決しながら、次の計画へと反映させていくことが重要です。

　
　
評
価
基
準
に
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づ
く
評
価
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理
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達成度 2
　自立心や社会性、規範意識が培われつつある子どもの姿が確認でき、保護者からも子
ども園に対する期待の声が聞かれます。他方、幼稚園教諭・保育士は交流による成果が
見られますが、今後さらに相互理解を深め、意識を高めるための工夫が必要です。

実施の成果 3
　子どもの育ちの環境が確保されるとともに、預かり保育や給食、産休明けや延長保育
などは、保護者からも評価されています。さらに、年間2,082組の親子がつどいのへやを
利用し、子育て中の親どうしが気軽に話し合える関係づくりができました。

効率性 3
　連携・一元化により、幼稚園の空き教室の有効利用や、保育所のしくみを活用した預
かり保育、給食の実施、また、幼稚園教諭と保育士の交流を通してマンパワーの相乗効
果が期待できます。

行政の関与 3
　就学前の子どもに対する保育・教育の機会の充実と環境整備は、地域遍在を考慮して
区が主体的に推進していく必要があります。また、家庭と地域の子育て力の向上を図る
ことは、地域の活性化を促し、円滑な区政運営に還元されるものと評価しています。

妥当性 2
　連携・一元化は、保護者、地域、保育者が手を携え、子どもと子育て家庭を支援する
地域づくりを理念に掲げています。これは、後期基本計画に掲げる子育て支援の推進、
地域に開かれた教育の推進という施策に合致するもので妥当と評価します。

施策寄与度 3
　連携・一元化は、地域・家庭と保育者とが一体となり、豊かな交流の中で子どもの育
ちの場を実現する事業であり、「子育て支援の推進」および「子ども達の生きる力をは
ぐくむ教育」という区の施策に大きく寄与する事業であると評価しています。

総
合
評
価

　19年度は、四谷子ども園の運営や愛日幼稚園・中町保育園での合同保育の取組みの中
で、子ども達の自立心や社会性、規範意識が培われつつある状況が確認でき、その成果が
保護者からも評価されています。
　過去3年間ではＢと評価します。愛日・中町の幼保連携は17年度から開始し、19年度に
は合同保育という形まで進めることができました。四谷子ども園は、幼保一元化懇談会等
を通じて保護者や地域の理解を深め、開園を迎えることができました。また、職員の理解
は高まりつつありますが、今後さらに園運営の実践や合同研修を通じて相互理解を深める
ための取組みが必要です。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ａ
17年度 Ａ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

　引き続き四谷子ども園の運営を検証していくとともに、愛日幼稚園・中町保育園の子ど
も園化と、西新宿幼稚園と西新宿保育園の機能を統合した（仮称）西新宿子ども園の開設
について、第一次実行計画の「10③幼稚園と保育園の連携・一元化」として進めていきま
す。また、今後の幼保一元化施設のあり方に関する基本方針を踏まえ、区内全域で幼保連
携・一元化の理念を実現するため、計画的に子ども園の整備を進めていきます。今後の子
ども園の展開にあたっては、幼稚園教諭と保育士の相互理解と意識を高めるため、合同研
修や交流保育のいっそうの充実と実践に活かす工夫を検討するとともに、園舎整備や子育
て支援事業の策定段階から、子ども園の職員を積極的に参画させるなど、これまでの実践
や検証が反映できる取り組みを進めていきます。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 21 新宿区児童手当

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　子育て中の家庭の経済的負担感を軽減し、新宿区を子育てしやすいまちにするとともに、次代の社会を
担う児童の健全な育成を図ります。

対象・手段
　中学生（12歳到達後最初の4月1日から15歳到達後最初の3月31日までの児童）を養育する世帯に、国の児
童手当に準じた一人あたり5,000円の手当を支給します。

成果（事業が意図する成果）

　子育て中の家庭への経済的支援を行うことで、子どもを安心して育てられる環境を整えます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

新宿区児童手当受給率
新宿区児童手当の受給対象児童に対する受
給児童の割合（受給児童／受給対象児童）

（ 平成19 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 0.00 70.00 100.00 18年度は、目標値を70%に
設定。

実績１② ％ 0.00 0.00 41.10 77.31

③＝②／① ％ 0.00 0.00 58.71 77.31

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
　中学生（12歳到達後最初の4月1日から15歳到達後最初の3月31日までの児童）を養育する世帯に、児童手
当（国制度）に準じた一人あたり5,000円の手当を支給します。
受給者数：8,920人

平成19年度
　中学生（12歳到達後最初の4月1日から15歳到達後最初の3月31日までの児童）を養育する世帯に、児童手
当（国制度）に準じた一人あたり5,000円の手当を支給します。
受給者数：9,273人



部名称 子ども家庭部 課名称 子どもサービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 98,524 129,210

人件費⑪ 千円 0 0 24,840 24,780

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 123,364 153,990

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 123,364 153,990

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 123,364 153,990

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 3.00 3.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　新宿区児童手当の制度を知らないことによる手当の支給もれがないよう、機会のあるごとに制度周知を行
う必要があります。
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達成度 2
　18年度からの事業実施にあたり、広報紙の掲載や中学校への周知など計画的に区民に
お知らせして、制度の利用を促進しています。受給率を上げることが今後の課題です。

実施の成果 3
　中学生を養育する家庭に対して特に使途を限定しない子育てにかかる様々な費用を公
的に負担することは、23区内でも数少なく、経済的支援として区民の不安を解消する成
果をあげています。

効率性 3
　対象児童数延32,000人に対し、窓口での申請のほか電子申請での受付を推進するなど
必要最小限の人員及び事業費にて効率的に事業実施しています。

行政の関与 3
　少子化が進行する中、次世代を担う子どもを育成するために、行政が子育てを支援し
ていくことが必要です。

妥当性 3
　子育て家庭の経済的負担を軽減し、子育てを区民全体で支えるという観点から、児童
手当の対象年齢を中学生に拡大したことは、国制度の児童手当と連続性を持たせ、国の
施策展開に先駆的役割を果たしています。

施策寄与度 3
　18年度から開始した事業ですが、新宿区児童手当の受給対象児童に対する受給割合
は、19年度で77.31%となっています。この事業については、「子育て支援の推進」の達
成に向けた経済的支援サービスとして寄与しています。

総
合
評
価

　平成19年度は、18年度に比較し受給率が大幅に伸びたため、総合評価をＢとしました。
過去２年間の実績ではＢと評価します。新宿区児童手当が、特に使途を限定しない子育て
家庭への経済的支援として一定の効果をあげていることは評価できます。
　今後は手当の受給率を上げていくために、制度の周知方法を工夫するなど、対応してい
く必要があります。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　今後は経常事業「児童手当等」として、引き続き取り組んでいきます。
　より多くの区民に新宿区児童手当の制度を活用してもらうために、周知方法等を検討し
受給率の向上を目指します。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 148 子ども医療費助成

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 04 子育て支援の推進

事業内容

目的
　子どもに係る医療費の一部を助成することにより、子どもの健全な育成及び保健の向上に寄与し、児童
福祉の増進を図ります。

対象・手段
　新宿区内に住所を有する子ども（０歳から１５歳到達後最初の３月３１日まで）の保護者を対象に、子
どもが保険診療による給付を受けたときの医療機関に支払った自己負担額のうち、他の公費負担額を除い
た額及び入院時食事療養標準負担額を助成します。

成果（事業が意図する成果）

　子育て中の家庭への経済的支援を行うことで、子どもを安心して育てられる環境を整えます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

子ども医療費助成認定者率
子ども医療費助成制度の受給対象者に対す
る認定者の割合（認定者／受給対象者）

（ 平成19 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

実績１② ％ 0.00 0.00 0.00 97.80

③＝②／① ％ 0.00 0.00 0.00 97.80

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

平成19年度
　１９年１０月より対象年齢を６歳到達後最初の３月３１日までから１５歳到達後最初の３月３１日まで
に拡大



部名称 子ども家庭部 課名称 子どもサービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 0 339,539

人件費⑪ 千円 0 0 0 27,441

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 0 366,980

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 0 366,980

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 0 366,980

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.00 3.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 1.00

事業に関する検討課題

　年齢拡大実施を知らないことによる不利益を区民が受けることのないよう、機会のあるごとに制度周知を
行う必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　97.8％の認定率により、子どもの健全育成及び保健の向上の目的は、ほぼ達成してお
ります。

実施の成果 3
　中学生までの子どもを養育する家庭が、不安なく医療を受けられる環境が整ったこと
は大きな成果です。

効率性 3
　対象者15,000人に対し、窓口での申請のほか電子申請による受付を推進するなど、必
要最小限の人員及び事業費にて効率的に事業実施しています。

行政の関与 3
　少子化が進行する中、次世代を担う子どもを育成していくために、行政が子育てを支
援していくことが必要です。

妥当性 3
　子どもの健全育成及び福祉向上を目指し、所得制限なく中学生までの子どもの医療費
を助成することは、子育て家庭への支援として妥当な方法です。

施策寄与度 3
　19年度から開始した事業ですが、子ども医療費助成制度の受給対象者に対する認定者
の割合は、97.80%となっています。この事業については、「子育て支援の推進」の達成
に向けた経済的支援サービスとして寄与しています。

総
合
評
価

　19年度から開始した事業ですが、子ども医療費助成制度の受給対象者に対する認定者の
割合は、97.80%となっており、総合評価をＢとしました。
　教育費等の負担が大きくなる傾向にある、中学生までの子どもを養育する家庭の医療費
を軽減することは、子育て家庭への経済的支援の意味で評価できます。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 　
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　今後は経常事業「子ども医療費助成」として、引き続き取り組んでいきます。
　制度の対象者がもれなく活用できるように、周知方法等を検討し、認定率の向上を目指
します。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 22 介護サービス基盤整備の推進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 01 福祉と保健・医療サービスなどの総合的展開

事業内容

目的
　介護保険事業計画に基づき、自宅での生活が困難になった要介護高齢者のための特別養護老人ホーム及
び在宅生活の継続を支援する短期入所や通所リハビリテーションなどの居宅サービス施設及び小規模多機
能型居宅介護サービス施設や認知症高齢者グループホームを整備します。

対象・手段

対象：特別養護老人ホーム（指定介護老人福祉施設）、短期入所生活介護、通所リハビリテーション、小
規　　　模多機能型居宅介護、認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護）
手段：補助金交付、区有地・都有地・国有地活用、事業者公募（プロポーザル）など

成果（事業が意図する成果）

　区民が、住み慣れた新宿区内で特別養護老人ホームに入所できるようになります。
　また、施設に短期入所や通所リハビリテーション等を併設することや小規模多機能型居宅介護などの地域
密着型サービスを整備することにより、区民が住み慣れた地域で暮らし続けられる体制を整備することがで
きます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

特別養護老人ホームの定員の整備数 区内特別養護老人ホームの定員の整備数

（ 平成22 ） 年度に

（ 450人 ） の水準達成

小規模多機能型居宅介護の登録定員の整備
数

区内小規模多機能型居宅介護の登録定員の
整備数

（ 平成22 ） 年度に

（ 225人 ） の水準達成

認知症高齢者グループホームの定員の整備
数

区内認知症高齢者グループホームの定員の
整備数

（ ） 年度に

（ 114人 ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 人 450.00 450.00 450.00 450.00 （特別養護老人ホーム及
び認知症高齢者グループ
ホームの目標値は、平成
14年度末の実績値に第3期
介護保険事業計画の目標
値及び矢来町都有地活用
計画値を加算したもの、
小規模多機能型居宅介護
は、平成18年度から制度
化されたため、第3期介護
保険事業計画の目標値で

 す。）

実績１② 人 270.00 270.00 270.00 270.00

③＝②／① ％ 60.00 60.00 60.00 60.00

目標値２④ 人 0.00 0.00 225.00 225.00

実績２⑤ 人 0.00 0.00 24.00 24.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 10.67 10.67

目標値３⑦ 人 114.00 114.00 114.00 114.00

実績３⑧ 人 60.00 65.00 75.00 75.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 52.63 57.02 65.79 65.79

事業の実施内容

平成18年度

特別養護老人ホーム：百人町四丁目国有地（補助協議、２月着工）、矢来町都有地活用（地域説明）
居宅サービス：ショートステイ（百人町四丁目特養及び矢来町都有地特養併設）
地域密着型サービス：小規模多機能型居宅介護サービス事業所の整備、及び早稲田鶴巻町都有地を活用し
た認知症高齢者グループホームの整備

平成19年度

特別養護老人ホーム：百人町四丁目国有地（施設建設）、矢来町都有地活用（事業者選定、補助協議）
居宅サービス：ショートステイ（百人町四丁目特養及び矢来町都有地特養併設）
地域密着型サービス：旧東戸山中学校を活用した小規模特別養護老人ホーム等の整備（事業者公募開
始）、矢来町都有地を活用した認知症高齢者グループホームの整備（事業者公募）、小規模多機能型居宅
介護サービスの整備（事業者公募）



部名称 福祉部 課名称 介護保険課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 190,320 99,044 328,223

人件費⑪ 千円 6,670 12,507 16,560 0

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 6,670 202,827 115,604 328,223

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 6,670 202,827 115,604 328,223

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

6,670 202,827 115,604 97,223

特定財源⑱ 0 0 0 231,000

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 29.62

職員
常勤職員

人
0.80 1.50 2.00 0.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　介護保険法の改正による、小規模多機能型居宅介護や夜間対応型訪問介護、認知症高齢者グループホーム
などからなる地域密着型サービスの制度化や、療養病床の再編成などの動向を踏まえて、介護サービスの基
盤整備を進めていますが、小規模多機能型居宅介護の新たな整備に向けた公募事業には応募事業者がなく、
整備が進みませんでした。
　今後は、19年度の結果及び他自治体の状況、介護保険制度の21年度改正の動向等を踏まえ、整備の手法を
検討する必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 1
　継続事業である特別養護老人ホームの建設竣工、整備事業者選定、認知症高齢者グ
ループホームの整備はこれら特別養護老人ホーム等の整備に合わせて進みました。一方
小規模多機能型居宅介護は、１ヵ所も整備が進みませんでした。

実施の成果 2
　特別養護老人ホーム及び併設居宅サービスの竣工、整備事業者の選定という成果が得
られました。
　小規模多機能型居宅介護は、１９年度は、応募者がありませんでした。

効率性 3
　施設整備は、国や東京都の補助金も活用し、医療法人などの民間事業者による整備を
支援する形で行っており、効率的です。

行政の関与 3
　地価の高い都心区においては、施設整備のため、事業用地と施設整備費の支援が必要
です。こうした支援を行う主体としては、行政が妥当であると考えます。

妥当性 2
　目標は、パブリックコメント等を経た介護保険事業計画を基本とする区民要望に基づ
くものであり、適切です。整備が進まない理由は経費が多額な点にあり、補助金という
手段は妥当です。なお、小規模多機能型居宅介護は、制度の動向を考慮した検討が必要

施策寄与度 3
　補助事業によって、特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホームの整備を進め
ることができ、要介護状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができる体制
を整備するという施策目的に寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＤとした理由は、特別養護老人ホーム等の整備は進捗したもの
の、小規模多機能型居宅介護の整備が進まなかったことによります。その内容は、公募に
対する応募がなかったことによります。
　また、過去３年間の実績では、Ｄと評価します。その内容は、平成１９年度の評価と同
様、特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホームの整備は進んだものの、小規模多
機能型居宅介護の整備が進まなかったことによります。

※

Ｄ
過年度評価

18年度 Ｄ
17年度 Ｂ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、平成２０年度までを計画期間とする第３期介護保険事業計画に基づくもの
であるため、第一次実行計画「３１①地域密着型サービスの整備」及び「３１②特別養護
老人ホーム等の整備」に引き継いで取り組んでいきます。
　なお、小規模多機能型居宅介護の整備については、整備が進まない理由が、介護保険法
で定められている介護報酬の額が都市部での運営経費に見合わないことにあると推測され
ており、厚生労働省で介護報酬についての検討が始まっています。このため、平成２１年
度の報酬改定の動向を踏まえて整備手法を検討します。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 23 介護予防事業の整備

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 01 福祉と保健・医療サービスなどの総合的展開

事業内容

目的

　改正介護保険法でいう「地域支援事業」のうち、介護予防事業対象者の選定及び介護予防サービスの実
施が本事業の柱となります。適切に介護予防の対象者を選び介護予防サービスにつなげることで高齢者が
できるだけ要介護状態に陥ることなく、健康でいきいきとした生活を地域で送れるよう支援するのが目的
です。

対象・手段

　対象者は介護保険未申請、介護認定非該当者のうち要介護状態への移行リスクが高い方です。主に老人
保健事業の基本健康診査で行う生活機能評価の結果から対象者（特定高齢者）を選定します。対象者には
地域包括支援センターで介護予防プランを作成し、リスクを改善する適切な介護予防サービスに参加を促
すことで要介護状態になることを予防します。

成果（事業が意図する成果）

　要支援、要介護状態に陥るおそれのある方は、高齢者人口の５パーセントとされています。これらの方に
介護予防サービスを提供し、平成２０年度に、３０パーセントの方に予防効果が表われることを目標としま
す。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

事業参加による改善率（％）
介護予防教室の参加者のうち、要支援・要
介護状態に移行しなかった方の割合

（ 平成20 ） 年度に

（ 30% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 0.00 18.00 24.00 事業開始前に目標値を設
定するにあたり、国が示
す要支援・要介護への移
行防止率の計画値を用い
ましたが、新宿区の実績

 は大きく上回りました。
 （参考）

国が示す移行の防止率の
 目標

 　平成18年度　18％
 　平成19年度　24％　

　平成20年度　30％

実績１② ％ 0.00 0.00 94.40 95.10

③＝②／① ％ 0.00 0.00 524.44 396.25

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

①特定高齢者の選定では、平成19年3月末現在で596名を選定しました。②介護予防教室の実施では、筋力
向上トレーニング（マシンあり・マシンなし）、転倒予防、水中運動、低栄養予防、総合的予防改善、認
知症予防、尿失禁予防の各教室を実施しました。
教室の延べ参加者数は3,095名でした。

平成19年度

①特定高齢者の選定では、平成20年3月末現在で2,915名を選定しました。②介護予防教室の実施では、筋
力向上トレーニング（マシンあり・マシンなし）、転倒予防、水中運動、低栄養予防、口腔機能改善、総
合的予防改善の各教室を実施しました。また、65歳以上の高齢者を対象に認知症予防、尿失禁予防、シニ
アスポーツチャレンジの各教室を実施しました。教室の延べ参加者数は12,714名でした。



部名称 福祉部 課名称 高齢者サービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 49,968 91,196

人件費⑪ 千円 0 0 16,560 16,520

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 66,528 107,716

受益者負担⑮ 千円 0 0 1,238 5,085

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 65,290 102,631

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 1.86 4.72

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 19,967 102,631

特定財源⑱ 0 0 45,323 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 30.01 95.28

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 2.00 2.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　地域支援事業実施要綱によれば、介護予防特定高齢者施策は平成20年度目標値で高齢者人口の概ね5％を
目安として地域の実情に応じて実施するものとされています。19年4月の同要綱改正により基準の見直しが
行われた結果、19年度においては2,915名の対象者を選定し、延べで10,091名が教室事業に参加しました。
また、一般高齢者施策として実施した教室には延べで2,623名が参加しました。20年度は特定高齢者と決定
された者のさらに多くが介護予防プランにつながるための実践を行うとともに、教室を終了した高齢者が継
続して地域での介護予防活動に取り組むしくみづくりが課題となります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　特定高齢者の選定は、平成１８年度を大きく上回るなど対象者の選定が順調に進んで
いるため、評価できます。

実施の成果 3
　本事業の実施成果は、教室事業に参加した方が要支援・要介護状態に移行するのを予
防することにあります。19年度も教室参加者のうち要介護・要支援に移行しなかった者
の割合は９割を上回り、成果は大きかったといえます。

効率性 2
　特定高齢者の決定、介護予防教室の参加状況の把握等の業務を高齢者サービス課で一
括管理して実施しました。特定高齢者への最初のアプローチを区が実施するなど、対象
者の教室参加までの把握等において効率的に事業を実施できたといえます。

行政の関与 3
　地域支援事業の実施主体は区市町村となっています。計画した事業の執行状況や事業
効果を的確に把握するためにも区は積極的に関与する必要があり、この点で区の関与は
適切であったといえます。

妥当性 3
　事業の目的は要介護状態への移行を防ぐことにあることから、要介護状態への移行リ
スクの高い者を的確に選定し、アセスメントを経て教室に参加することで改善を目指す
方法は適切な方法であるといえます。

施策寄与度 3
　介護予防は対象者を適切に選定し、マネジメント、プログラムへの参加という過程を
経て初めて達成できます。本事業は介護保険法に基く必須事業ですが、本計画は施策目
的達成に寄与しているといえます。

総
合
評
価

　１９年度の評価はBとした理由は、介護予防教室の参加者のうち、要支援・要介護状態
に移行しなかった方の割合が、目標を上回ったことによります。また、過去２年間におい
ても、着実な事業展開が図られたことからBと評価します。なお、介護予防は対象者を適
切に選定し、マネジメント、プログラムへの参加という過程を経て初めて達成できます。
そのため、多くの対象者を把握できるよう町会等へのチラシの配布など介護予防の必要性
を幅広くＰＲしました。また、対象となった方には、できるだけ教室に参加するよう積極
的な働きかけをしてきたことで、年度の後半の教室充足率は約85％という結果になりまし
た。従って、施策目的の達成に寄与しているといえます。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　本事業は、介護保険法に基づく地域支援事業として実施しており区市町村の実施が必須
の事業です。今後は区の経常事業「介護予防事業」として実施していきます。今後は、介
護予防教室修了者が、継続して地域での介護予防活動に取組むためのしくみづくりについ
て検討していきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 24 自立支援対策の推進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 01 福祉と保健・医療サービスなどの総合的展開

事業内容

目的
　虚弱高齢者等に対し機能訓練や趣味・生きがい活動等を通じ、心身機能の維持向上を図り、自立した生
活を支援することを目指します。

対象・手段
　加齢・疾病などにより心身の機能が低下した高齢者や閉じこもりの高齢者を対象とし、区内５か所のこ
とぶき館といきがい館で、趣味活動等を中心とした通所事業を行います。

成果（事業が意図する成果）

　閉じこもりによる心身機能の低下を予防することにより、現在の生活機能レベルを向上させ、自分らしい
イキイキとした生活が継続できます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

いきがい対応型デイサービス延べ参加人数 年間参加者の延べ参加者数

（ 平成20 ） 年度に

（ 7,500人 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 人 7,500.00 7,500.00 7,500.00 7,500.00

実績１② 人 6,685.00 7,561.00 8,915.00 9,276.00

③＝②／① ％ 89.13 100.81 118.87 123.68

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度 区内６か所　延べ実施回数　７３４回　延べ参加人数　８，９１５人

平成19年度 区内６か所　延べ実施回数　７３９回　延べ参加人数　９，２７６人



部名称 福祉部 課名称 高齢者サービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 6,956 7,293 16,417 18,048

人件費⑪ 千円 2,501 2,501 2,484 2,478

事務費⑫ 千円 217 217 18 15

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 9,674 10,011 18,919 20,541

受益者負担⑮ 千円 625 714 834 862

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 9,049 9,297 18,085 19,679

受益者負担率⑮／⑭ ％ 6.46 7.13 4.41 4.20

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

9,049 9,297 18,085 18,929

特定財源⑱ 0 0 0 750

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 93.54 92.87 95.59 92.15

職員
常勤職員

人
0.30 0.30 0.30 0.30

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　１９年度は、新規参加者数の増加があったため、多くの館で前年度を上回る参加人数となり、受け入れ定
員を超える館もみられました。従事職員の人数には限りがあるため、安全面の確保と参加者のニーズに適し
た効果的なプログラムの工夫がよりいっそう必要です。２０年度は希望者が増加する中で、いきがい対応型
デイサービスの目的に合った、より効果的な事業運営をするための体制の整備が課題となります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
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達成度 3 　１９年度は、利用者が増加し、目標水準を達成したため計画どおりといえます。

実施の成果 2
　事業に参加することで、閉じこもり防止や生きがいづくり、心身機能の回復・維持向
上が図られ、介護を必要としない、健康でいきいきとした生活の継続が図られていま
す。

効率性 2
　１７年度から事業を委託したことにより、利用者のニーズに応じた多様なプログラム
の提供が可能となり、１９年度についても効率的に実施しました。

行政の関与 2
　介護予防に資する事業のうち、週２回の通所を設定している事業は本事業のみであ
り、区が関与するからこそ、この頻度で事業を実施できるといえます。

妥当性 2
　対象を比較的虚弱な高齢者及び介護保険法でいう予防ならびに介護給付の通所系サー
ビスを利用していない高齢者とし、「閉じこもり予防」の視点から運営内容を設定して
いることも妥当です。

施策寄与度 2
　閉じこもり予防、介護保険法でいう予防ならびに介護給付の通所系サービスを利用し
ていない高齢者に対応する選択肢として本事業を実施していくことは必要な事業と考え
ます。

総
合
評
価

　１９年度の評価をBとした理由は、利用者の増加や、多様なプログラムを提供できるよ
うになったためです。また、過去３年間の実績でもBと評価します。その理由は、利用者
も着実に増加していることから、高齢者の自立した生活を支援するとともに、閉じこもり
防止にも効果をあげているからです。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｃ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　本事業は、通所サービスを受けていた人が、平成１２年度の介護保険制度の創設に伴
い、サービスを受けられなくなった場合の補助的事業として実施されてきましたが、平成
１８年度の介護保険法改正に伴う予防給付システムの確立に伴い、現在、本事業のサービ
スを受けている人でも、予防給付の中で通所サービスを受けることや地域支援事業の介護
予防教室の利用などの選択肢が広まってきました。計画事業としては、参加者数も目標水
準も達成することができたため、今後は計画事業の位置づけではなく、経常事業「いきが
い対応型デイサービス」として実施していきます。なお、希望者の増加に対応できるよ
う、より効果的な事業運営ができるようにしていく必要があります。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 25 認知症高齢者対策の推進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 01 福祉と保健・医療サービスなどの総合的展開

事業内容

目的 認知症高齢者を早期に発見し、認知症の予防及び介護者等の負担を軽減します。

対象・手段

　認知症または物忘れの心配がある方及びその介護者に対して、物忘れ相談など各種保健予防に関する事
業を実施します。
　また、６０歳以上の認知症徘徊高齢者を在宅介護している方に、位置情報探索機の申込金及び探索シス
テム利用料の助成を行います。

成果（事業が意図する成果）

　認知症を早期に発見し、原因疾患で治療可能なものについて早期に治療を行うことにより、認知症の進行
を最小限に抑えます。
　また、徘徊高齢者や要介護者を支援することにより、家族等の介護者の負担を軽減します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

早期に発見された人の割合
物忘れ相談の中で認知症と診断された者の
数／来所数

（ 平成19 ） 年度に

（
発見数の増

加 ） の水準達成

相談の結果、生活の質（ＱＯＬ）が改善さ
れたと思った人の割合

認知症専門相談に来所した家族で改善され
たと思った人／来所数

（ 平成19 ） 年度に

（ 70% ） の水準達成

高齢者探索サービス利用率

介護保険認定調査で、「在宅で徘徊があ
る」推定される方を母数とした、認知症徘
徊高齢者探索サービスを利用している方の
割合

（ 平成19 ） 年度に

（ 20% ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 0.00 0.00 0.00  指標１の実績
 　19年度：27/71

 

 指標２の実績
　19年度：25/28

実績１② ％ 41.67 39.13 43.28 38.00

③＝①／② ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値２④ ％ 70.00 70.00 70.00 70.00

実績２⑤ ％ 80.00 75.00 75.90 89.30

⑥＝⑤／④ ％ 114.29 107.14 108.43 127.57

目標値３⑦ ％ 20.00 20.00 20.00 20.00

実績３⑧ ％ 16.29 13.15 15.50 22.10

⑨＝⑧／⑦ ％ 81.45 65.75 77.50 110.50

事業の実施内容

平成18年度

①　講演会：3回（参加者157人)、　支援者向け講演会：1回（参加者36人）、　リーフレット等作成配布
②　認知症専門相談：所内相談12回(延21人)　訪問相談9回(延11人）　　③物忘れ相談：16回（延67人)
④　認知症高齢者訪問指導：延341人　面接・電話等相談：延733人　　　関係機関連絡：1347件
⑤　探索サービス利用者数　31人　探索依頼回数  423回

平成19年度

①　講演会：3回(参加者126人)、　支援者向け講演会：1回(参加者60人)、　リーフレット等作成配布
②　認知症専門相談：所内相談12回(延22人)　訪問相談（延7人）　　③物忘れ相談：16回（延71人)
④　認知症高齢者訪問指導：延257人　　面接・電話等相談：延　　　関係機関連絡
⑤　探索サービス利用者数　36人　探索依頼回数　1,174回



部名称 福祉部 課名称 高齢者サービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 1,450 1,665 1,705 2,495

人件費⑪ 千円 3,752 3,752 3,726 3,717

事務費⑫ 千円 66 221 35 10

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 5,268 5,638 5,466 6,222

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 5,268 5,638 5,466 6,222

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

4,620 4,872 5,466 6,222
※平成１８年度より、高齢者
探索サービスの補助金が対象
外となりました。

特定財源⑱ 648 766 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 87.70 86.41 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.45 0.45 0.45 0.45

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　認知症の早期発見のための普及・啓発活動、物忘れ相談をより充実させることや、かかりつけ医等での早
期発見方法、早期段階の認知症の進行抑制対策を進めていくことが重要です。また、認知症になっても住み
慣れた地域で安心して暮らし続けられるようにするためのしくみづくりが必要です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
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由
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達成度 2
　相談や専門医による認知症の方への接し方などの講演会を実施し、普及啓発に取り組
み早期発見の割合が増加しています。探索システムは目標値に達しました。

実施の成果 2
　講演会・物忘れ相談・認知症専門相談・訪問指導の各々の効果はありますが、区民全
体への対策としては、まだ十分ではありません。探索システムは、２４時間体制によ
り、介護者への身体的・精神的・経済的な負担を軽減しています。

効率性 2
　相談事業は、関係部課・関係機関と連携して、効率的に実施しています。探索システ
ムは、２４時間体制での位置情報提供および保護が可能な点で効率的です。

行政の関与 3
　予防・早期発見等認知症高齢者対策に、区が総合的に取組むことは必要です。探索シ
ステムは、認知症高齢者に対する支援の一環として、区がサービスを提供する必要があ
ります。

妥当性 2
　相談により認知症を早期に発見し早期に対応することは、進行防止等に有効です。探
索システムは、介護者への身体的・精神的・経済的な負担を軽減していることから、目
標や指標は妥当です。

施策寄与度 2
　専門医による相談をはじめとした様々な取り組みは、施策目的である認知症の早期発
見や介護者の負担を軽減することに寄与しています。

総
合
評
価

　１９年度の評価をBとした理由は、講演会の回数を増やし、支援者向け講演会の実施な
ど、広く普及啓発に努めたことにより、認知症の早期発見につながったことによります。
また、過去３年間の評価も、着実な事業展開が図られていることからBです。今後も関係
部署が連携して事業を実施することにより内容の充実を図っていきます。
　また、認知症の予防及び早期発見のための更なる普及・啓発を推進します。
　支援者やかかりつけ医等と連携して、きめ細かな対応を実践すると共に、保健センター
や地域包括支援センターとの連携強化により本人及び家族への支援対策を進めていくこと
が重要です。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　各種講演会や認知症専門相談等の事業については、認知症の普及啓発、早期発見・早期
対応及び本人や家庭支援事業の一環として、経常事業「精神保健相談」において引き続き
実施していきます。
　また、高齢者探索システムについては、認知症高齢者に対する支援事業の一環として、
経常事業「徘徊高齢者探索サービス」として引き続き実施していきます。なお、認知症に
なっても住みなれた地域で安心して暮らし続けられるようにするため、第一次実行計画
「30②認知症高齢者を地域で支えるしくみづくり」に引き継いで取組んでいきます。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 26 地域包括支援センターの運営支援

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 01 福祉と保健・医療サービスなどの総合的展開

事業内容

目的
　地域の高齢者が、安心して住み慣れた地域で生活を継続することを目的とする包括的支援事業（介護予
防ケアマネジメント、総合相談・支援、虐待防止・早期発見、地域のネットワークづくり）を実施する機
関として地域包括支援センターの整備を行います。

対象・手段

　区内の６５歳以上を対象とします。区民にとって身近である特別出張所管轄を相談圏域とし、各圏域に
１所ずつセンターを設置します。地域のセンターはすべて民間法人へ委託し、それらを統轄する役割を区
役所内のセンターが担います。１７年度まで高齢者の総合相談窓口として周知されていた在宅介護支援セ
ンターの機能を強化して活用することにより、地域包括支援センターへの転換を行います。

成果（事業が意図する成果）

　特別出張所管轄を基本とする地域ごとに保健・福祉・介護に関する総合的な相談体制を整備することによ
り、高齢者とその家族が住み慣れた地域で安心して生活を継続することができます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

地域包括支援センター10所の整備
特別出張所管轄及び区役所管轄に各1所
・直営型（区設置）1所
・地域型（委託設置）9所

（ 平成18 ） 年度に

（ １０所 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 所 0.00 0.00 10.00 10.00 柏木地区と角筈地区を合
わせて一つの相談圏域と
したため、１０所設置。実績１② 所 0.00 0.00 10.00 10.00

③＝②／① ％ 0.00 0.00 100.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

設置数：①直営　　（１所）：区役所内
　　　　②民間委託（９所）：若葉、北山伏、原町ホーム、若松町、大久保、高田馬場、聖母ホーム、
　　　　　　　　　　　　　　　上落合、淀橋
相談件数：37,766件

平成19年度

設置数：①直営　　（１所）：区役所内
　　　　②民間委託（９所）：若葉、北山伏、原町ホーム、若松町、大久保、高田馬場、聖母ホーム、
　　　　　　　　　　　　　　　上落合、淀橋
相談件数：46,007件



部名称 福祉部 課名称 高齢者サービス課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 206,397 226,206

人件費⑪ 千円 0 0 231,840 256,060

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 438,237 482,266

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 438,237 482,266

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 438,237 482,266

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 28.00 31.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　利用者にできるだけ近い場所にセンターがあることが望ましいため、特別出張所管轄を基本とした相談圏
域に１所ずつセンターを設置しました。設置に際し、各圏域の利用対象者数をできるだけ均等になるよう
に、他の地区と比較して人口の少ない柏木地区と角筈地区を合わせて１つの圏域として１所のセンターが担
当することにしました。しかし、設置場所が区の西南の端で利用者に不便が生じたため、１９年４月に二つ
の地域のほぼ中央の位置にセンターを移転し、事業を実施しています。なお、地域包括ケア体制を更に充実
させていくために、地域包括支援センターの機能強化をどのように図っていくのかが課題となっています。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　ほぼ計画どおりといえます。特別出張所管轄を基本的な相談圏域とし、各圏域ごとに
１所ずつ設置しましたが、他の管轄区域と比較して人口の少ない柏木地区と角筈地区を
一つの圏域としたため、１０所の設置となりました。

実施の成果 3
　１９年度の相談件数は、前年度と比較して4946件増加しています。地域包括支援セン
ターが徐々に高齢者に周知された結果であり、実施成果は大きいといえます。

効率性 3
　１７年度まで高齢者の相談窓口の役割を担っていた在宅介護支援センターを活用して
転換したため、効率的に整備が行えたといえます。

行政の関与 3
　介護保険法により、包括的支援事業の実施と実施機関である地域包括支援センターの
設置は区が責任主体とされているため、区の関与は妥当です。

妥当性 3
　高齢者の様々な問題に適切に対応できる専門職員を配置した地域包括支援センター
が、特別出張所管轄ごとに区内１０ヶ所に整備されたことにより、高齢者が住み慣れた
地域で安心して生活を継続するための相談支援体制が整いました。

施策寄与度 3
介護だけではなく保健、医療との連携はもとより、地域の民生委員やボランティア等と
連携して総合的に支援する必要があります。各センターにおいて、関係機関とのネット
ワークづくり等を行っています。施策目的の達成に十分寄与しているといえます。

総
合
評
価

　１９年度の評価は、各センターへ職員を１名ずつ増配置し、認知症高齢者や虐待に関す
る相談等に対して、十分な対応ができる体制になったことからBとします。なお、過去２
年間の評価も、計画どおり１０所の地域包括支援センターを整備し、着実な事業展開が図
られたことからBとします。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　本事業は、介護保険法上の地域支援事業に位置づけられており、今後は経常事業「地域
包括支援センター事業」として実施していきます。また、地域包括支援センターの機能強
化については、包括的・継続的ケアの強化や居宅介護支援機能の強化等の視点から、必要
な見直しを図っていきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 27 介護保険利用者保護体制の充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 01 福祉と保健・医療サービスなどの総合的展開

事業内容

目的
　苦情の対応体制を充実し、公正・中立な要介護認定調査を行なうことにより、利用者保護を目指しま
す。
また、事業者のサービスの質の向上を促進させ、利用者本位のサービスを目指します。

対象・手段

　苦情対応・相談を通じて、利用者及び介護サービス事業者に助言指導します。
　要介護認定調査が適切に行なわれているかの点検調査とともに、新規利用者の認定調査を行います。
　介護老人保健施設の実地指導を実施します。また、介護支援専門員初任者研修を行います。
　介護サービス事業者協議会の運営支援を行ない、事業者向けに研修会を開催します。

成果（事業が意図する成果）

　利用者保護体制を充実することにより、サービスの質が向上し、利用者が安心して介護サービスを利用で
きるようになります。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

介護老人保健施設指導監査 介護老人保健施設指導監査を行なった件数

（ 平成19 ） 年度に

（ 3所 ） の水準達成

要介護認定調査件数 公務員が要介護認定調査を行なった件数

（ 平成19 ） 年度に

（ 1000件 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 所 0.00 3.00 3.00 3.00

実績１② 所 0.00 2.00 3.00 3.00

③＝②／① ％ 0.00 66.67 100.00 100.00

目標値２④ 件 0.00 1,000.00 1,000.00 1,000.00

実績２⑤ 件 0.00 700.00 1,652.00 2,002.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 70.00 165.20 200.20

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

要介護認定調査　　　　　　１６５２件
苦情相談　　　　　　　　　　１１１件
介護老人保健施設実地指導　　　　３所　　介護サービス事業所管理者講習会　２回
介護サービス事業者協議会運営支援 （研修会３回、福祉展の開催）

平成19年度

要介護認定調査　　　　　　２００２件
苦情相談　　　　　　　　　　　７５件
介護老人保健施設実地指導　　　　３所　　介護支援専門員初任者研修　１回
介護サービス事業者協議会運営支援　（研修会３回、福祉展の開催）



部名称 福祉部 課名称 介護保険課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 1,035 1,125 796

人件費⑪ 千円 0 44,069 46,520 46,345

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 45,104 47,645 47,141

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 45,104 47,645 47,141

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 44,814 47,204 47,141

特定財源⑱ 0 290 441 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 99.36 99.07 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 5.00 4.00 4.00

非常勤職員 0.00 1.00 5.00 5.00

事業に関する検討課題

　介護老人保健施設の指導監査は、「介護保険の適正利用の促進」と重複する事業ですので、平成２１年度
からの「第４期介護保険事業計画」の見直しとともに事務事業の整理が必要です。また、平成２０年度から
新規認定調査を全件公務員が行う体制の整備が必要です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　苦情相談に対する区の迅速かつ適切な関与により、利用者保護が図られています。

実施の成果 3
　苦情・相談の対応は利用者への助言やサービス事業者との調整、事業者指導などを行
うことが多く、適正なサービス提供につながりました。介護サービス事業者協議会の活
動を支援することで、サービスの質の向上につながりました。

効率性 3
　この事業は区職員により実施しているため、公正かつ適切に行われています。特に苦
情対応は、区の体制のみならず介護サービス事業者協議会の活用により、効果的に行な
われています。

行政の関与 3
　苦情・相談の対応、要介護認定調査の点検は、保険者の責務として、利用者が安心し
てサービスを利用するために区が行うべき事業です。

妥当性 3
　多様な事業主体が参入し、利用者との契約に基づきサービスを提供する介護保険制度
の下では、苦情対応体制の充実は利用者保護に必要な対策です。

施策寄与度 3
　この３年間で利用者からの苦情対応、事業者指導、公務員による認定調査を強化して
きました。利用者・事業者の双方へ区が関与することにより、施策に寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、計画どおりに事業を実施し、目標を概ね達成し
たためです。区は、苦情相談に対し、当事者間の調整などを行い、利用者が安心してサー
ビスを利用できる環境作りに寄与しています。介護老人保健施設の実地指導に関しては、
区内施設３所に対してすべて行い、介護サービス事業者協議会の活動支援とともに、サー
ビスの質の向上につながっています。また、過去３年間の実績ではＢと評価します。着実
な事業実施により、介護保険サービスに関する苦情相談窓口として定着しました。また、
苦情・相談の対応は、利用者に介護保険の正しい知識を伝え、適正にサービスを利用して
もらうための良い機会となっています。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　苦情・相談対応等の利用者保護体制については、１２年度から１４年度までの間に基礎
は構築され、１５年度以降はその充実を図ってきました。さらに１７年度からの３年間で
苦情相談窓口として確実に定着しました。このため、２０年度からは経常事業の「利用者
保護体制の充実」に引継いで取り組んでいきます。苦情・相談については、今後、さらに
苦情事例の記録の整理方法や苦情対応困難ケースの事例の検討等の充実に努め、よりわか
りやすい相談体制の構築を図ります。
　新規認定調査を全件公務員が行う体制整備については、介護支援専門員の資格を持つ非
常勤職員を雇用することにより、４月から実施しています。

方向性

※

2

手段改善



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 28 介護保険の適正利用の促進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 01 福祉と保健・医療サービスなどの総合的展開

事業内容

目的
　介護保険制度の安定的かつ継続的な運営を目指して、サービス内容や、介護保険給付内容の点検を強化
し、事業者に対する必要な指導を行っていきます。あわせて、サービス利用者に対する適正な利用を促し
ていきます。

対象・手段

　介護保険給付分析ソフトを利用し、不適正・不正な介護保険サービスの提供を行っている事業者を調査
し、指導を行います。
　給付適正化システムを用いて、介護保険事業者からの保険給付請求費用の点検を強化します。また介護
保険利用者に対して、サービスの利用実績を通知することで、不適正なサービスがないか注意を喚起しま
す。

成果（事業が意図する成果）

　適切な介護保険サービスの提供及び利用を促進することで、利用者の自立支援が促されます。また、事業
者のサービス内容を調査・検証することで、介護保険事業者の不正請求並びに事業者の指定取消に至る悪質
な事例発生を未然に防ぐことができます。これらにより、保険給付費の抑制が期待でき、社会保険としての
介護保険制度の安定かつ持続的な運営を実現します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

調査事業者数

介護保険給付分析ソフト等により、不適正
な
介護保険サービスを提供していると思われ
る
事業者を抽出し、実地調査を行う事業者の

（ 毎 ） 年度に

（
事業者数
４８所 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 　　所 0.00 48.00 48.00 48.00

実績１② 　　所 0.00 48.00 43.00 42.00

③＝②／① ％ 0.00 100.00 89.58 87.50

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
介護保険サービス事業者実地調査　　　　　　４３所（地域密着型サービス中心）
保険給付請求費用の点検　　　　　　　　　　１４１事業所に点検内容通知送付
給付費通知の発送　　　　　　　　　　　　　年２回・１２，８１２通

平成19年度

介護保険サービス事業者実地調査　　　　　　４２所（地域密着型サービス中心）
事業者集団指導　　　　　　　　　　　　　　２回
保険給付請求費用の点検　　　　　　　　　　２５５事業所に点検通知送付
給付費通知の発送　　　　　　　　　　　　　年２回・１２，３４３通



部名称 福祉部 課名称 介護保険課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 1,391 1,595 1,614

人件費⑪ 千円 0 21,434 38,480 38,362

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 22,825 40,075 39,976

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 22,825 40,075 39,976

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 16,149 40,075 39,976

特定財源⑱ 0 6,676 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 70.75 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 2.00 4.00 4.00

非常勤職員 0.00 2.00 2.00 2.00

事業に関する検討課題

　介護費用適正化対策には、事業者自身の自己点検、保険者による指導・監査といった様々な場面における
取組みがあります。それぞれの場面で、より実効的かつ効果的な結果が得られる事業実施手法について常に
検討する必要があります。また、事業所の指導監査については、「利用者保護体制の充実」と一部重複して
いますので、平成２１年度からの「第４期介護保険事業計画」の見直しとともに事業の整理が必要です。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　事業者に対する実地調査は４２事業所実施しました。また介護保険利用者に対する給
付費通知の発送を年２回行い、年間計画どおりに保険給付請求内容の点検も実施しまし
た。区内全事業所を対象に、法令遵守の徹底を図るため集団指導を２回実施しました。

実施の成果 2
　事業者に対する実地指導や保険請求内容の点検により、不適正なサービスが明らかに
なった場合は、保険給付費の返還を求めるとともに、運営基準に沿った適正なサービス
の提供を行うよう事業者に徹底しました。

効率性 2
　この事業は区職員により実施しているため、公正かつ適切に行え、効率性の面からの
利点もあります。しかし、職員の指導レベルにばらつきがあるため、職員個々人のスキ
ルアップと指導内容の標準化を図る必要があります。

行政の関与 3
　介護保険事業者に対する調査・指導、保険請求の点検は保険者の責務として行うべき
事業です。介護保険の適正利用を進めるために区が積極的に関与していく必要がありま
す。

妥当性 3
　介護保険の適正利用は、単一の方法や短期間で実現するものではありません。
　事業者への指導や保険請求内容の点検、給付費通知による利用者への不適正なサービ
スに対する注意喚起などにより、適正利用を推進していくことができると考えます。

施策寄与度 3
　介護サービス事業所に対する実地調査、給付費通知などによる介護保険の適正利用の
推進は、介護保険制度の安定的かつ持続的な運営を目指すために必要不可欠な事業であ
り、施策に寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、計画どおり事業を実施し目標を概ね達成したた
めです。事業者指導の強化については、地域密着型サービス事業者を中心に４２事業所に
対して指導調査を実施し、着実な成果を挙げています。また年２回給付費通知を発送する
ことで、利用者に対して不適正なサービス利用はないか注意喚起を図りました。
　過去３年間の実績ではＢと評価します。事業者に対する指導調査の方法が一定程度確立
されたこと、給付費通知による利用者への注意喚起、東京都国民健康保険団体連合会から
の情報をもとに、介護報酬請求内容の点検を随時実施したことにより、介護サービスの適
正利用推進に寄与しています。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　１８年度からの介護保険法の改正により、事業者指導に関しての保険者機能が強化され
ました。このため、公正・中立な立場で効率的かつ効果的に事業が遂行できる指導体制を
整備し、指導調査の方法を一定程度確立しました。２０年度以降は、経常事業の「介護保
険の適正利用の促進」として恒常的に取り組んでいきます。その中で、より介護サービス
の質の向上に結びつくような、実効性のある指導の実施を目指していきます。また請求費
用点検の強化については、東京都国民健康保険団体連合会が行う点検内容が拡大されたた
め、点検体制も含め実施方法の見直しを検討していきます。
　また、「利用者保護体制の充実」と重複する事業については、整理統合を図っていきま
す。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 29 知的障害者・障害児ショートステイの充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 02 ともにつくる福祉の推進

事業内容

目的 　在宅知的障害者の地域生活を支援します。

対象・手段
　新宿生活実習所の多目的ルームを利用し定員3名の知的障害者・障害児(学齢期以上）ショートステイ事
業を実施します。

成果（事業が意図する成果）

　保護者等の介助者の急病時における障害者緊急一時保護利用と、保護者等の介助者の休養のための利用
（レスパイト）のショートステイ事業を行うことにより、在宅の知的障害者や障害児とその保護者等が住み
慣れた地域で安心して生活を継続することが可能となります。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

知的障害者・障害児のショートステイの開
始

新宿生活実習所多目的ルームに3床のショー
トステイ施設を設置し、運営を開始しま
す。

（ 平成17 ） 年度に

（ 3床 ） の水準達成

ショートステイ利用登録者数

障害者・児ショートステイ事業の周知度を
図るため、ショートステイ利用登録者数を
指標とし、前年度数に3人増で目標達成とし
ます。(目標登録者：平成17年度72人、平成
18年度75人、平成19年度78人）

（ 平成19 ） 年度に

（
毎年3人の
増 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 床 0.00 3.00 3.00 3.00

実績１② 床 0.00 3.00 3.00 3.00

③＝②／① ％ 0.00 100.00 100.00 100.00

目標値２④ 人 0.00 72.00 75.00 78.00

実績２⑤ 人 0.00 72.00 77.00 87.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 100.00 102.67 111.54

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
事業の２ヵ年目として、利用登録者も増加し、安定した運営になっています。緊急時対応の定員枠を１名
とし、他２名分を保護者の不在時や介助者の休養のための利用（レスパイト）ができる定員枠として実施
しています。

平成19年度
事業開始から３年が経過し、安定した運営を行っています。障害児・者への周知も進み、利用登録者も大
幅に増加しました。緊急時対応の定員枠を１名とし、他２名分を保護者の不在時や介助者の休養のための
利用（レスパイト）ができる定員枠として実施しています。



部名称 福祉部 課名称 障害者福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 13,740 10,746 11,340

人件費⑪ 千円 0 834 828 826

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 14,574 11,574 12,166

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 14,574 11,574 12,166

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 11,477 11,574 12,166
平成17年度は特定財源（支援
費及び自立支援給付費（国庫
分）・都補助金）は区の歳入
でしたが、18年度の指定管理
者制度の導入に伴い、事業受
託法人の収入となりました。

特定財源⑱ 0 3,097 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 78.75 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.10 0.10 0.10

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　本ショートステイ事業は、平成18年４月に施行された障害者自立支援法に基づく「障害者短期入所事業」
と位置付け運営しています。
　今後さらに幅広く障害者の方にご利用いただけるよう事業の周知と受け入れ側の職員のスキルの向上を
図っていく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　障害者・障害児ショートステイ事業（3床）を開始し、順調な事業運営となっていま
す。登録者も予定を上回る数となっています。緊急枠を除けば利用率も高く堅実な成長
です。

実施の成果 3
　利用登録者も大幅に向上し、緊急時受け入れが可能な安心感と併せて、地域の障害者
及び家族等の福祉の向上に成果がありました。
　また、学齢期の障害児の一時保護にも成果を挙げています。

効率性 2
　事業運営は、生活実習所の所長が責任者となり、運営職員との連携体制を整えるなど
事業実施の質、安全性、安定性を確保しています。運営職員には法人の非常勤職員をあ
て、効率的に運営されており、区の費用負担は最小限です。

行政の関与 3
　障害者の地域生活を支える上で、介護者の急病時対応や休養機会の提供などの手段と
して、障害者短期入所事業は大変重要な事業です。しかし、区内にショートステイ事業
を行う民間事業者がないため、区がサービス基盤の充実に関与するのは妥当です。

妥当性 3
　介助者等の急病時等に、より多くの障害者が地域の身近な施設においてショートステ
イ事業が利用できるよう整備を行うことは、障害者・児の地域生活支援体制の充実を図
るために妥当です。

施策寄与度 3
　介助者等の緊急時対応への支援により、障害児・者の地域生活支援体制の充実に寄与
しています。

総
合
評
価

　平成19年度の評価はＢです。
　平成19年度に事業周知に努めた結果、利用登録者数は大幅な伸びを示し、事業費も効率
的な運営ができているためです。
　平成17年度から19年度の3ヵ年における評価もＢとします。
　指定管理者制度への移行後も障害者自立支援法に基づくサービスとして事業の質、安定
性を保っており、障害者・障害児の地域生活の支援の向上に寄与しています。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　幅広い障害者の方の利用に対応できるよう、受け入れ側職員の知識、ケア等のスキルの
向上を図り、平成２０年度からは経常事業「生活実習所の管理運営」の中で継続して運営
します。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 30 心身障害者グループホームの設置促進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 02 ともにつくる福祉の推進

事業内容

目的
　民間との協働により、心身障害者が地域での自立生活の促進を図り、安心して暮らせる地域社会の実現
をめざします。

対象・手段

　重度知的障害者グループホームについては、運営する社会福祉法人等に対し、施設整備費の補助を行い
ます。
　重度重複心身障害者グループホームについては、設置する社会福祉法人に対し、施設整備費補助と運営
助成を行います。

成果（事業が意図する成果）

　心身障害者の地域自立生活の定着が図られます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

区内知的障害者グループホーム設置数 目標値　４か所(22名)

（ 平成19 ） 年度に

（
設置数
4か所 ） の水準達成

区内身体障害者グループホーム設置数 目標値　２か所(20名）

（ 平成19 ） 年度に

（
設置数
2か所 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① か所 2.00 4.00 4.00 4.00

実績１② か所 2.00 4.00 3.00 3.00

③＝②／① ％ 100.00 100.00 75.00 75.00

目標値２④ か所 1.00 2.00 2.00 2.00

実績２⑤ か所 1.00 1.00 2.00 2.00

⑥＝⑤／④ ％ 100.00 50.00 100.00 100.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
重度重複心身障害者グループホーム（ひまわりホーム）は、平成19年2月に竣工しました。（平成19年4月1
日開設）

平成19年度

事業としての取り組みはありません。しかし継続して障害者の地域自立生活促進を図るため、第一次実行
計画において「障害者グループホーム（知的障害者）等の設置促進」としてグループホーム等の基盤整備
を位置づけ、区内にグループホーム等を設置する社会福祉法人等に対し、建設費補助を行うこととしまし
た。平成２０年度から３ヵ年にわたり１か所ずつ設置し、合計６か所をめざします。



部名称 福祉部 課名称 福祉部障害者福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 2,642 7,000 0

人件費⑪ 千円 0 1,668 1,656 0

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 4,310 8,656 0

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 4,310 8,656 0

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 2,989 8,656 0

特定財源⑱ 0 1,321 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 69.35 100.00 0.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.20 0.20 0.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　本計画では、知的障害者グループホーム2か所に対する建設費への助成の実施と、重度重複心身障害者グ
ループホームに対する区有地の貸与及び建設費助成を2か年にわたり実施し、目標達成に至り一定の成果を
上げることができました。
　しかし、保護者の高齢化による在宅生活の継続が困難となる障害者や、施設から地域移行を求められてい
る障害者などの地域生活を支援するためには、法人都合により閉所した知的障害者グループホームの補完を
含めグループホームをさらに区内に設置する必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　重度重複心身障害者グループホーム「ひまわりホーム」（定員１０名）が平成１９年
４月に開設し、順調な達成度です。知的障害者のグループホームについては、１所が法
人都合により閉所したため、７５%の達成度です。

実施の成果 3
　障害者の地域自立生活への移行は障害者福祉の重要課題で、今回の心身障害者グルー
プホーム設置が障害者福祉の障害者の福祉向上に寄与するところは非常に大きいと思わ
れます。

効率性 3
　重度重複心身障害者グループホームには、区有地の有償貸与及び施設整備の一部補助
を行いました。国、都による補助も活用し、法人支援方法としては概ね効率的です。知
的障害者グループホームも、都補助を合わせて活用するため効率的です。

行政の関与 3
　心身障害者グループホームは、障害者の地域自立生活への移行のため不可欠であり、
東京都も障害者福祉の重点施策として推進しているところです。区内においても需要が
多く、区として誘致策を講ずる必要があります。

妥当性 3
　区有地の貸付については、区内に適当な土地がないことからやむを得ないと思われま
す。重度知的障害者グループホームの施設設備費は大部分は東京都が補助しており、区
の負担は最低限にとどまっています。

施策寄与度 3
　「ともにつくる福祉の推進」として、区内にグループホームを設置する意欲ある社会
福祉法人に対し、区が財政的支援を行うことにより、基盤整備の促進につながりまし
た。

総
合
評
価

　平成19年度は、重度重複心身障害者グループホームが、４月開設し、計画どおりに事業
達成していますので、評価はＢです。
　平成17年度から19年度の3ヵ年の評価としてもＢです。
　民間法人の事業への助成を行うことで、知的障害者グループホーム３所と身体障害者グ
ループホーム（重度重複含む）２所が、区内整備促進につながりました。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　区外施設から地域生活に移行する方への支援や、保護者等介護者の高齢化により在宅生
活の継続が困難な方への支援を目的として、また、既存グループホーム一箇所の閉所によ
る目標未達成状況の改善を図るため、知的障害者グループホームの区内誘致を再度図るた
め第一次実行計画の「３４②グループホーム（知的）等の設置促進」として位置づけ、区
内設置を行う法人の誘致を行います。さらに、重度重複心身障害者グループホームの「ひ
まわりホーム」は重度身体障害者グループホーム「あじさいホーム」とともに、「身体障
害者福祉ホーム」として新宿区地域生活支援事業に位置づけ充実を図るとともに、障害者
の地域生活支援の基盤整備に努めていきます。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 31 障害者入所支援施設の設置促進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 02 ともにつくる福祉の推進

事業内容

目的
　施設入所希望者の入所先を区内に確保することにより、障害者が住み慣れた地域での生活を継続するた
めの支援をします。

対象・手段 　建設費補助を行うことで、社会福祉法人が区内に障害者支援施設を設置、運営することを支援します。

成果（事業が意図する成果）

　施設入所希望障害者の入所先を確保するとともに、障害者の日中活動の場やショートステイ事業所につい
ても確保することにより、障害者の地域生活の充実を図ります。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

障害者支援施設(身体障害者対象）の入所者
数

社会福祉法人設置による入所施設(身体障害
者対象）の入所者数

（ 平成20 ） 年度に

（ 10人 ） の水準達成

区内設置の障害者支援施設(知的障害者対
象)の入所者数

社会福祉法人設置による入所施設（知的障
害者対象）の入所者数

（ 平成24 ） 年度に

（ 30人 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 人 0.00 10.00 10.00 10.00

実績１② 人 0.00 0.00 0.00 0.00

③＝②／① ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値２④ 人 0.00 30.00 30.00 30.00

実績２⑤ 人 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

　障害者支援施設(旧身体障害者療護施設）は、事業実施社会福祉法人は平成19年2月に着工し、平成20年6
月に施設開設予定です。区は、特別養護老人ホームと合わせて建設費補助を18年度と19年度に行います
が、その1ヵ年目の補助を行いました。旧知的障害者入所更生施設は、新制度に対応した整備を行うため、
平成24年度以降の設置を目指し準備を行います。

平成19年度

　平成20年3月に竣工した障害者支援施設（旧身体障害者療護施設）「新宿けやき園」に対し、特別養護老
人ホームと合わせ２ヵ年目の建設費補助を行いました。平成20年6月から順次利用者が入所しています。障
害者支援施設（旧知的障害者入所更生施設）については、平成２４年度以降の設置を目指し準備すること
を第一次実行計画としました。



部名称 福祉部 課名称 障害者福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 274 19,800 46,200

人件費⑪ 千円 834 4,169 4,140 4,130

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 834 4,443 23,940 50,330

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 834 4,443 23,940 50,330

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

834 4,443 23,940 50,330

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.10 0.50 0.50 0.50

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　障害者支援施設「新宿けやき園」（主な対象は身体障害者）は、夜間支援（定員10人）と、日中サービス
の生活介護（定員20人／日）サービスと短期入所（定員2人／日）を行う施設で、自立支援給付費で運営さ
れますが、給付費には医療的介護の費用は織り込まれていません。しかし、医療的介護に関する区民ニーズ
が大変高く、これに応えるには、給付費とは別に区から運営法人に対し、看護師等を増配置する経費への助
成を行うことが必要です。　旧知的障害者入所更生施設は、新制度に対応した施設として平成24年度以降の
開設を目指して準備を行っていきます。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　旧身体障害者療護施設は、社会福祉法人に対する建設費補助を行い、平成20年3月竣工
し、6月に障害者支援施設として開設されており順調な進行状況です。旧知的障害者更生
施設は、改めて第一次実行計画に位置づけ、平成24年以降の開設を目指します。

実施の成果 3 　入所需要の充足及び障害者の地域生活支援策としての成果は大きいと考えます。

効率性 3
　入所施設の最低設置定員(30人）が要件が緩和される特別養護老人ホーム併設施設とし
ての整備で効率的です。法人は、区補助に併せ国、都の建設費補助も活用予定で効率的
です。なお、知的障害者の入所需要状況では、30人／日以上の規模の施設が必要です。

行政の関与 3
　区内は土地代も高く、社会福祉法人単独での建設は困難であり、また、自立支援給付
費のみでは運営が難しい施設であるため、設置及び運営について区が支援することは必
要です

妥当性 3
　当該障害者入所支援施設により身体障害者の待機者の一部は解消することができまし
た。また、入所施設は短期入所による緊急対応等、障害者地域生活支援の拠点としての
役割が期待されることから、区の基盤整備助成は妥当です。

施策寄与度 3
　社会福祉法人の障害者入所施設を区内に設置することに対し助成を行うことにより、
施設整備が促進され、入所待機者の解消と障害者地域生活支援の拠点整備につながりま
す。

総
合
評
価

　平成19年度についての評価はＢです。百人町四丁目の特別養護老人ホーム併設の障害者
支援施設は、平成２０年６月に開設し、ほぼ計画通りの進行です。
　平成17年度から19年度の3ヵ年の評価としてもＢです。百人町の施設開設により、障害
者が住み慣れた地域で引き続き生活を送るために大いに寄与することを期待しています。
また、知的障害者を主な対象として整備予定の障害者支援施設についても、第一次実行計
画において整備を位置づけ、平成24年度以降に適切な用地を確保し、区内に設置する社会
福祉法人を誘致するなどの準備を行うこととし、着実な進行を予定しています。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｄ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　百人町四丁目に建設中の旧身体障害者療護施設については、障害者支援施設として運営
されますが、医療的介護に必要な看護職員の増配置を行うため、社会福祉法人に対し運営
助成を行い、障害者に対する支援の充実を図ります。（「障害者支援施設運営助成」事
業）
　また、知的障害者を主な対象とした障害者支援施設(旧知的障害者入所更生施設）は、
第一次実行計画に「３４①障害者入所支援施設（知的）等の設置促進」として位置づけ、
平成２４年度以降の開設を目指し、準備を行います。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 32 地域見守りネットワークの充実

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 03 社会福祉を支える新しいしくみづくり

施策 02 ともにつくる福祉の推進

事業内容

目的
　地域社会との交流に乏しい一人暮らしの高齢者等を訪問し、安否の確認や話相手になるなどして、高齢
者の孤独解消と事故の未然防止を図ります。併せて介護の予防と自立した生活を支援します。

対象・手段
対象：６５歳以上の一人暮らし、または高齢者のみの世帯
手段：ボランティアの地域見守り協力員が高齢者を訪問し、日常生活の相談及び安全の確認をします。
　　　また、より専門的な相談をふれあい訪問・見守り協力員事業推進員が行います。

成果（事業が意図する成果）

　高齢者の孤独感の解消、事故の未然防止、介護の予防及び自立した生活を支援することができます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

地域見守り対象者数
　地域見守り協力員が訪問する、地域見守
り対象者の数

（ 平成19 ） 年度に

（ 530人 ） の水準達成

ふれあい訪問対象者数
　地域見守り協力員ではなく、より専門的
なふれあい訪問・見守り協力員事業推進員
が訪問する、ふれあい訪問希望者の数

（ 平成19 ） 年度に

（ 450人 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 人 640.00 530.00 530.00 530.00 １７年度から１９年度ま
での目標値は１６年度の
実績の７％増しとした。実績１② 人 496.00 491.00 484.00 561.00

③＝②／① ％ 77.50 92.64 91.32 105.85

目標値２④ 人 450.00 450.00 450.00 450.00

実績２⑤ 人 285.00 221.00 210.00 182.00

⑥＝⑤／④ ％ 63.33 49.11 46.67 40.44

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

地域見守り協力員（ボランティア）：　２７７名
地域見守り対象者：　　　　　　　　　４８４名
ふれあい訪問対象者：　　　　　　　　２１０名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３月末）

平成19年度

地域見守り協力員（ボランティア）：　２８５名
地域見守り対象者：　　　　　　　　　５６１名
ふれあい訪問対象者：　　　　　　　　１８２名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３月末）



部名称 福祉部 課名称 地域福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 17,895 16,875 17,407 14,646

人件費⑪ 千円 2,501 2,501 2,484 2,478

事務費⑫ 千円 6 4 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 20,402 19,380 19,891 17,124

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 20,402 19,380 19,891 17,124

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

10,367 9,074 9,591 6,820

特定財源⑱ 10,035 10,306 10,300 10,304

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 50.81 46.82 48.22 39.83

職員
常勤職員

人
0.30 0.30 0.30 0.30

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　地域見守り事業は一人暮らし高齢者等が地域で安心して暮らし続けるための施策として重要視されていま
すが、個人のプライバシーを尊重する必要もあり、現状ではサービスを申請した世帯を対象としています。
　今後、認知症高齢者の支援や高齢者の孤独死を防止するための地域の支えあいの仕組みづくりを検討して
いく中で、本事業のあり方も併せて見直していく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　他事業の申請時に本事業を説明し、申込みを勧めるなどして事業の周知を図ったこと
により、地域見守り対象者は目標の１０６％を達成しました。しかし、ふれあい訪問対
象者は目標の４０％を達成するに止まりました。

実施の成果 2
　地域見守り対象者は５６１名となり、ほぼ安定した数で推移しています。しかし、ふ
れあい訪問対象者は１８２名に止まっています。高齢者の引きこもり防止や孤独感の解
消という成果を上げるため、今後さらに事業の周知に努めていきます。

効率性 2
　高齢者に対する見守りや相談事業は新宿区社会福祉協議会へ委託して実施していま
す。これらの事業は地域ボランティアとの協働により効率的に運営されています。

行政の関与 2
　この事業は、新宿区社会福祉協議会に委託していますが、総合的な調整機能は区が
担っています。地域社会との交流が乏しい高齢者に対し見守りを行うことは区民の安
全・安心を担保するもので、区が関与することは必要です。

妥当性 2
　地域見守り対象者における目標は、平成１６年度を基準として一定の増加を見込んだ
もので、適切であると考えます。その一方、ふれあい訪問対象者における目標は、需要
と供給の視点から事業の現状を分析し、見直しが必要であると考えます。

施策寄与度 2
　この３年間で、地域見守りでは１，５３６名、ふれあい訪問では６１３名の実績があ
りました。協力員の訪問をきっかけにした一人暮らし高齢者等と地域住民との交流拡大
は、孤独感の解消や事故（孤独死等）防止につながり、施策推進に寄与しているといえ

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、利用者数が安定した数で推移していることによ
ります。本事業は委託先である社会福祉協議会の地域活動のひとつとして区民に認知され
るものとなっています。
　また、過去３年間の評価ではＢと評価します。見守り協力員やふれあい訪問の相談員の
訪問をきっかけに、一人暮らし高齢者等と地域住民との間に交流が広がり、地域ボラン
ティアとの協働によって孤独感の解消や事故（悪質商法被害や孤独死等）の防止につな
がっていることは、地域見守りネットワークの目的に沿ったものと評価できます。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ａ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、第一次実行計画の「３０③地域見守り活動の推進」に引き継いで取り組ん
でいきます。地域のさまざまな団体への働きかけ等により登録ボランティアの拡大を図る
とともに、高齢者の地域参画のきっかけづくりや相談相手になるなど、高齢者の生活支援
につながるよりきめ細かな見守り体制を推進していきます。また、他の一人暮し高齢者向
けサービスと連携しながら見守り対象者の利用促進を図ります。

方向性

※

4

拡大



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 33 家庭の教育力の向上

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的 　家庭の教育力の向上及び地域の教育力との連携による相互の教育力の向上を図ります。

対象・手段

対象：幼・小・中学校の保護者
手段：ＰＴＡ・学校関係者が社会教育指導員の指導助言を受けながら、子育てに関わる講座を自主的に企
画　　運営し、また、研修を受講します。15年度からは生涯学習財団により家庭教育支援委託事業が加わ
り、　　地域の教育活動団体の活用を図っています。

成果（事業が意図する成果）

　保護者が講座の企画運営の段階から関わり研修を実施することで、保護者同士が学びあう環境を作り家庭
の教育力が向上されます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

家庭教育学級開催回数
延べ開催回数（ブロック単位で２から３
回）小学校数

（ 毎 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

家庭教育講座開催回数 延べ開催回数（幼稚園＋中・養護学校数）

（ 毎 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 回 30.00 30.00 30.00 29.00 平成１９年度から小学校
数が統廃合により３０校
から２９校になっていま
す。

実績１② 回 30.00 33.00 30.00 29.00

③＝②／① ％ 100.00 110.00 100.00 100.00

目標値２④ 回 39.00 38.00 38.00 35.00

実績２⑤ 回 32.00 34.00 29.00 28.00

⑥＝⑤／④ ％ 82.05 89.47 76.32 80.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
家庭教育学級　１１ブロック３０回実施　延べ１，９５３人参加　家庭教育講座（幼・中・養護）２９回
実施　延べ１，２０６人参加　ＰＴＡ研修会　幼延べ１６０人・小延べ５０８人・中延べ１３３人　家庭
教育特別講座　３回１６８名　（財団事業）支援委託事業　２事業　延べ３０回・３７２人参加

平成19年度
家庭教育学級　１０ブロック２９回実施　延べ１，９３４人参加　家庭教育講座（幼・中・養護）２８回
実施　延べ１，１６５人参加　ＰＴＡ研修会　幼延べ１３９人・小延べ４０９人・中延べ１３２人



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育政策課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 4,706 5,303 5,622 4,233

人件費⑪ 千円 11,428 11,428 11,984 11,930

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 16,134 16,731 17,606 16,163

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 16,134 16,731 17,606 16,163

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

16,134 16,731 17,606 16,163

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.80 0.80 0.80 0.80

非常勤職員 2.00 2.00 2.00 2.00

事業に関する検討課題

　家庭を取り巻く環境が大きく変容している中で、保護者の家庭教育に対する意識の高揚を図るため本事業
の推進が必要であり、引き続き講座等における対象の拡大や内容の充実による活性化が必要です。

　
　
評
価
基
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に
基
づ
く
評
価
と
理
由
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達成度 2
　中学校の保護者対象家庭教育講座では３年間とも30から40％台の実施状況です。一
方、小学校・幼稚園では３年間とも100％を越え、全体では概ね目標を達成しています。

実施の成果 3
　ＰＴＡが、自ら講座運営を行い、課題解決の手法を学ぶ重要な機会となっています。
また、保護者全体の家庭教育への意識向上がなされています。この成果は数値化が困難
ですが、この数年の小Ｐ連・中Ｐ協の地域パトロールなどの動きの一因にもなっていま

効率性 3
　ＰＴＡ主体で講座運営がなされており、教育委員会主催事業で職員が直接執行あるい
は委託による実施に比べ、人件費委託料の視点からも効率的です。

行政の関与 3
　家庭教育は第一義的には各家庭が自主的に取り組むことが前提ですが、家庭の教育力
の低下が問題になっています。専門知識を有する行政が一定の方向性を示し、保護者の
代表であるＰＴＡが企画運営する協働による手法は適切と考えています。

妥当性 2
　家庭の教育力は、個人の生活環境に関わることであり、行政が直接関与するのではな
く、保護者の集合体であるＰＴＡを核として地域全体で推進することが目的、手段、対
象とも妥当と考えています。

施策寄与度 3
　家庭教育学級・講座の定着化により、保護者の参画意識・連帯意識が強まり、地域が
「共育」の場となり、子どもを取り巻く環境の維持改善に寄与しています。この３年間
でともに学び支えあう環境が充実したと判断しています。

総
合
評
価

　「概ね計画どおり」推進しＢと評価した理由は、実績及びＰＴＡ担当者(講座担当者）
及び参加者からのアンケート結果を元にしています。特に企画運営に携わったＰＴＡ担当
者からは、単に講座の実施・受講という側面にとどまらず、講座運営を通しての家庭教育
向上活動への意識付けなどの効果についての評価が受け取れます。
　また、過去３年間の実績ではＢ評価とします。この間の小学校ＰＴＡ連合会、中学校Ｐ
ＴＡ協議会の取り組みも、社会全体で家庭の教育力を向上する主体的な取り組みに転換し
てきており、成果が表れていると考えています。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　過去３年間の実績から判断し、計画事業の目標は達成できたと考え、２０年度からは経
常事業「家庭の教育力の向上」に引き継ぎ、引き続き家庭教育学級・講座の取り組みの重
要性を重視し、現状どおり継続して推進してまいります。
　同時に、家庭教育学級・講座の枠では参加しがたい保護者を対象とした家庭教育支援の
あり方について検討をすすめ、具体的な取り組みを行います。今後、学校行事やＰＴＡ活
動に参加が困難な保護者を対象とした休日・夜間の講座のモデル実施などをとおして、家
庭教育学級・講座と相互に関連づけた事業を試行し、家庭教育の充実を図ります。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 34 地域の教育力との協働・連携の推進

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的
　地域の団体・個人と連携するとともに、地域の教育力を支援育成し、子どもたちの健全育成事業を充実
します。

対象・手段

　地域の子どもに関わる団体（個人）と連携事業を実施し、子どもに関わる体験活動を充実するととも
に、地域社会全体で次代を担う子どもを育成するという意識を涵養し、新たな活動を支援します。また、
学校に地域の教育力を導入することにより、教育課程・学校行事の支援等を行うスクール・コーディネー
ターの活動や各中学校区での居場所づくりを行うことで、環境醸成を進めます。

成果（事業が意図する成果）

　家庭・学校・地域が連携し、地域の団体・個人がそれぞれの特性を活かして恒常的に地域社会全体で子ど
もを育てる意識が定着します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

連携事業後の地域団体の自主的活動数
目標値に対する実施数
（自主的活動団体数／3団体[目標値]）

（ 毎 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

フォーラムの参加者数
年間の参加者数
（参加者人数／500人[目標値]）

（ 毎 ） 年度に

（ ５００人 ） の水準達成

居場所事業への参加児童・生徒数
1回あたりの平均参加者数
（各学校児童・生徒数の1割程度）

（ ） 年度に

（ 30人 ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 回 3.00 3.00 3.00 3.00 　フォーラムについて
は、16年度は文部科学省
委託事業としてパネル展
示を行ったため、19年度
は文部科学省委託事業の
事業発表会を行ったため
未実施です。

実績１② 回 3.00 3.00 3.00 3.00

③＝②／① ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

目標値２④ 人 500.00 500.00 500.00 500.00

実績２⑤ 人 0.00 200.00 250.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 40.00 50.00 0.00

目標値３⑦ 人 0.00 30.00 30.00 30.00

実績３⑧ 人 0.00 43.90 33.31 26.76

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 146.33 111.03 89.20

事業の実施内容

平成18年度

地域の教育力との連携事業の実施　　10団体　　14事業実施　　地域の教育力を考えるフォーラム　　1回
250名参加　　情報誌の発行　　年2回各12,000部発行
区立小中学校全校で居場所づくり事業を実施、延べ714回23784人参加（国事業や地域団体との連携事業等
を含む）各小中学校の総合的学習等に講師等地域人材の情報提供

平成19年度

地域の教育力との連携事業の実施　　8団体　　 11事業実施
情報誌の発行　年4回発行　うち3回11,000部発行、1回15,000部発行
地域スポーツ・文化事業（区立小・中学校全校で居場所作り事業を含む）延べ2696回72144人参加
各小・中学校の総合的学習等に講師等地域人材の情報提供



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育政策課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 882 9,908 10,371 5,354

人件費⑪ 千円 9,052 9,052 11,568 11,536

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 9,934 18,960 21,939 16,890

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 9,934 18,960 21,939 16,890

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

9,934 18,960 21,939 16,890

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
1.00 1.00 1.30 1.30

非常勤職員 0.30 0.30 0.30 0.30

事業に関する検討課題

　自然体験・生活体験・社会体験等の充実により子どもの生きる力を育むため、地域の教育力との協働・連
携事業は引き続き推進していく必要があります。スクール・コーディネーターはより教育活動との連携を高
めた事業執行を行う必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　地域の教育力との協働・連携事業において目標値をほぼ計画どおり達成し、地域社会
全体で子どもを育成する意識が高まっています。

実施の成果 3
　本事業により、地域の教育力の向上・発掘やより開かれた学校づくりに大きな成果を
あげています。

効率性 2 　地域・学校・家庭の連携が進むことにより、効率的な事業運営が行われています。

行政の関与 3
　学校・家庭・地域の連携による、子どもが安全で健やかに育つ環境作りには、区の関
与が不可欠です。

妥当性 2
　子どもたちの健全育成のため、地域と学校・家庭との連携を進め、その活動の拡大を
図っていくうえで指標の設定、対象及び手段は適切です。

施策寄与度 3
　この3年間で、地域の教育力を担う多様な主体が、学校や家庭と連携することで、より
豊かな教育環境が実現できました。

総
合
評
価

　平成19年度はスクール・コーディネーターが学校と地域人材の連携に大きく貢献し、ま
た、地域の教育力を活かして区単独では実施困難な事業が展開できたことで地域団体に
とっても自立した活動に結びつけることができました。こうしたことから地域社会全体で
子どもを育成する意識の高まりとともに、概ね計画どおりと評価し、Ｂ評価とします。
　また、3年間の本事業実施により、地域・学校・家庭が連携する環境が整い、概ね計画
どおりとし、Ｂ評価とします。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　地域の教育力との協働・連携事業は地域・学校・家庭の連携に欠かせない内容になって
います。平成20年度以降、スクール・コーディネーターの活動は、経常事業の「スクール
コーディネーターの活動」として、より教育活動との連携を高めた事業執行を行っていき
ます。地域の教育力との連携は、経常事業の「家庭及び地域の教育力の向上」として地域
社会全体で子どもを育成する意識の向上を図っていきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 35 特色ある学校づくり

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的
　特色ある教育活動の充実を図り、児童・生徒の「生きる力」の育成と保護者・地域から信頼される学校
づくりを推進します。

対象・手段
対象：幼児・児童・生徒
手段：「総合的な学習の時間」などを通じ、地域や学校の実態に応じた学習活動を実施します。また、教
員　　の資質・能力向上のための校内研修等を通じて、特色ある教育活動の充実を図ります。

成果（事業が意図する成果）

　児童・生徒の興味関心や実態に応じた学習など、創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開することに
より、自ら学び考える能力を育成することができます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

中長期的な視点に沿って特色ある学校づく
りに取り組む学校

左記の内容に取り組む学校数

（ 毎 ） 年度に

（ 全校 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 校 44.00 42.00 42.00 41.00 17年度統廃合により2校減
 になっています。

19年度統廃合により1校減
となっています。

実績１② 校 44.00 42.00 42.00 41.00

③＝②／① ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
　「特色ある学校づくり教育活動計画」（平成１７から１９年度の３か年計画）に基づき、各校・園で教
育活動を行っています。

平成19年度
　「特色ある学校づくり教育活動計画」（平成１７から１９年度の３か年計画）に基づき、各校・園で教
育活動を行っています。



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育指導課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 28,808 37,936 38,002 38,372

人件費⑪ 千円 2,501 2,501 2,484 2,478

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 31,309 40,437 40,486 40,850

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 31,309 40,437 40,486 40,850

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

31,309 40,437 40,486 40,850

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.30 0.30 0.30 0.30

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　中長期的な視点に立った計画を策定し、学校経営上の目標を的確に設定し、特色ある教育活動を充実させ
るための教育実践を継続しています。今後、学校（園）長の裁量権を拡充していく中で、より一層自主的で
自律的な教育活動を進める必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　各校（園）が策定した「特色ある学校づくり教育活動計画」に沿って事業運営を行う
ことができました。

実施の成果 3
　各学校が児童・生徒一人一人の個性を伸ばすとともに、多様な学習活動を充実させる
ことができました。また、各学校自らの責任の下で地域性を生かし、主体的に運営して
いました。

効率性 2
　これまでは、義務教育学校運営費標準等に基づき一律に算定した予算を措置してきま
したが、各校（園）の実態に即したものに改善し、計画に沿った事業運営を行うことが
でき、効率的です。

行政の関与 3
　地域・保護者から信頼される地域（コミユニティ）の中心（核）となる学校をつくる
ために、各学校の特色ある学校づくりを支援することが、区教育委員会の責務です。

妥当性 2
　校（園）長が児童等や地域の実態を十分考慮し、中長期的な視点から学校（園）経営
上の目標を基に適切に評価できるよう、学校（園）を支援する体制を構築することが重
要となっています。

施策寄与度 3
　学校（園）が幼児・児童・生徒の実態に即した方針に基づき、多様な教育指導を行う
ことにより学習環境の充実に寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、校（園）長の考えに基づき充実した事業内容を
実施できたことによります。その内容は、各校（園）で策定した「特色ある学校づくり教
育活動計画」に沿って事業を運営しました。また、事業内容や予算編成の段階から、校
（園）長の裁量を拡大していく取組みにより、順調に事業を実施しました。
　また、過去３年間の実績では、Ｂと評価します。その内容は、実施してきた事業によ
り、各校（園）は、地域や児童・生徒の実態に即した教育実践を促すことができ、地域・
保護者からの学校運営に対する信頼が、より一層増してきたためです。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　引き続き「特色ある学校づくり教育活動計画」に沿って取り組んでいきます。今後は、
各学校・園の教育目標の達成に向けた日常の教育活動の充実に結び付けるとともに、より
自主的な学校経営が可能となり、地域や保護者に理解される活動となるよう、次期計画づ
くりに生かしていきます。
　今後、この事業は、一層の充実が必要であることから、第一次実行計画「１５特色ある
教育活動の推進」に引き継ぎ取り組んでいきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 36 情報教育の推進

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的 　児童・生徒の高度情報社会への適切な対応能力向上を図ります。

対象・手段
　インターネット環境の充実や校内ＬＡＮ整備のモデル実施などを通して、コンピュータ利用による情報
教育の充実を図ります。

成果（事業が意図する成果）

　児童・生徒に情報活用の基礎となる情報手段の特性を理解させ、情報活用の実践力を育成するとともに、
情報社会に参画する態度を涵養します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

校内ＬＡＮの増設整備

校内ＬＡＮの増設整備の進捗率
　モデル校の成果検証のまとめを30％
　増設の計画化を50％
　増設の具体化を100％とする。

（ 平成19 ） 年度に

（ 50% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 50.00 50.00 50.00

実績１② ％ 0.00 30.00 30.00 30.00

③＝②／① ％ 0.00 60.00 60.00 60.00

目標値２④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
小学校７校の機器更新を実施しました。
また、情報教育推進委員会においては、情報モラル育成のための授業研究を行いました。

平成19年度
小学校５校の機器更新を実施しました。
また、情報教育推進委員会においては、情報モラル育成のための授業研究を行いました。



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育指導課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 104,396 111,832 86,194 108,826

人件費⑪ 千円 2,918 2,918 2,898 2,891

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 107,314 114,750 89,092 111,717

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 107,314 114,750 89,092 111,717

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

107,314 114,750 89,092 111,717

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.35 0.35 0.35 0.35

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　インターネット上での情報収集や情報交換が一般的なことになっている中で、引き続き情報化社会におけ
る対応能力や正しいルールを身に付けさせる情報教育が必要であり、また、情報通信技術を効果的に活用し
た教育活動を展開する必要性がより一層強まっています。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 2
　パソコンの配置が小学校１校あたり21.0台、１台あたり児童数12.5人、中学校１校あ
たり42台、１台あたり生徒数5.9人、特別支援学校１校あたり2台、１台あたり16.5人と
なっています。

実施の成果 2
　児童・生徒の情報リテラシー（高度情報化社会への適切な対応能力）を高めるととも
に、教員は児童・生徒に具体的な事例を通してわかりやすく指導することができまし
た。

効率性 2
　ソフトウェアを隔年で購入していますが、より一層有効に活用できるよう学校間で活
用事例等の情報を交換できるようにし、効率的活用を進めます。

行政の関与 3
　この施策における教育は、高度情報化社会に伴うものでもあり、情報を的確に判断す
る能力、特に情報モラルに関するものは学校教育においても推進する必要があります。

妥当性 2
　年度間経費の平準化を目的にリース方式により対応しています。この方法は導入年次
が各学校異なる中では、手段として適切です。

施策寄与度 3
　この３年間で、従来の映像放送機器も含め、機器の整備を計画的に実施することがで
きたことにより、学習環境の充実に寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、リース替えの計画的実施によるものです。その
内容は、小学校５校において機器を更新しました。
　また、過去３年間の実績では、Ｂと評価します。その内容は、小学校１９校の機器を更
新したことです。小・中・特別支援学校全校でインターネット接続環境の高速回線化が終
了するなど、一定の教育環境の整備がなされ、児童・生徒の情報活用能力の育成や情報社
会に参画する態度の涵養に寄与できたと評価しています。
　一方、校内ＬＡＮの増設については、モデル校における研究の成果を生かし、今後具体
的方法を検討し、学習におけるコンピュータのより一層の活用を図ります。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　児童・生徒の高度情報化社会への対応能力向上を図ることを目的として、校内ＬＡＮの
整備、地上デジタル放送への対応等を含め、学校としてより一層有効に情報機器を活用す
るため、今後も継続的に情報機器の整備を計画していくことが必要です。
　また、情報機器の整備、活用方法の検討ばかりでなく、広く情報そのものを対象とする
情報教育が重要となってきていることから、情報通信技術に関する技術革新の動向を踏ま
えた整備計画のもと情報教育の推進を図ります。
　なお、この事業は経常事業「学校の情報化」として実施し、情報機器を定期更新してい
きます。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 37 少人数学習指導の推進

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的
　児童・生徒の基礎学力の定着と個に応じた指導を充実するため、学習集団を弾力的に編成し指導の充実
を図ります。

対象・手段
　都の費用負担（都費）によるTT（ﾃｨｰﾑ･ﾃｨｰﾁﾝｸﾞ：１単位時間の授業を複数の教員で指導するもの）及び
少人数授業のための教員加配されていない学校等に区の費用負担（区費）で講師を配置し、学習指導を充
実します。

成果（事業が意図する成果）

　個に応じた指導を行うことにより、児童・生徒の基礎学力の定着を確かなものにします。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

小学校におけるティーム・ティーチングあ
るいは少人数学習指導の配置数

全小学校のうちティーム・ティーチングあ
るいは少人数学習指導の配置数

（ 毎 ） 年度に

（ 全校 ） の水準達成

中学校におけるティーム・ティーチングあ
るいは少人数学習指導の配置数

全中学校のうちティーム・ティーチングあ
るいは少人数学習指導の配置数

（ 毎 ） 年度に

（ 全校 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 校 30.00 30.00 30.00 29.00 17年度統廃合により2校減
 になっています。

19年度統廃合により1校減
になっています。

実績１② 校 28.00 27.00 27.00 26.00

③＝②／① ％ 93.33 90.00 90.00 89.66

目標値２④ 校 13.00 11.00 11.00 11.00

実績２⑤ 校 13.00 11.00 11.00 11.00

⑥＝⑤／④ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
指導方法改善のための教員配置　小学校２７人　２７校　中学校２３人　１１校
区費講師　小学校　６人３校　中学校　７人４校

平成19年度
指導方法改善のための教員配置　小学校２６人、２６校　中学校２３人　１１校
区費講師　小学校　３人３校　中・特別支援学校　８人７校



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育指導課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 12,684 22,680 30,781 31,971

人件費⑪ 千円 167 1,251 1,242 1,239

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 12,851 23,931 32,023 33,210

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 12,851 23,931 32,023 33,210

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

167 23,931 32,023 33,210

特定財源⑱ 12,684 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 1.30 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.02 0.15 0.15 0.15

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　児童・生徒の一人一人の個性や可能性を伸ばし、基礎的・基本的学習内容の定着を図る観点から、引き続
き習熟の程度に応じた指導を含む少人数学習集団による指導や複数の教員によるティーム・ティーチング指
導が必要であり、より効果的な区費講師の活用による少人数指導体制を整えていく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　少人数学習集団や複数の教員による指導による個に応じたきめ細かな学習指導を行う
ことができました。

実施の成果 3
　児童・生徒の基礎的・基本的学習内容の定着と、個に応じたきめ細かな指導を充実し
ています。

効率性 2
　週20時間の配置により、効果的な指導を実施できています。指導方法についての打合
せを20時間に含んでいる学校もあり、効率的に進める必要があります。

行政の関与 2
　都においても、国の第７次義務教育諸学校教職員定数改善計画に基づき、少人数指導
を行う学校の支援策として加配していますが、区内全ての学校に措置されている状況で
はないため、一定の区の関与は妥当です。

妥当性 3
　目標設定は、確かな学力を定着させる点において妥当です。児童・生徒の基礎的・基
本的学習内容の定着と個に応じた指導を充実するために、習熟の程度に応じた指導を含
む学習集団の弾力的編成による指導は有効でした。

施策寄与度 3
　この３年間で、教員・区費講師による指導、大学生による学習指導補助、小学校での
講師の専門性を活かした教科の指導計画、教科及び学年に応じた少人数学習指導など、
個に応じたきめ細やかな指導を実施し、学習環境の充実に寄与しました。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、小・中学校４９名の加配教員を配置し、区費講
師を１２名配置し、様々な指導形態のうち有効なものを選択し実施することができたから
です。
　また、過去３年間の実績では、Ｂと評価します。児童・生徒に基礎的・基本的な学習内
容を確実に身に付けさせるために、習熟の程度に応じた指導を行うとともに、少人数学習
集団や複数の教員による指導によって個に応じたきめ細かな学習指導を行うことができた
からです。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、学習指導要領改訂に伴う新教育課程の実施により、基礎的・基本的学習内
容の定着と思考力・判断力・表現力の育成が重視されることから、よりきめ細やかな指導
が大切となってきます。このことから、今後より一層、都費加配の不足分を区費講師で補
てんしていく必要があります。今後の国・都の教職員配置計画の動向を注視しつつ、多様
な指導体制・手法に取り組んでいきます。
　なお、この事業は、第一次実行計画「１４確かな学力の育成」に統合し取り組んでいき
ます。

方向性

※

5

統合



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 38 確かな学力推進員の配置

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的

　区費による講師を学校に派遣し、少人数指導やティーム・ティーチング指導等きめ細かな指導を行い、
確かな学力を育成します。

対象・手段
　区費講師（確かな学力推進員）を小中学校全校に配置し、少人数学習指導やティーム・ティーチング指
導等きめ細かな指導を実施します。

成果（事業が意図する成果）

学習活動の工夫ときめ細かな学習が可能となり基礎基本の定着と確かな学力が育成されます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

確かな学力推進員派遣率 確かな学力推進員を派遣した学校数

（ 平成19 ） 年度に

（ 全校 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 校 0.00 0.00 41.00 40.00 19年度統廃合により1校減
となっています。

実績１② 校 0.00 0.00 41.00 40.00

③＝②／① ％ 0.00 0.00 100.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度 確かな学力推進員４１名の配置

平成19年度 確かな学力推進員４０名の配置



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育指導課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 115,842 112,192

人件費⑪ 千円 0 0 4,140 4,130

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 119,982 116,322

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 119,982 116,322

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 119,982 116,322

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.50 0.50

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　児童・生徒個々の学習上のつまずきや理解の状況を適切に把握し、それに合わせた学習内容を提示し、指
導することが、個に応じたきめ細かな指導として求められています。このためには、指導と評価の一体化を
図り、児童・生徒の習熟の程度が二極化している状況を把握した上で、確かな学力の育成にかかわる課題や
解決の方法を研究し、指導を充実させる必要があります。そうした中で今後ますます、区費講師のニーズは
高くなってきており、その効果的な活用を工夫する必要があります。
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達成度 3
　小中学校全校に確かな学力推進員を配置することにより、各学校では、主に少人数学
習指導、ティーム・ティーチングを実施することができ、個に応じたきめ細かい指導を
実施することができました。

実施の成果 3
　確かな学力推進員を配置したことにより、指導の形態及び方法を工夫することがで
き、きめ細かな学習が可能となりました。このことにより、基礎的・基本的名学習内容
を定着させ、確かな学力を育成できました。

効率性 2
　各学校１名配置したことで、少人数学習指導等が全校で実施することができ、効率的
です。

行政の関与 3
　正規教員は東京都によりその定数が決められています。学校が少人数学習指導等を実
施したくてもできない中、区費による講師を配置することで解消できるため、区の関与
は必要です。

妥当性 2
　本事業の目的は、確かな学力を育成することにあり、そのためには、きめの細かな指
導の実現が必要です。区費による講師の配置は、目的達成のためには妥当です。

施策寄与度 2
　重要施策のひとつである本事業は、子どもたちの確かな学力の育成という目標達成に
より大きく寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、区費講師が全学校に配置されたことにより、学
習活動の工夫ときめ細かな学習が可能となり基礎的・基本的学習内容の定着と確かな学力
を育成できていることによります。
　また、過去２年間の実績では、Ｂと評価します。その内容は、子どもの状況に応じた支
援も行われ、教育的な効果を高めていることによります。
　今後、本事業の効果をより上げるために、確かな学力推進員の指導力や資質の向上のた
め研修等を実施していく必要があります。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ａ
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は学習指導要領の改訂、新教育課程の実施に伴い、今後さらに重要度が増すと
の理由から、第一次実行計画「１４確かな学力の育成」に引き継いで取り組んでいきま
す。この中で、教科、学習単元、児童・生徒に応じたより効果的な個の学習課題に応じた
きめ細かな指導にかかわり、確かな学力推進員の具体的な活用場面を研究していきます。

方向性

※

5

統合



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 39 学校図書の充実

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的
　「総合的な学習の時間」等において、多様な教育活動を展開していくことができるよう「読書セン
ター」としての機能だけでなく「学習情報センター」としての機能も向上させるために、学校図書室の蔵
書数・内容の充実を図ります。

対象・手段
　学校図書標準（学級数により規定されるもの　新宿区においては約5000から10000冊）を下回る学校の図
書を計画的に充実します。

成果（事業が意図する成果）

　「総合的な学習の時間」等での児童・生徒の調べ学習や読書活動の充実を図ることができます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

学校図書標準率達成校の割合 小中学校全校に対する達成校の割合

（ 平成19 ） 年度に

（ 100% ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 校 43.00 41.00 41.00 40.00 19年度統廃合により1校減
になっています。

実績１② 校 21.00 22.00 23.00 40.00

③＝②／① ％ 48.84 53.66 56.10 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度 学校図書標準率未達成校　小学校　８校　中学校　６校　を対象に達成率の改善を実施しました。

平成19年度 学校図書標準率未達成校　小学校　１３校　中学校　７校　を対象に達成率の改善を実施しました。



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育指導課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 4,423 4,548 4,616 25,741

人件費⑪ 千円 167 167 166 165

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 4,590 4,715 4,782 25,906

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 4,590 4,715 4,782 25,906

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

4,590 4,715 4,782 25,906

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.02 0.02 0.02 0.02

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　１９年度末である平成２０年３月に小学校・中学校共に学校図書標準達成率100％を実現しました。その
なかでも、図書の廃棄も併せてなされたことや学級増のため、達成率が落ちた学校もありました。
　今後の課題は、図書標準を維持しより一層充実させるための計画的な購入・廃棄を進めることです。
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達成度 2
　１９年度末に、学校図書標準達成率１００％を実現しました。各学校が適正な図書の
購入・廃棄計画を策定し、供給に努める必要があります。

実施の成果 2
　調べ学習で使用する図書資料の整備は進みました。また、多種多様なジャンルの図書
を整備し、児童・生徒の読書への興味・関心を一層高める工夫をする必要があります。

効率性 2
　各学校の規模に応じて配分した図書購入費は、達成率の改善や学校のカリキュラムに
沿った資料の整備のために効率的に使われています。

行政の関与 3 　学校図書館法に基づき、一定の学習環境を整備することは、区の責務です。

妥当性 3
　各学校が図書標準に基づく蔵書数を維持できるよう、図書経費を計画的に予算措置
し、法令上の基準蔵書数を満たすことは妥当な方法です。

施策寄与度 3
　この３年間で、基準蔵書数達成の実績がありました。今後、各学級から蔵書検索でき
るなど、情報教育の一環として学校図書館の機能を高めることが学習・教育環境の充実
につながります。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、全小・中学校において法令上の学校図書基準蔵
書充足率１００％を達成したことによります。その内容は、学校図書標準の充足率１０
０％に向け、計画的に取り組み、その結果達成できたことによります。
　また、過去３年間の実績ではＢと評価します。その内容は、全体として、学校図書標準
達成率の改善は進んだことによります。また、ＰＴＡ、スクールスタッフや地域のボラン
ティアとの協働による学校図書館の環境整備なども行われつつあり、「総合的な学習の時
間」などでの児童・生徒の調べ学習や読書活動の充実につながりました。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、全校が学校図書館図書標準の蔵書数を維持できるよう、適正な図書の廃
棄・購入計画を策定し、計画的に図書の購入を行っていくことができることが必要です。
　そのため、充足率の維持を継続的課題と捉え、経常事業「普通学級の管理運営」として
計画的な購入、廃棄を行っていきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続



事務事業評価シート（総括表）

事務事業 40 地域学校協力体制の整備

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 01 生涯学習、スポーツの推進

施策 01 学習・教育環境の充実

事業内容

目的 　地域の人材を活用することで、地域との協働による教育の実施を図っていきます。

対象・手段

対象：幼児・児童・生徒
手段：中学校区を基本単位とする地区ごとに、教員免許、図書館司書、保育士等の有資格者を始めとした
学　　校に必要な人材を地域から受入れ、各学校で相互に活用します。

成果（事業が意図する成果）

　子どもの成長過程に応じた教育を、地域と一体となって進めていくことができます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

スクールスタッフ新宿の活用率 小、中学校、幼稚園における活用率

（ 毎 ） 年度に

（ 全校（園） ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 校 0.00 67.00 67.00 64.00 平成19年度、幼稚園1園及
び小学校2校が統廃合して
3校減になっています。実績１② 校 0.00 67.00 67.00 64.00

③＝②／① ％ 0.00 100.00 100.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度 中学校区を単位とする区内の１１ブロックで、調整しながら実施しています。

平成19年度 中学校区を単位とする区内の１１ブロックで、継続して調整し、実施しています。



部名称 教育委員会事務局 課名称 教育指導課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 21,325 22,007 22,105

人件費⑪ 千円 0 8,338 8,280 8,260

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 29,663 30,287 30,365

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 29,663 30,287 30,365

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 29,663 30,287 30,365

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.00 1.00 1.00 1.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　スクールスタッフ新宿の仕組みは各学校で定着し、学校教育の充実に大きく寄与しています。しかし、よ
り多くの地域の人材の掘り起こしや、相互活用が円滑にできるよう、情報の共有化を図っていく必要があり
ます。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　全校でスクールスタッフ新宿が学校の活動目的に応じて、着実に活用されていまし
た。

実施の成果 2
　学校図書室の読書環境がボランティアによって整理されました。また、ボランティア
の指導で、部活動を活発におこなうことができました。

効率性 2
　学校で発掘した地域の人材を学校間で共有することで、様々な分野の地域人材の活用
ができるようになりました。

行政の関与 3
　学校が、学校自らの目的と必要性から人選できる現行の仕組みは、必要とする地域の
人材を的確に確保する観点から見て、妥当であると考えます。

妥当性 3
　スクールスタッフ新宿は、学校が特色ある教育活動を展開することを支える仕組みと
して、全ての学校で定着しており、妥当であると考えます。

施策寄与度 3
　学校と地域の連携は、学校教育の充実を図る仕組みとして必要であり、目的達成に寄
与していると考えます。

総
合
評
価

　平成19年度の評価をＢとした理由は、地域の人材を活用する仕組みとして定着している
からです。その内容は、学校が自ら人選し、各校に相応しい人材を活用し、各学校の特色
ある教育活動を行っています。
　また、過去3年間の実績ではＢと評価します。その内容は、地域と協働して学校教育の
充実を図っていく仕組みとして構築できたからです。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、地域の人材を活用をする仕組みとして定着しているので、経常事業の「ス
クールスタッフの活用」として引き続き取り組みます。
　なお、より多くの地域の人材の掘り起こしや、相互活用が円滑にできるよう、スクー
ル・コーディネーターを活用し、情報の共有化を図っていきます。

方向性

※

1

現状のまま
継続
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